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　NHKでは，公共放送の重要な使命の1つとして，ラジオの時代から全国の学校向けに教育サー
ビスを提供してきた。1935年に全国向けラジオ学校放送，1953年にはテレビ本放送と同時にテレ
ビ学校放送が始まり，さらに2001年には，学校放送番組に連動したインターネット上の教材「NHK
デジタル教材｣を公開し，デジタル時代・教育変革期に向けた教育サービスを展開している。　　
　80年を迎えようとしている日本の学校放送の歴史を支えてきた要素の1つに，調査研究の存在が
ある。NHKの研究所が1950年以来60年余にわたって定期的に実施してきた「学校放送利用状況調
査」に蓄積されたデータを分析してみると，メディア環境の変化の下での，学校放送の利用の変化
が浮き彫りになる。白黒時代のテレビは，60年代，教育現場に急速に普及し，小学校，続いて幼
稚園と保育所，少し遅れて中学校と高等学校の順でテレビ学校放送の利用が広がった。1970年代
から80年代を通して普及したVTRは，放送番組の利用形態を多様に変化させ，利用を便利にする
一方で，学校放送番組の編成にも影響を及ぼした。さらに，市販ビデオ教材の登場は，テレビ番組
との競合関係も生じる結果となった。
　1990年代は，ビデオ教材利用の拡大にに加えて，パソコンの普及，そして2000年代にはインター
ネットの普及が加わり，学校教育現場の多メディア化はさらに進展した。映像教材の中で圧倒的な
割合を占めていた学校放送の位置づけが，相対的に小さくなる中，放送の側からも新しいテクノロ
ジーを活用した教育サービスの可能性を探る動きが登場した。その成果である「NHKデジタル教材」
は，10年の時を経て，小学校を中心に利用が広まってきた。教室のメディア環境に合わせて，テ
レビで，パソコンでと，様々な形でNHKの教育サービスが利用される時代となってきた。　
　メディア環境の変化は今後も続くと予想されるが，公共放送の学校教育向けサービスでは，メディ
アの利用を目的化することなく，教育・学習の本質をとらえた，時代の要請に応える，放送番組や
各種コンテンツの提供を中心に据えつつ，学習の場やメンバーを結び付けるオーガナイザーとして
の役割も認識して，多面的な学習の促進に努めることが重要であろう。調査研究の実施においても，
時代の変化を見据えた内容の検討と手法の開発が求められている。
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はじめに
公共放送の重要な使命の1つとして，NHK

では，ラジオの時代から，全国の学校や幼稚

園，保育所に向けて，学校放送番組を中心と

する教育サービスを提供してきた。ラジオ放

送開始10年後の1935年には全国向けラジオ

学校放送が，1953年には，テレビ本放送と

同時にテレビ学校放送が始まった。さらに，

1990年代後半からはインターネットを利用

した新たな教育サービスの展開が始まり，

2001年には，NHKの学校放送は，放送によ

るサービスに加えて，放送番組に連動するイ

ンターネット上の教材として「NHKデジタル

教材｣の提供を開始し，デジタル時代，教育

変革期にふさわしい学校向け教育サービスの

充実を目指している。

海外でも公共放送や国営放送を中心に，学

校教育向けの放送や各種サービスを行ってき

た国は少なくないが，日本の場合には，歴史

の長さだけでなく，その成り立ちや普及・発

展面においても独自の特徴がある。

まず，NHKの学校放送番組については，「放

送法」や「日本放送協会国内番組基準｣に記述

があり，学校放送番組に対して，視聴する対

象や目的を明確にし，教育課程に沿った内容

であることを求めている。また，NHKの番

組基準では，学校放送番組は，放送ならでは

の効果をあげることや，教師の学習指導法の

改善・向上に寄与するものであることにも言

及している１）。

ここでいう「学校放送」には，小学校，中

学校，高等学校，特別支援学校向けの教育番

組と，幼稚園・保育所を対象とした幼児向け

教育番組が含まれ，番組の内容は，文部科学

省が定める「学習指導要領」と「幼稚園教育要

領」，保育所を管轄する厚生労働省が定める

「保育所保育指針｣ に準拠し，そのため，指

導要領の改訂に応じて，番組の改定も行われ

てきた。

そして，学校放送番組と，近年ではそれに

関連するデジタル教材の企画・開発・編成に

当たっては，放送利用現場，教育行政関係者

や教育分野の専門家の意見・要望，各種調査

研究を参考にし，検討を行うプロセスが設け

られている（学校放送の全体計画を検討する「教育

放送企画検討会議」のほかに，学識経験者，教師及

び教育行政関係者等で構成された「学校放送番組委

員会」も番組ごとに設けられている）。　

ここで注目すべきことは，学習指導要領に

示されているどの内容をどのように取り上げ

るかの最終判断，番組の制作・放送の主体と

責任は，政府から独立した公共事業体として

のNHKにあるという点で，これは，日本の

学校放送の重要な特徴である。

また，放送法にも示されている「放送の計

画及び内容をあらかじめ公衆が知ることがで

きるよう」に対応するものとしては，新年度

開始直前の3月に「学校放送利用のてびき」

（番組の年間計画と具体的な内容紹介）が公開・周

知され，2000年までは冊子として全国の学

校，幼稚園・保育所に郵送され，それ以降は

NHKの学校放送ホームページ上で公開され

ている。さらに詳しい番組の内容は，各学期

開始前に学校放送テキスト（NHK出版発行）と

して公刊されてきた。

インターネットが普及した近年は，学校放

送のポータルサイト（2014年1月現在「NHK for 

School」）を通して，個々の番組に関する情報

はもちろんのこと，授業での学校放送・デジ
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タル教材の効果的な利用に役立つ情報も提供

されるようになってきたが，基礎的な情報に

ついては印刷物も作成されている。2013年

度 現 在，「NHK　for  School 利 用 ガ イ ド

2013」というパンフレット（44ページ）が全国

の学校に配布されている。その他にも，印刷

物としては「教育テレビ＆ICT活用で授業力

アップ」（40ページ）が準備されているが，い

ずれもNHK for Schoolのウェブサイトから

ダウンロードが可能で，教師・保育者ひとり

ひとりはもちろんのこと，親でも，教員を目

指す学生でも，誰もが無料でアクセスできる

状況になっている。

また，全国放送教育研究会連盟（通称「全

放連」）という，学校放送番組を利用する全

国の教職員が研究や研修を深める目的で組織

する団体が，番組制作者，研究者等との交流

を持ちながら，1950年以来活動を続け，学

校放送の利用促進と発展を支えてきたこと

も，日本独自のシステムである（発足当時の名

称は，放送教育研究会全国連盟）。地域（ブロック）

別の活動に加えて，毎年全国の関係者が一堂

に会する全国大会も開催してきた。2013年

は，10月に旭川市で，公開授業・保育と，

放送を初めとする映像メディアを利用した授

業をめぐる研究交流を行う第64回放送教育

研究会全国大会が開催された。

全放連の研究活動においても主要な役割を

果たしてきた大学の研究者たちは，放送教育

の研究と実践をさらに学問的に深めて発展さ

せる目的で，1955年4月に，日本放送教育

学会を発足させている（代表理事：西本三十二，

理事：海後宗臣，宮原誠一，波多野完治，石山修平，

坂元彦太郎,城戸幡太郎）。この学会には，NHK

の研究所メンバーや，学校放送の制作担当者

も参加してきた。1994年には，日本視聴覚

教育学会（1964年発足）と統合して，日本視

聴覚・放送教育学会となり，さらに1998年

には，名称を日本教育メディア学会に改め，

今日に至っている2）。学校放送番組やNHK

デジタル教材の利用をめぐる研究成果は，年

次大会や紀要でも発表されてきた。

NHKの学校放送は，このような全体状況

の中で，ラジオの時代を経てテレビの時代，

さらには放送のみならずインターネットを活

用したNHKデジタル教材も提供する時代へ

と変化を見せ，開始から間もなく80年を迎

えようとしている3）。メディアや教育界の動

向が変化する中で，学校での利用のされ方も

大きく変化を見せ，その結果として，NHK

の教育サービスも，時代の要請に応えた，あ

るいは一歩先を目指す形で変化を重ねてき

た。その変化に影響を与えながら，学校放送

の歴史を支えてきたものとして，様々な調査

研究の存在がある。

本稿では，1950年から60年余にわたって，

“変化を分析し，将来を予測する目的で継続

的に実施”されてきた，当研究所（NHK放送

文化研究所）の「学校放送利用状況調査」に焦

点を当て，日本の学校における，放送をはじ

めとする多様なメディア利用の変化の実態と

NHKの学校放送サービスが果たしてきたこ

れまでの役割（意味合い）を今日的視点で分

析する。そして，教育メディア激変期を迎え

ている現在，公共放送として今後に向けてど

のようなサービスを提供していくことが求め

られているのかについて，考察を試みる。
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Ⅰ 学校放送利用状況調査
60年の特徴

NHKの学校放送番組については，ラジオ

の時代から，番組を利用している教師自身，

大学の研究者，NHKの研究所などによって，

様々な調査研究が行われ，その成果は，番組

の企画・制作・放送，および授業や保育での

効果的な番組利用に生かされてきた。

放送文化研究所（文研）では，1946年6月

の開設以来，教育放送（とくに学校放送）を，

公共放送の重要な分野ととらえて，時代の変

容の中で，様々なテーマを取り上げ，多様な

手法を用いて，調査研究を積み重ねてきた。

変化をとらえ，将来を予測する目的で継続的

に実施される調査もあれば，時代のニーズに

即応して行われる研究もある。

内容的にみると，学校放送番組の利用実態

を調べる調査や，教師の放送利用観・メディ

ア観に関する調査，番組の効果を検証・評価

する研究，利用方法に関する研究，番組や教

育コンテンツの新規開発や改善をめざす研究

などが，相互に関連を持ちながら実施されて

きたといえる。

中でも，学校放送番組の企画・制作・編成

や，教育サービス全般を検討する際の基礎資

料とする目的で，1950年（昭和25）以来定期

的に実施してきた「学校放送利用状況調査」
（初期には「学校放送意向調査」の名称で実施されて

いた）は，60年を超える歴史を有し，この調

査の結果をベースにして，企画・実施された

調査研究も多数存在する。関係者の間で「利

用状況調査」として知られてきたこの調査は，

全国の幼稚園・保育所，小学校，中学校，高

等学校，特別支援学校（特殊教育諸学校）4）を

対象に，ラジオやテレビをはじめとする各種

メディアの普及状況や教室のメディア環境整

備状況，ラジオ・テレビ学校放送番組および

その他の各種教育コンテンツの利用実態，番

組や学校放送全般，新しいメディアや教育動

向に対する学校の関心や意向などを詳しく調

べて，新たな時代の学校向け教育サービス，

さらにはより広い観点による子どもの学習・

成長を支援する公共放送としての教育・学習

サービスの検討に向けて提言を続けてきた。

本稿の中核となる第Ⅱ章で，60年間の調

査データの分析紹介を行うのに先立ち，本章

ではまず，「学校放送利用状況調査」（以下「利

用状況調査」）の調査方法，調査対象や内容

面での変化の特徴を，年代別に概観しておき

たい（pp.154〜158の付表1，付表2参照）5）。

１ 初期の学校放送利用調査：1950年代

研究所開設以来，文研では「中学・高校向

け学校放送調査」「学校放送テキスト意向調

査」等，全国規模の調査も実施していたが，

それらは，調査対象が全国にまたがるよう割

り当てて調べたもので，ランダム・サンプリ

ングによる本格的な調査ではなかった。

ランダム・サンプリングによる学校放送の調

査を文研が初めて実施したのは，1950年のこと

であった（全国の小・中学校対象の「第1回学校

放送意向調査」）。この年に放送されていた学校

放送番組は，ラジオのみで，小学校向けから高

等学校向けまで含めてわずか15番組であった。

「第6回学校放送意向調査」（1957）までの調査

は，ラジオ学校放送を対象としたもので，学校

が希望する番組，聴取好適時刻，番組の長さに

ついての希望などを調べることが主なねらいで

あった。この時期の調査は，ラジオ学校放送の
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量的な拡大の時期に，その裏付け資料を得るた

めに実施されたものといえる。1957年には，幼

稚園・保育所を対象とする最初の調査が実施さ

れ，また定時制高等学校も調査対象に含められ

るようになり，学校放送利用調査のすべての対

象校種が出揃っている。

この時期の調査のもう1つの特色は，学校

放送「非利用」の理由を，継続して質問して

いることであり，この時期，学校放送普及の

道を模索していたことがわかる。

テレビ学校放送は，1953年2月，テレビ

本放送と同時に，1日15分でスタートしたが，

テレビ学校放送の利用に関する調査が始まっ

たのは，それから5年たった1958年のこと

であった（小学校と中学校を対象とする「第1

回テレビ学校放送調査」）。

1960年までの時期の調査は，幼稚園から

中学校までのテレビ学校放送の利用状況調査

に重点が置かれていたことが特徴である。テ

レビ受信機の普及状況や利用形態が注目さ

れ，受信機のサイズ別普及状況，電波受信状

況，1台のテレビを視聴しているクラス数を

調べる設問等が準備されていた。また，ラジ

オ時代の調査と同様，希望するテレビ学校放

送番組の内容，視聴好適時刻，希望する番組

の長さなども調査項目に含まれていた。

1959年1月の「ラジオ・テレビ学校放送利

用状況調査（第2回テレビ学校放送調査）」で

は，同一教科のラジオ・テレビ番組の併用率

について詳細な分析を行っているが，これは，

ラジオ，テレビの特性をどのように考えて学

校放送番組を放送していくかが，当時の学校

放送番組編成面における課題であったことを

示している。

２ テレビ普及期の利用状況調査：1960年代

テレビ中心の学校放送調査は，1960年の

「第3回テレビ学校放送調査」で終了し，1961

年からは，幼稚園から定時制高等学校まで６

校種を対象にした，ラジオ，テレビ両方の学

校放送に関する全国調査が始まった。

1961年度から66年度までは，第1次調査（6

月）で受信機の有無と学校放送利用の有無を調

べ，第2次調査（10～12月）で学校放送利用校

を対象に質問を行うという2段階の調査が実

施されていた。1967年度以降は，両調査を1

回にまとめて2学期（9～11月）に実施されるよ

うになり，その後はこの形態の調査が続いた。

次章で紹介するとおり，1961年度調査時

点で，小学校では，テレビの利用率がラジオ

を上回るなど，1960年代前半は，調査結果

に注目される点が多いが，利用状況調査では，

この時期から，学校放送番組の利用の有無だ

けでなく，放送利用環境の充実面にも着目し，

テレビ受信機台数の総数だけでなく，1クラ

ス当たりの受信機台数，テレビ設置場所など

第1回調査の結果が報告された『文研月報』
第2号（1951年6月）
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の詳細な分析を重視していた。

そして，1960年代後半になると，学校放

送の利用頻度，利用クラス数・教師数，利用

番組数など，利用の密度を調べて，その変化

を分析する傾向が強まった。

学校放送利用に関連する機器の面では，

1970年代，80年代の番組利用を大きく変え

ていくこととなる，カラーテレビとVTRに

ついて，いずれも1966年度から，普及状況

の調査が始まっていたことが注目される。

３ VTR普及期の利用状況調査：1970年代

1970年度以降の学校放送利用状況調査の

内容面での特徴については，付表1-2（pp.156-

157）に詳細を示している。1970年代の調査

の特徴は大きく分けて，ビデオ関連機器の普

及に関連するものと，テレビ学校放送の成長

期から充実期へ向かう時期の特徴に関連する

調査対象や調査内容面での拡大の2点に整理

することができる。

3－1　番組の録画利用をめぐる設問の充実

利用状況調査では，1968年度から，テレビ・

ラジオ学校放送番組の録画・録音利用につい

て，経年比較が可能な設問項目を設けている。

そして，1970年代に入ると，VTR所有台数，

VTRテープ本数，前年度以前の学校放送番

組を録画したテープの保有や利用，一般番組

（学校放送以外の番組）の利用等についての質問

が付加されていった。VTRに関する調査内

容は，校種による違いも含めて，学校放送利

用形態の基本的な変化を明らかにし，1980

年代以降の学校放送番組の編成・制作に大き

な影響を与える結果となっていく。

3－2　調査対象の拡大

1970年代に入ると，民間放送として学校

放送番組も実施していた日本教育テレビ（現

在のテレビ朝日）や，通信高校講座番組を放

送していた東京12チャンネルが，教育専門

局の看板をおろす一方で，広域圏内の県域

UHF局の開局を機に，県教育委員会が組織

的に系統的な県域学校放送の制作を開始する

ようになっていた（1971.5千葉，1972.4神奈川，

1973.4奈良，埼玉）。利用状況調査では，通常，

全国の学校の縮図となるサンプリングを行っ

て調査を実施しているが，これらの県におけ

る，県独自の学校放送番組，およびNHK学

校放送番組の利用状況の特徴を調べる目的

で，1973，1976，1980年度には，該当県に

ついて，抽出率を高くして調査を行い，県別

集計も行っている6）。

また，1970年度前半には，本土復帰直前と

直後の沖縄の全学校を対象に，学校放送利用

の現状を把握するための付帯調査を，NHKと

琉球政府文教局・厚生局と共同で実施するなど，

前者とは異なる観点から，特定県に特化した分

析を行っている（1971年度調査，1972年度調査）。

その他，1979年度の心身障害児の全員就

学義務化を前にしたタイミングで，文研では

1975（昭和50）年度から，利用状況調査の調査

対象として，特殊教育諸学校（盲学校，ろう

学校，養護学校）を対象に含めた7）。

3－3　教科別番組への関心の高まり

小学校を中心に学校放送利用が日常化，安

定期に入った1970年代の調査では，理科，

社会科，音楽，英語，道徳・特別活動など，

特定の教科・活動に着目した付帯質問を設け

て，番組利用実態の詳細や，各教科の教師に
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よる番組評価，放送利用意向を把握すること

に力を注いでいた点も特徴といえる。これら

の結果は，各番組制作担当者にとって，具体

的な利用者の声を知る機会となった。また，

英語科を取り上げた1979年度の利用状況調

査については，その後，中学校・高等学校の

生徒対象の質問紙調査や，番組視聴実験の実

施にも発展して，それらを総合的に分析する

研究としての展開もみられた8）。　　　

４ メディア競合を意識する時代の調査：
　 1980年代

4−1　市販ビデオ教材

1980年代に入ると，VTRの普及に関連し

て，テレビ番組の録画利用だけでなく，市販

ビデオ教材の保有や利用の実態を多面的にと

らえるための設問が加わった。VTRの登場

が学校放送利用を促進するだけでなく，学校

放送と競合する教材としてのビデオ教材の利

用も推し進めていく時代の両者の関係をめぐ

る分析が注目されるようになっていく。

そして，1984年度調査では，はじめてビデオ

ディスク，パソコンに関する設問が登場し，そ

れまで以上に多様化する新しいメディア動向の

把握と，このような状況に対する学校のメディ

ア利用観を分析するための設問も増えていった。

4－2　番組編成や内容の改訂をめぐって

1980年度には，新しい放送教育観に立つ，

録画利用を前提とした3～5番組構成の「中学

校・特別シリーズ」，翌1981年度には，「高等

学校・特別シリーズ」がスタートした。「年間通

して，毎週継続的に番組を放送する」というそ

れまでの学校放送の発想とは大きく異なる新し

い編成が登場したことに対する学校の評価や，

今後へ向けての期待・課題を調べるための設

問が，1980年度からしばらく続けられた。

1980年代後半の利用状況調査では，「生活

科」の導入，学校週5日制，情報教育の充実

など，1990年代以降の変化をとらえて学校

放送での対応を検討するための先行質問が積

極的に取り上げられた。｢生活科｣ に関する

質問が1986年度調査から登場していたほか，

教育界大変革の時代にあって，教師向けの教

育情報番組の開発の検討に向けて，学校の関

心を把握するための質問も，この時期の調査

で取り上げられていた。

4−3　調査結果から生まれた幼児教育番組例

1970年代後半，幼児の就園年齢の低下傾

向が明らかになり，幼稚園・保育所対象の利

用状況調査でも，幼児の年齢別にみた番組利

用状況や番組視聴反応について，詳細な質問

が行われるようになった。

1983年度に登場した3歳児向けのことばの

番組『おーい！ はに丸』には，1970年代後半か

ら80年代にかけての利用状況調査の結果が反

映されている。幼稚園・保育所における3歳児

の比率が増加傾向であること，4，5歳児向け

のことばの番組を3歳児に見せている園所が

少なくないこと，多くの園所が，数や文字の指

導について，園所の生活の中で自然に身に付

くようにしていることなどが明らかになったこ

とから，この番組が開発されたのであった。

3歳から2歳へと，さらに低年齢幼児向け

番組への関心が高まる中，1987年度調査で2

歳児にテレビ視聴させていた保育所を対象

に，別途「保育所における2歳児のテレビ視

聴調査」（1988.2～3）を実施して，集団の場で
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の2歳児のテレビ視聴状況や保育者のテレビ

視聴指導観等を調べている。

５ 教育，メディア変革期の調査：1990年代

5－1　変革期を意識した調査内容：

　　　 番組改定，融合か競争かの視点

昭和から平成への移行時期には，すでに教

育課程の改訂が決まり，新しい学習指導要領案

も発表される（1989年）という状況にあった。学

校放送のほうでも，1980年代末から各校種の

番組改定が始まり，1990年度（平成2），1991年

度（平成3）には，特に大幅な改定が実施された。

中学校向け，高等学校向けの学校放送番組

が一体化され，中学・高校共用シリーズ『ス

テップ＆ジャンプ』として登場した1990年度

の利用状況調査では，改編された新番組に対

する評価や，番組改編全般に対する意向，学

校放送の放送時間帯や編成形態に関する意

向，学校放送との融合あるいは競合が予測さ

れる各種映像メディアの利用動向の把握にポ

イントを置く調査となっている。

なお1990年度から，定時制高校が調査対

象から姿を消し，5校種となったほか，調査

の実施が隔年となった。

5−2　パソコン，インターネット環境と利用

国による学校へのコンピューター整備計画

も登場した1990年代には，利用状況調査で

も，パソコン関連の調査項目が増加した。学

校へのパソコンの普及率や所有台数，パソコ

ン教材の利用のほか，1996年度調査では，

マルチメディアパソコンの普及やインター

ネット接続状況に関する設問が初めて加わっ

た。また，学校でのパソコン・インターネッ

ト利用の状況についても，利用者（教師，児童・

生徒）や，それぞれによる利用の内容，利用

される教科や場面等についての設問が1990

年代から2000年代にかけて，増えていった。

5−3　利用状況調査以外の1990年代関連調査

1990年度以降，学校放送利用状況調査は，

隔年実施となったが，調査実施がない年度に

も，利用状況調査を発展させる形で，番組の

開発や評価に関する研究や，学校放送全般に

かかわる新たな編成のあり方を検討するため

の調査が実施されていた。

1993年度には，学校週5日制に伴う教育

テレビの編成のあり方を検討する基礎データ

を得るために，小学校，幼稚園，保育所を対

象に「土曜日における学校放送利用実態調査」

を実施している（1994年2月，学校を単位とした

調査と教師個人対象の調査を実施）。

また，利用状況調査では，戦後40年で初の

主要教科の改廃・新設として注目された「生

活科」の設置（1992年度）に先立って，1980年

代半ばからこのテーマを取り上げ，別途，試

作番組に関する反応分析調査も実施してきた

が，「生活科」新番組の本放送が始まった1991

年度は，利用状況調査実施年ではなかったた

め，別途独自調査として，全国1,887の小学

校を対象とする郵送調査を実施している。

６ 本格デジタル時代に向けた2000年以降の
調査：NHKデジタル教材の登場を中心に

そして，2000年代に入ると，90年代よりさら

に大きなメディアの変容が予測される本格的な

デジタル時代に向けて，パソコンやインターネッ

トの環境整備の進捗状況や詳細な利用実態，そ

して，2001年に登場した「NHKデジタル教材」
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に関する設問が強化されるようになった。

例えば，2000年度調査では，インターネッ

ト接続状況について，教室のタイプ別の状況

を調べる設問（普通教室でインターネット接続パ

ソコンが利用できる状況かどうかなど）がスター

トしている。また，この時期，社会的にも注

目され，学校放送でも番組を制作・放送し始

めていた「メディア・リテラシー」の育成の

取り組みに関する設問を含めるようになった

ことも注目される。

NHKデジタル教材が登場して初めての利用

状況調査（2002年度）では，この新しいサービス

について，認知度や利用実態，利用意向・希望

内容に関する質問を開始している。その後の調

査では，学校放送利用の実態を調べるにあたっ

て，放送番組としての利用，NHKデジタル教

材での利用について，それぞれ番組別に詳細を

調べ，多様な分析の工夫が行われてきた。

また，2011年7月に予定されていた地上

デジタル放送への完全移行に向けて学校のデ

ジタル放送受信状況の進捗状況を調べる設問

も2006年度調査から始まり，その結果は，

全国の学校で，地上デジタル放送による番組

が視聴できる環境の整備促進を働きかけるた

めにも活用された。

そして最新2012年度調査では，社会的に

も注目を集め始めていた「デジタル教科書」

をはじめて取り上げ，学校放送利用との関係

性の分析も行っている。

７ 教師対象調査

学校を単位とした｢学校放送利用状況調査」

だけでは十分に把握しきれない内容について

は，別途，特定の教科やテーマに関する調査

や，教師個人を対象とした利用実態調査・放

送教育観調査などにより，分析を深めて，利

用状況調査を補完してきた（付表2，p.158参照）。

学校放送普及・成長期には，1960年代半ば，小・

中学校の教師を対象に，学校放送の利用促進，

阻害要因を分析するための調査が行われた。そ

して，新しい機器が続々学校に普及し始めた

1970年代前半には，教師の意識としての放送教

育観を調べるための調査が，2回にわたって実

施されている（複数特定県の小・中学校教師が対象）。

1970年代半ばから80年代にかけて，利用

状況調査の中でも，放送教育観に関する設問

項目を各種含めてきたが，教師個人の意識の

多様化，VTR普及による番組利用の変化，

録画番組のライブラリー化，中学校・高等学

校向けの特別シリーズに見られるような，複

雑な番組編成の出現により，別途教師個人を

対象とした調査を行う必要性が大きくなって

きた。そうした背景の中で，1980年代半ば

から後半にかけて，各校種の教師を対象とし

た番組利用実態と放送教育観・メディア観に

関する調査が活発に実施されている。

2000年代に入ると，NHKデジタル教材の

利用実態や教育現場での評価なども含めて，

メディア変革期の状況を詳細にとらえる必要

から，小学校の担任教師個人を対象としたメ

ディア利用の詳細とメディアに対する意識を

把握するための調査を実施している。2002

年度，2004年度，2006年度の利用調査実施

年度には，それぞれの年度の小学校の対象校

の特定学年の担任教師を調査対象として実

施。また，利用状況調査の実施年ではなかっ

た2005年度には，担当学年によるメディア

利用の実態や意識の違いを明らかにする目的

で，2，4，6年生担任教師を対象とした全国

小学校教師調査も実施されている。
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Ⅱ メディアの変化に伴う
教育コンテンツの多様
化と利用の変化：
学校放送利用の変化と新たな
教育メディアの登場

前章では，時代ごとの学校放送利用状況調

査の内容面の変化を示す中で，学校教育現場

における60年間の教育メディアの移り変わ

りを大まかな流れとしてとらえてみた。

本章では，調査結果から見えてくる，各種

メディアと，学校放送番組をはじめとする多

様な教育コンテンツの教育現場への普及と利

用実態を，具体的なデータに基づいて紹介し，

調査実施時点だけでなく，現時点からみた分

析も加えながら，総合的にとらえていく。

メディア環境の転換期という観点から，4

つの節を設けて，紹介を進める。

１　目覚ましい1960年代のテレビ普及と，
先行した小学校のテレビ学校放送利用

　（1950年代から1970年代頃までを中心に）

２　学校放送利用を変化させたVTRの普及
～タイムシフト利用の始まりから競合す
るビデオ教材の登場まで～

　（1970年代，1980年代を中心に）

３　映像利用の幅を広げたパソコン・イン
ターネットの普及

　（1990年代を中心に2000年代も含めて）

４　デジタル時代の学校向け教育サービス
の展開と利用の特徴
  〜「見るテレビ」から「かかわるメディア」へ〜
　（2000年代以降を中心に）

 
Ⅱ−１ 目覚ましい1960年代のテレビ普

及と，先行した小学校のテレビ
学校放送利用

学校放送利用状況調査が始まった1950年

は，まだ日本でテレビ放送は始まっておらず，

学校放送もラジオのみの時代であったが，小

学校の3割，中学校の2割では学校放送番組

を授業に取り入れていた。20世紀最大の発

明品ともいわれるテレビは，1960年代，家

庭だけでなく学校教育現場でも急速に普及

し，1959年に教育テレビが開局して学校放

送番組が質量ともに成長する中，小学校，続

いて幼稚園と保育所，少し遅れて中学校と高

等学校の順で，利用が広がっていった。70

年代半ばぐらいまでの間は，ラジオの果たす

役割も大きく，両メディア並存の中で，放送

教育が発展をみせた。

1－1　小学校：テレビ受信機の普及に連動
した学校放送利用の急増

1－2　中学校・高等学校：録画による学校
放送利用の増加

1－3　幼稚園・保育所：早かったテレビ幼
児向け放送利用のピーク

1－4　学校放送利用の密度について
1－5　カラーテレビの普及と番組のカラー

視聴

1－1　小学校：テレビ受信機の普及に連
動した学校放送利用の急増　

小学校におけるNHK学校放送利用率や，

その後登場したその他の教材の利用の状況

を，ラジオ，テレビ受信機をはじめとする様々

な教育メディアの普及状況と重ね合わせて示

したのが図１である。
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第1回調査を行った1950年には，全国の

小学校の73%がラジオを所有していて，30%

の小学校がNHKのラジオ学校放送を計画的

に利用していた（40%の小学校は，学校にラジオ

は設置していたが，授業で学校放送番組を利用して

いなかったことになる）。3年後の1953年には

ラジオの普及率は90%を超え，学校放送利

用率も1955年には45.1%に達していた。こ

の背景には，1953年に学校放送が全面的に

ラジオ第2放送に移行したタイミングで，そ

れまで，どちらかというと教養的色彩の強い

番組（『ことばあそび』『たのしい音楽』など）が多

かったのが，『ラジオ国語教室』『ラジオ音楽

教室』などの学年別・教科別のシリーズ番組

が新設され，放送時間も拡大したという状況

があった。

一方，テレビの学校放送は，1951年から

実験的にスタートしており，この時の実験番

組は，東京の小学校2校と中学校2校でNHK 

から貸与されたテレビ受信機で視聴され，ま

た，専門の学者，研究者，現職教師で構成さ

れる専門委員会によって，テレビの教育的な

利用をめぐる研究も始まっていた。そして，

1953年2月のテレビ本放送と同時に始まった

学校放送の全国向け放送開始時点には，約10

校がその放送を利用したといわれている9）。

テレビ学校放送についての全国調査を初め

て実施した1958年の結果によると，小学校

でのテレビ普及率8.1%，テレビ学校放送利

用率は6.8%であった。全国の1,000校以上の

小学校がNHKのテレビ学校放送を利用して

いたことになる。
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図1　メディア普及と学校放送利用率の推移〈小学校〉
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1959年1月には，世界初の教育専門局とし

てNHK教育テレビジョンが開局し，これを

機に学校放送の充実が進んだ。当初1日平均

4時間28分であった教育テレビの放送時間

（うち，学校放送番組は55分）は，同年4月には5

時間19分，60年4月には6時間37分，61年

4月には8時間47分と逐次増加し，67年には

18時間の全日放送となった。時間帯ごとに対

象を明確にするとともに，組織的，系統的な

学習に役立てるため，同一時間帯には同種の

番組の編成が行われ，学校放送番組も，こう

した編成の中で質量ともに拡大していった。

1959年1月時点では，幼稚園・保育所，小

学校，中学校を対象に1日4本（土曜日は3本）

の放送であったが，4月の新学期までに，高

等学校向け番組も加わり，大幅な番組増が行

われている。午前10時～11時55分まで（月

～土）と午後1時～1時20分まで（月～金）の

時間帯に，毎日6本（土曜日は5本）の番組が

編成され，1日当たりの放送時間は，2時間5

分（土曜日は1時間45分）となった。

内容面でも，理科や社会科，道徳など，広

がりをみせ，1960年度以降は，理科や社会科，

国語，英語などでの学年別編成，また，再放

送枠の設定も進み，放送時間も拡大した。

1960年代，学校放送番組は，教育テレビの

中核として，量の面でも質の面でも急成長を

みせた。

テレビ学校放送が，小学校を中心に，テレ

ビ初期から全国の学校に普及した背景として

は，実験放送時代からの熱心な研究の取り組

みと併せて，全国の学校にテレビ受信機を普

及させるために行われた様々な努力も注目さ

れる。テレビ放送開始間もなく，小中学校に

1か月ずつテレビを貸与して授業での利用体

験の機会を提供する「巡回テレビ教室」が実

施された。さらに，全放連が中心となり，文

部省やNHK等関係機関にも働きかけて，教

室での利用に必要なテレビ受信機の条件を検

討のうえ，仕様を決定した。そして，メーカー

等の協力も取り付け，当時1インチ１万円と

いわれていた時代に，17インチ6万円のいわ

ゆる「全放連形テレビ」を登場させ，学校へ

のあっせんを開始した（1958年1月から）。

文部省では，戦後の新しい教育課程を審議

する過程で，放送教育や視聴覚教育を取り込

む姿勢を見せてきた。1952年には，視聴覚教

育課が設置され，放送教育研究会全国連盟等

の研究活動の支援も始めた。さ

らに，『視聴覚教材利用の手び

き』（1952年2月）をはじめ，1950

年代から1960年代にかけて，学

校での放送利用に関する様々な

刊行物を発表している。

こうした状況があった中，

1960年代半ば頃までの，小学

校におけるテレビ受信機の普及

率と，テレビ学校放送利用率は，

目覚ましい伸びをみせた。教育

表1　ラジオ・テレビ学校放送利用率のピーク
（100％＝全校）（％）

ラジオ学校放送
利用率の最高値

テレビ学校放送
利用率の最高値

テレビ利用率がラジオ利
用率を超えた年と利用率

幼稚園 1957 年 55.5注１） 1968・69 年 84.5 1962 年 59.2 ＞ 43.3

保育所 1957 年 56.3注１） 1972 年 93.3 1963 年 45.9 ＞ 36.5

小学校 1968 年 62.0 1986 年 97.9 1961 年 59.7 ＞ 56.2

中学校 1967 年 46.5 1984 年 67.1 1971 年 34.3 ＞ 33.4

全日制高等学校 1974 年 53.4 1984 年 71.3 1975 年 49.8 ＞ 41.3注 2）

注１：幼稚園と保育所のラジオ学校放送利用率については，該当校種調査初年度（1957年）が
最高値であるが，実際のピークは，それ以前であった可能性もある。

注２：全日制高等学校については，1973年にいったんテレビ学校放送利用率が，ラジオ学校
放送利用率上回った（45.4＞40.1％）が，翌年逆転現象が起き，1975年以降は，常にテ
レビ学校放送利用率がラジオを上回るようになったため，表には1975年の数値を掲載
した。
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テレビ開局の2年後，1961年度には，テレ

ビの利用率がラジオの利用率を上回った（表

１，図１）。その後もテレビの普及は続き，

東京オリンピックが開催された1964年には

90%を 超 え， テ レ ビ 学 校 放 送 利 用 率 も，

72.5%となった。

1964年度には，月曜日から土曜日まで1週

間で34時間20分の学校放送番組が放送され

ており，教育テレビの放送時間全体の4割近

くを占めていた（通信教育番組，教師・保護者向け

の番組は含まない）。また，当時の番組表からは，

午前9時から午後3時台までという幅広い日

中の時間帯が学校放送番組の放送に当てられ

ていたことがわかる（p.167の付表4-1参照）。

教育テレビではまだ放送休止時間も存在して

いた時期のことである10）。

◆小学校で利用が多いテレビ学校放送番組：

理科，社会科，道徳

1964年度調査の小学校における番組別利用

の結果をみてみると，利用の多い番組10位ま

でが，『理科教室小学校』の1年生から6年生

までの6番組と，学年別社会科番組の4番組（6

年生向け『くらしの歴史』，2年生向け『はたらくおじ

さん』，3年生向け『良太の村』，5年生向け『テレビの

旅』）で占められており，1位の番組利用率は

62.1%で，10位でも47.9%と，半数近い小学

校で利用されていたことがわかる（表２）。前

後の年度の調査結果をみても，理科と社会科，

さらに道徳の番組（低学年向けの『大きくなる子』，

中学年向けの『みんななかよし』，高学年向けの『明る

いなかま』）が多くの小学校で利用されていたこ

とがわかる。この傾向は，1958年の第1回テ

レビ学校放送調査以来今日に至るまで，一貫

した特徴である。理科・社会科では，教室で

直接体験することが難しい実験や自然現象，

日本や世界各地の様子，歴史的に重要な資料

に接することができること，道徳では，教科

書がないこともあって授業展開のきっかけと

して番組が果たす役割が大きいことなどが，

利用の背景として存在していたと考えられる。

テレビの普及率がほぼ飽和状態に達した後

も，学校放送利用率は上昇し続け，1972年に

は90%を超え，その後およそ30年間にわたっ

て90％台で推移した。小学校のテレビ学校放

送 利 用 率 が 最 も 高 か っ た の は1986年 度

（97.9%）で，個別番組利用率のトップも同じく

この年度の『理科教室小学校1年生』で，その

値は81.3%であった。

◆機器の充実と番組利用の密度：1教室1台

のテレビへ

利用状況調査では，1960年度から1校当

たりのテレビ平均所有台数を算出している。

1960年度には，テレビ所有校1校当たり1.3

台であったのが，1969年度には6.9台にまで

増加している。しかし，当時の小学校1校当

たりの平均クラス数は約12クラスであった

ことを考えると，「1教室1台のテレビ」には

1950年代後半の小学校でのテレビ学校放送視聴
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ほど遠い状況であったことがわかる。1969

年度のテレビ学校放送利用率は88.9%とかな

り高くなっていたが，1台のテレビを2，3ク

ラス一緒に視聴するとか，隔週交代でクラス

単位で利用する学校が多かったといえる。

小学校に設置してあるテレビの台数は，そ

の後も上昇を続け，1975年には，初めて全国

平均で，1教室1台のレベルに到達した。利用

表2　小学校テレビ学校放送番組利用率の推移（上位10番組）
<　> 内はテレビ学校放送利用率

（100％＝全校）

1964 年度　<72.5%> 1972 年度　<92.1%> 1986 年度　<97.9%>

1 理科教室
　　小学校 2 年生 62.1 理科教室

　　小学校 1 年生 79.1 理科教室
　　小学校 1 年生 81.3

2 理科教室
　　小学校 1 年生 62.1 理科教室

　　小学校 2 年生 78.8 理科教室
　　小学校 2 年生 80.3

3 理科教室
　　小学校 3 年生 60.7 理科教室

　　小学校 3 年生 75.4 理科教室
　　小学校 3 年生 79.5 

4 理科教室
　　小学校 4 年生 59.7 理科教室

　　小学校 4 年生 72.9 理科教室
　　小学校 4 年生 77.8 

5 理科教室
　　小学校 5 年生 58.1 はたらくおじさん

　　（2 年社会科） 69.9 大きくなる子
　　（低学年道徳） 77.7 

6 理科教室
　　小学校 6 年生 57.6 理科教室

　　小学校 5 年生 68.2 みんななかよし
　　（中学年道徳） 75.7 

7 くらしの歴史
　　（6 年社会科） 55.8 理科教室

　　小学校 6 年生 66.1 理科教室
　　小学校 5 年生 74.0 

8 はたらくおじさん
　　（2 年社会科） 52.1 大きくなる子

　　（低学年道徳） 64.4 理科教室
　　小学校 6 年生 70.9 

9 良太の村
　　（3 年社会科） 48.2 みんななかよし

　　（中学年道徳） 63.3 くらしの歴史
　　（6 年社会科） 68.7 

10 テレビの旅
　　（5 年社会科） 47.9 明るいなかま

　　（高学年道徳） 62.5 あしたへジャンプ★
　　（高学年道徳） 60.2 

1990 年度　<95.1%> 1998 年度　<91.8%> 2004 年度　<79.5%>

1 のびのびノンちゃん★
　　（1 年道徳） 71.0 ざわざわ森のがんこちゃん

　　（1 年道徳） 63.0 ざわざわ森のがんこちゃん
　　（1 年道徳） 49.1 

2 さわやか 3 組
　　（3,4 年道徳） 70.4 さわやか 3 組

　　（3,4 年道徳） 61.0 さわやか 3 組
　　（3,4 年道徳） 36.9 

3 はたらくひとたち
　　（2 年社会科） 69.3 あつまれじゃんけんぽん

　　（2 年道徳） 58.2 バケルノ小学校ヒュードロ組★
　　（2 年道徳） 35.4

4 はてなはてな
　　（2 年理科） 68.3 歴史たんけん

　　（6 年社会科） 48.2 にんげん日本史
　　（6 年社会科） 29.0 

5 なんなんなあに
　　（1 年理科） 67.5 わくわくサイエンス

　　（5 年理科） 48.0 サイエンス・ゴーゴー
　　（5 年理科） 28.4 

6 あつまれじゃんけんぽん
　　（2 年道徳） 66.4 ふしぎコロンブス

　　（4 年理科） 46.8 びっくりか
　　（4 年理科） 28.3 

7 それいけノンタック
　　（1 年社会科） 66.4 虹色定期便★

　　（5,6 年道徳） 46.6 ふしぎいっぱい
　　（3 年理科） 27.0 

8 しぜんだいすき
　　（3 年理科） 65.9 しらべてサイエンス

　　（6 年理科） 43.5 虹色定期便
　　（5,6 年道徳） 25.1 

9 はてなをさがそう
　　（4 年理科） 62.7 くらし発見

　　（4 年社会科） 40.4 ３つのとびら★
　　（6 年理科） 24.4 

10 歴史みつけた
　　（6 年社会科） 59.8 なぜなぜ日本

　　（5 年社会科） 39.7 こどもにんぎょう劇場
　　（1 年国語） 22.4 

注：★印はその年度の新番組である。
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の度に教室を移動して1台のテレビを多くの児

童が一緒に視聴する状況から，各教室に常設

されたテレビの利用への変化は，街頭テレビ

での視聴から家庭視聴への変化にも匹敵する

もので，多くの学校放送番組を毎回連続して，

継続的に利用することを可能にしたという意

味において，利用率の数字の伸び以上に，利

用密度の高まりを意味していたといえよう。

利用状況調査では，テレビ所有台数の質問

とは別に，「すべての普通教室にテレビを設

置しているかどうか」についても調べている。

全普通教室にテレビを設置していた小学校の

比率は，1975年度には70％，1980年度には

80％，1984年度には90％を超え，80年代後

半には95～96％とほぼ飽和状態となった。

1－2　中学校・高等学校：録画による学
校放送利用の増加

図1で示した小学校での学校放送利用率と

各種メディア普及状況を，中学校，高等学校（全

日制）について示したのが，図２と図３である。

教科担任制であるこの2校種の放送利用は，

クラス担任制の小学校とはかなり異なる特徴

を示してきたといえる。中学校と高等学校で

は，テレビ普及に見合う形でテレビ学校放送

の利用が伸びを見せず，1970年代前半まで，

ラジオ学校放送利用率がテレビの利用率を上

回る状況が続いていたことがわかる。

1950年には，全国の中学校の56%がラジ

オを所有，22%がNHKのラジオ学校放送を

利用しており，その後1960年代半ば頃まで

の普及率，放送利用の状況は，小学校の場合

と同様の傾向を示している。中学校向けラジ

オ番組でも，1953年度から，放送の直接教

授性を生かした『ラジオ英語教室』が始まり，

放送時間も増加している。こうした中で，中

学校では，ラジオ普及率も学校放送利用率も

増加していったが，1960年代以降の経過に

は小学校とは異なる傾向がみられる。

小学校では1967年，1968年をピークに，

ラジオ学校放送の利用は減少していったが，

中学校では1967年の利用率のピークを超え

た後も一定の利用が続いていた。

中学校のテレビ学校放送の調査は，小学校

と同じ1958年に始まり，テレビ受信機の普

及は，小学校の場合と同様，目覚ましい伸び

を見せ，1964年度調査では，90%を超えて

いる。しかしながら，小学校の場合とは異な

り，テレビ受信機の伸びに見合う形で，テレ

ビ学校放送利用率は増えていない。1961年

度に利用率が20%を超えてからの数年間，

利用率は微増にとどまった。　

全日制高等学校における1950年代，1960

年代のラジオ，テレビ受信機の普及と学校放

送利用の傾向は，中学校の場合とよく似てい

る。テレビ受信機の普及が90％以上に達して

も，そのことがテレビ学校放送の利用の伸び

には結びつかず，先行して利用が広がってい

たラジオ学校放送利用をテレビ利用が上回る

ようになったのは，中学校と同様，1970年代

半ばになってからのことであった（前出表１）。

1960年代半ば以降，小型VTRが市販され

るようになると，これが急速に，高等学校と

中学校に普及し，時を同じくして学校放送の

利用率も増加傾向に転じていった。VTRの

普及で，ようやくテレビ学校放送の利用が広

がりを見せ始めた背景については，次節で触

れる。

この2校種の70年代半ば時点の学校放送

利用を番組別にみてみると，
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◦中学校の場合は，テレビでは理科番組，ラ

ジオでは道徳の番組

◦高等学校（全日制，定時制）の場合は，テレ

ビでは科学の番組と『高校生の広場』（ホー

ムルーム番組），ラジオでは『青年期の探究』

『ホームルームの話題』といった，道徳，ホー

ムルーム番組

の利用が盛んであったことがわかる。
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1－3　幼稚園・保育所：早かったテレビ
幼児向け放送利用のピーク

小学校以上を対象とする教育番組とは別

に，幼児向け教育番組の必要性を認識し，ラ

ジオ，テレビそれぞれの放送の早い時期から，

家庭視聴向けに，幼稚園・保育所向けにと，

多様な番組を制作・放送してきたことは，教

育放送（学校放送）のみならず，日本の放送
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図4　メディア普及と学校放送利用率の推移〈幼稚園〉
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図5　メディア普及と学校放送利用率の推移〈保育所〉
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史の中でも特記されるべき内容といえる。

1954年11月に始まったラジオ番組『お話

でてこい』は，2013年度現在も続いている長

寿番組であるが，幼稚園・保育所でラジオの

利用率が最も高かったのは，表１，図４，図

５にも示されているとおり，この校種を対象

とする初回調査が実施された1957年（幼稚園

55.5%，保育所56.3%）であった（実際のピーク

はそれ以前であった可能性もある）。

テレビでは，学校放送開始から3年後の

1956年に，幼稚園・保育所向け2番組（『人形劇』

『みんないっしょに』）の放送が始まり，1960年

度には6番組に増え，月曜日から土曜日まで

毎日，「幼稚園教育要領」に示されていた6領

域（健康，社会，自然，言語，音楽リズム，絵画製作）

に対応したテーマの番組が，日替わりで放送

されるようになった。1959年10月には，家

庭視聴向け番組の『おかあさんといっしょ』

（総合テレビで放送）も始まり，日本の幼児向け

番組は，1960年時点で，早くも充実期を迎え，

幼稚園・保育所でのテレビ利用も急速な伸び

をみせるようになった11）。

この2校種でのテレビ利用の伸びは，小学

校の場合と同様，テレビ受信機の普及と連動

しており，1960年代前半には，テレビ利用率

がラジオ利用率を上回った（幼稚園1962年度，

保育所1963年度）。そして，その後のテレビ利

用率をみると，幼稚園では1968年度と1969

年度（84.5%），保育所では1972年度（93.3%）に，

小学校以上の校種より早く，利用率のピーク

に達していたことがわかる。

1－4　学校放送利用の密度について

学校放送利用状況調査は，基本的に学校を

単位とした調査であり，学校放送普及の初期

段階には，1校でも多くの学校が，ラジオや

テレビを授業に取り入れるようになることが

重視され，利用促進の運動も進められていた。

そこで，学校放送を計画的に利用しているか

否かを学校単位でとらえる学校放送利用率

が，番組の編成や利用促進上の重要な数値と

して認識されていた。しかしながら，利用の

実態としては，「1校の中でひとりの教師・

クラスが特定の番組を学期に数回利用してい

る学校」も，「学校をあげて，すべてのクラ

スで，多様な教科の番組を，年間通して継続

的に使っている学校」も，同様に学校放送利

用校としてとらえられることになる。そこで，

より望ましいのは，学級単位や教師単位のき

め細かい調査の実施である。調査技術上の制

約もあり，継続的に頻繁に実施するのは容易

でないが，1960年代初頭，小学校については，

次のような調査も実施されている。

1963（昭和38）年12月に実施された調査で

は，全国の国･公・私立の小学校から無作為

に8,462「学級」選んで，学校放送利用状況，

教師の放送教育観などを面接法で調べるとい

う大がかりなものであったが，この調査によ

ると，調査実施の前週に少なくともテレビ番

組を1つでも授業で利用した「学級」の比率

は，50.8％であった。同年6月に実施された

学校単位の利用状況調査によると，テレビ学

校放送利用率は69.5%であったから，両者の

数値から，小学校ではすでに1963年段階で，

1校の先生の中で特殊な数人だけがテレビを

授業に用いているという初期段階を脱してい

たとみることができる。

全国規模の「学級」調査を定期的に続ける

ことは調査技術上の制約があり実施が容易で

はなかったことから，利用状況調査そのもの
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は，学校単位で継続されてきたが，同調査で

は，学校放送を利用している学校の比率だけ

でなく，いくつかの観点から「利用の密度」

を測定して，その変化を分析する工夫が，

1960年代末から行われてきた。

◦学校放送継続利用校の割合　  1967年～

　　（測定法の修正，1972年，1974年）

◦学校放送利用学級・教師の割合 1969年～

◦1校あたりの利用番組数　      1971年～

（1）学校放送継続利用率　

他の視聴覚教材と比較した場合，（少なくと

も1970 年代の）学校放送の際立った特徴の1つ

としてあげることができるものに，「継続性」

がある。毎週決まった曜日の決まった時刻に，

年間通して継続的に放送され，かつその内容

が構造的に編成されているという教材として

の特徴である。こうした放送教材の特性を生

かすために，学校放送は継続的に利用するこ

とがその効果を高める方法として推奨されて

いた。第4回学校放送意向調査（1954）で，番

組別に「ときどききくクラスがある」と「つづ

けてきくクラスがある」に2分して質問を

行ったのをはじめ，以降も年度により設問形

式は異なるが，番組の継続利用の有無は，一

連の調査でほとんど毎回取り上げられてき

た。

1967年度からは，①原則として特定番組

を1年間継続利用している学級がある学校

（＝継続利用校），②年間継続利用の学級はな

いが，特定の番組を部分的に継続利用してい

る学級のある学校（＝部分継続利用校），③

非継続，随時利用のみ行っている学校（＝随

時利用校）と定義して，学校単位で調査を始

めている。

1970年代に入ると，学校放送番組それぞ

図6　1974年度にみるＮＨＫテレビ学校放送利用の密度

（100％＝NHKテレビ利用校）（％）

継続利用校 準継続利用校 選択利用校
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れの利用の違いに対する関心も高くなった。

番組利用の頻度を量的に明確に把握するた

め，1974年度から，番組シリーズ別に「だい

たい全番組利用した」「半分ぐらい利用した」

「学期に1～3本利用した」の3段階で回答を

求め，最低1シリーズでも「だいたい全番組

利用した」（シリーズがある）学校を「継続利

用校」，全番組利用のシリーズはないが，最

低1シリーズについて「半分ぐらい利用した」

学校を「準選択利用校」，全番組利用も半数

利用もなく「学期に1～3本利用」のみある学

校を「選択利用校」と定義して，校種別比較

を行っている（図６上段）。中学校，高等学校

については，1975年度調査から，「学期に1

～3本」よりさらに密度の低い区分として「年

に1～3本利用」を設け，「低利用校」として

加え，経年比較分析が行われてきた。

小学校では，継続利用校の比率が極めて高

く，保育所，幼稚園がこれに続いているが，

中学校と高等学校では，反対に選択利用，準

選択利用の学校が多い。

その後1986年度（小学校のテレビ学校放送利

用率がピークに達した時点）までの変化も含めて

みてみると，小学校では相変わらず継続利用

校の比率が高いのに対して，中学校，高等学

校では，選択利用，低利用の比率が大きくなっ

ていることがわかる（図７）。

この期間，中学校，高等学校では，テレビ

学校放送利用率は増加傾向を見せていたが，

学校放送のシリーズ編成の持つ教育特性を生

かした放送教育を実践する学校の比率は増え

ることなく，シリーズの中から教師の方針に

合致した番組を学期に1～3本程度選択して

授業計画に位置づけて利用するという学校

（選択利用校）が増加して，利用校の中で最

も大きい位置を占めるようになっていったの

である。

ラジオ学校放送については図示していない

が，テレビとの比較においては，全般に利用

密度は低いが，校種間の比較では，小学校で

図7　校種別にみたテレビ学校放送番組利用程度

注： 継 続 利用校 ＝ 1番組でも，“毎回利用している学校放送番組のある”学校
 準継続利用校 ＝ 1番組でも，“半数回程度を利用している学校放送番組のある”学校　（「毎回利用している番組」は無い）
 選 択利用校 ＝ “学期に1～ 3本利用している学校放送番組のある”学校　（「毎回利用」・「半数回利用」の番組は無い）
 低 利 用 校 ＝ “年に1～ 3本利用している学校放送番組のある”学校　（「毎回利用」・「半数回利用」・「学期に1～ 3本利用」の番組は無い）
※「毎回」の代わりに「大体全番組」，「半数回程度」の代わりに「半分ぐらい」という表現で調査を実施していた時期もある。 
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（1986年度には，定時制高等学校は，
調査対象に含まれていなかった）
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は継続利用校が多く，中学校，高等学校では

選択利用校，準選択利用校が多い点ではテレ

ビの場合と同様の傾向がみられる。

（2）学校放送利用学級・利用教師の割合

本調査で，学校放送利用学級の比率が継続

して報告されるようになったのは，1969年

度からのことである。1校の全学級の何パー

セントが学校放送を利用しているかを5段階

に分けての分析が始まった。中学校と高等学

校は，教科担任制であり，利用の単位は学級

というより教師にあるため，1973年度調査

から，全教師に対する利用教師の割合が算出

されるようになった。

図６の中段にみるとおり，1974年度時点

の小学校，幼稚園，保育所では，全校（全ク

ラス）でテレビ学校放送を利用している比率

が圧倒的に高く，しかもこの項目を初めて調

べた1969年度からの増加傾向も顕著である。

小学校（69.0%→76.7%），幼稚園（83.9%→86.1%），

保育所（67.2%→79.2%）。小学校ではこの時点

で学校放送利用率が94.6%であったことか

ら，全国の小学校の73%（94.6%×76.7%），つ

まり4校に3校が，NHKテレビ学校放送を全

校で利用していたことになり，その学級数は

約25万8,000，児童数は828万人と推定でき

る。1974年5月現在の日本の小学生数1,009

万人（文部省調査）の約82%にあたる。

ラジオでは，幼稚園で全学級で利用してい

る割合が高いが，学級数が少なく，子どもの

年齢幅が狭い幼稚園では，テレビでもラジオ

でも園全体で利用する傾向があるといえよう。

小学校でも，全校でラジオを利用している

学 校 が こ の 時 期（1974年 度 調 査 ）に は ま だ

35.0%あり，学級数に換算すると7万学級以

上で児童が聴取していたことになるので，利

用率自体は減少していたとはいえ，1970年

代半ばの小学校では，ラジオはまだまだ大き

な役割を果たしていたということができる。

中学校，高等学校は，小学校に比べて学校

放送番組の教科の種類や量が少なく，教師に

よっては，ホームルーム番組を除いて学校放

送を利用できる可能性が限定的であることを

念頭に置いてデータを読まなくてはならない

が，いずれにしても，この2校種では，テレ

ビでもラジオでも，利用教師の比率が20%未

満という学校が圧倒的に多いのが特徴である。

（3）学校放送利用番組数

学校放送利用の密度を示す第3の尺度は，

1校当たりの利用番組数である（図６下段）。

小学校以上の校種については，継続利用校の

比率，利用学級・教師の比率で見てきたのと

同様の特徴がみられる。1974年度23番組の

学校放送が放送されていた小学校では，10

番組以上（約半数以上）利用している学校は，

テレビ利用校の76.9%（14.9＋25.4＋36.6）に達

しており，他の校種と比較しても利用密度の

高さが顕著である。各校種対象の番組数の差

を考慮に入れても，中学校，高等学校は少番

組利用ということができる。

以上3つの尺度で，学校放送利用の密度を

見てきたが，この3つを掛け合わせ「継続利

用をし，全学級でテレビ学校放送を利用し，

かつその年度に放送されている半分以上の番

組（25番組中13番組以上）を利用している小学

校」がどの程度あるかを1979年度の調査で算

出したところ，全国の小学校の42.4％，約1

万校が，このような密度の高いNHKテレビ

学校放送の利用校であることがわかった。
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1－5　カラーテレビの普及と番組のカラー視聴

1960年代，テレビ放送のカラー化が進め

られる中，教育番組では，幼稚園・保育所向

け番組が最優先対象となり，1965年度には，

すべての対象番組のカラー化が完了していた

が，1966年時点でカラーテレビを所有して

いたのは，幼稚園の1.2%，保育所の0.2%で，

番組をカラーで利用した園数は，両方合わせ

ても500園程度であった。

カラーテレビは，番組カラー化の順に沿っ

て，幼稚園・保育所，小学校，中学校，高等

学校の順で普及が始まり，1970年代には全

校種で急速な伸びをみせた（図８）。次節以降

で紹介するとおり，ＶＴＲ以降に登場するメ

ディアは，中等教育から順次普及が進む結果

となっているのとは対照的である。

小学校で，カラーテレビの調査が始まった

のは，『理科教室小学校1年生』のカラー化が

始まった1968年度調査からであったが，そ

の時点での普及率はわずか1.9%（500校に満

たない）で，その後の急激な普及で，1976年

度には90%を超えた。ただし，白黒テレビ

の場合と同様，普及台数の増加には時間を要

し，しばらくの間，カラーで放送されていた

学校放送番組を白黒テレビで視聴する状況が

続き，小学校の教室でカラー視聴が一般的に

なったのは，1980年代以降のことであった。

学校でカラーテレビによる番組視聴が日常

的になるまでの期間，番組制作者たちは，多

くの子どもたちが教室の白黒テレビで視聴し

ていることも配慮して，教育効果面でマイナ

スにならないよう工夫しながら，カラーの映

像表現の効果を最大限生かして，教育番組を

作っていくことになった。

図8　カラーテレビ普及率の推移
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Ⅱ−２ 学校放送利用を変化させた
VTRの普及
～タイムシフト利用の始まりから競合

するビデオ教材の登場まで～

カラーテレビの普及に続いて，1970年代

から80年代を通して学校各校種に普及した

のがVTRである。録画によってテレビ番組

を利用できるようになったことで，テレビ普

及期には学校放送利用が伸びなかった中学

校，高等学校での放送利用が本格的になった

り，小学校での利用もさらに密度が濃くなっ

たばかりでなく，授業での番組利用の方法に

も変化がみられるようになった。1980年代

に入ると，録画利用を意識した学校放送番組

の編成が始まった他，80年代半ば以降は，

学校放送番組と競合関係にもなり得る市販ビ

デオ教材も学校教育の場に普及し始めた。

それまでのメディアの変化が，ラジオから

テレビへ，白黒テレビからカラーテレビへと

いう，放送内部でのメディア交代であったの

に対して，VTRやビデオ教材の登場によっ

て，放送の世界の外側からの変化が，学校放

送に影響を与えるようになってきた。

2－1　VTRの普及による学校放送利用の拡大
2－2　校種で異なる学校放送の利用形態の

変化：ナマ利用か録画利用か
2－3　録画利用で変化する番組利用の方法

とその影響：放送教育観，番組編成へ
の影響

2－4　テレビ番組と競合する市販ビデオ教
材の登場

2－1　VTRの普及による学校放送利用の拡大

◆学校放送利用上の課題とVTR

前章で紹介したとおり，学校放送普及期に

は，その阻害要因を明らかにして対処する目

的の設問が，利用状況調査や教師対象の調査

で，積極的に繰り返されていた。

授業に自由に使えるラジオやテレビが十分

整っていないという設備面以外で，学校放送

利用の普及を妨げる要因として指摘されてい

たのは，「放送時刻と学校の日課表を合わせ

ることの困難さ」「放送カリキュラムと学校

カリキュラムの矛盾（不一致）」「放送内容を

事前に予知できない問題」の3点であった。

1960年代半ば，それぞれ別個に実施され

た，小学校教師対象面接調査（1963年12月），

中学校教師対象面接調査（1965年10月），全日

制高等学校対象の郵送法調査（1966年10月）は，

調査方法は異なるが，いずれも学校放送利用

の促進をはかるうえで，この3点が大きな障

害となった事を浮かび上がらせると同時に，

放送教材としての学校放送番組の専門性や効

果性については，いずれの校種でも教師の高

い評価を得ていることも指摘していた12）。

◆VTRの普及による，中学校・高等学校の

学校放送利用の増加　　

中学校や高等学校では，教科担任制のため，

小学校の場合に比べて，放送オンエア時の番

組利用は技術的に難しく，そのことが学校放

送利用を阻んでいたという事実も見逃せな

い。例えば，1970年代初め，中学校向けの

テレビ英語番組は，再放送，再々放送含めて

同じ週に3回放送されていたが，1学年4ク

ラスの中学校で1学年の英語教師がひとりで
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あれば，クラスごとのオンエア時視聴は実現

できない。また，担当が3クラスであった場

合でも，3回の放送時間に合わせて該当クラ

スの英語の授業を配置すること，他の教科に

ついても同様のことを行うのは，容易とはい

えない。

このように見てくると，VTRが市場に現れ

るとともに，家庭より先に，まず学校に急速

に普及していったのも不思議ではない。VTR

は，授業時間に合わせて番組を利用すること

はもちろん，学校のカリキュラムに放送のカ

リキュラムを一致させることも可能にした。

VTRに録画して，授業の前に番組内容を検討

できることで，未知の教材を授業に使う教師

の不安も解消することが可能である。

利用状況調査では，1966年度の全日制高

等学校全数調査から，VTRの所有状況を調

べ始めているが，その時点では，テレビ利用

校の約3割（学校全体でみると5.5％）が，VTR

を所有しているにとどまる。翌1967年度の

調査では，VTRを所有していないテレビ利

用高等学校でも，VTR購入予定が多いこと

が明らかになり，「高校におけるVTRへの高

い期待度と今後の急速な普及が予想される」

との分析がなされていた。その予想通り，

1970年代には高等学校，特に全日制高等学

校で，VTRの普及が急速に進み，続いて中

学校でも同様の傾向がみられるようになって

いった（図９）。その背景には，当初白黒のオー

プンリールで始まったVTRが，1970年代に

入ると，カセット式カラーVTRに形を変え

て登場したという，メディアの急速な進展が

あった。

そして，中学校と高等学校では，この時期

にようやくテレビ学校放送の利用率も上昇傾

向に転じていった（図２，図３，前出p.106）。

中学校以下の校種では，カラーテレビの普及

が，VTRの普及より先に進んでいたのに対

して，高等学校では，VTRが先行していた

ことも注目される。

◆VTR普及による小学校での番組利用の拡大

テレビ台数を増やして普通教室での視聴を

可能にする中で，テレビ学校放送の利用が先

行していた小学校でのVTR普及は1980年

代，幼稚園・保育所での普及は1980年代後

半以降に，顕著な伸びをみせており，普及台

数は1990年代に入ってからも増加傾向を示

した。

中学校と高等学校では，VTR所有校のテレ

ビ利用率が，非利用校に比べて圧倒的に高い

ことは，1967年度調査以来，一貫した傾向で

あるのに対して，小学校以下の校種ではそう

した差はみられない（表３）。ただし，VTRの

所有台数が多いことが，学校放送利用番組数

の多さに貢献していることは，図10のとおり，

図9　VTR普及率の推移
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小学校にも共通した特徴となっている。

学校放送では，学校の日課表と放送時間の

ずれという利用上の問題に対応するため，再

放送，再々放送が実施されてきたが，それで

も学校にとっては十分といえない面があるた

めであろう。小学校では，1974年度時点の

VTR 普及率はまだ25.9％で，学校放送番組

はほとんどオンエア時に利用されていた（ナ

マ利用）にもかかわらず，VTR所有台数と学

校放送利用番組数との間には明瞭な関係が認

められていたのである。　

2−2　校種で異なる学校放送の利用形態
の変化：ナマ利用か録画利用か

VTRの普及は，番組の録画利用校を増加

させ，学校放送利用の形態を様々な面で変化

させることにもつながっていくが，ここで，

録画利用の実態について，校種別に特徴を整

理しておこう。学校を単位として「ほとんど

ナマで利用（放送されている時点で利用する）」「ナ

マ利用と録画利用の併用」「ほとんど録画利

用」の3形態に区分して経年調査を始めたの

は，1968年度調査からで，図11は，4つの

校種の1968年度から1988年度までの変化を

示したものである。

長年，ナマ利用が圧倒的なウエイトを占め

てきた小学校においても，ナマ・録画併用校

の比率が増加するなど，1970年代，全般に

は録画による番組利用が進行していく傾向が

みられた。この20年間に録画利用率の顕著

な増加がみられたのは，中学校と高等学校で

ある。特に，中学校では，1968年度にはま

だナマ利用が圧倒的に多かったのが，5年後

には録画利用がナマ利用を上回り，その後は

高等学校と同じく，「ほとんど録画利用」と

いう学校が急速に増えていった。

テレビにおけるVTRに相当するものは，

ラジオについてはテープレコーダーである。

文研の調査で初めてテープレコーダーを取り

上げたのは，1955年度の第5回学校放送調

査で，ラジオを利用している高等学校の86%

がテープレコーダーを所有しているという結

果が得られていた。1950年代半ばから60年

代の中学校，高等学校におけるラジオ学校放

送利用率の伸びには，テープレコーダーや録

音テープの普及，そして1956年にNHKサー

ビスセンターが発売を始めた学校放送の録音

図10　VTR所有台数とテレビ利用番組数【1974年度】
（100％＝NHKテレビ利用校）
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表3　VTR所有の有無とNHKテレビ学校放送利用率　
【1974年度】

（％）
校 種 幼稚園 保育所 小学校 中学校 高等学校

VTR 所有校 82.4 96.2 98.7 78.9 61.8

VTR 非所有校 81.5 92.4 93.2 24.3 8.6
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教材の利用と密接な関係があったものと考え

られる。

2−3　録画利用で変化する番組利用の方
法とその影響：放送教育観，番組
編成への影響

VTRによる番組の録画利用は，教師が利

用したいタイミングで児童・生徒に番組を視

聴させるという，タイムシフト利用を可能に

しただけでなく，「番組の事前視聴による選

択・随時利用の増加」「番組の一部分だけ利

用する分断利用や，繰り返し反復視聴の出現」

「番組を長期保存したうえで利用するライブ

ラリー利用」など，放送利用形態に大きな変

化をもたらした。

録画利用進展の過程で，VTRの普及が進

み，テープも相対的に安価になってくるにつ

れ，VTRテープを大量に購入して，番組を

多数録画，ストックして，教師が利用したい

時に，随時テープを取り出して授業で使うと

いう利用形態が，中学校，高等学校を中心に

進行するようになったのである。

授業に有用であれば，数年前の番組でも保

存しておいて利用したり，ある年度の学校放

送のシリーズすべて録画し，（その年は授業

では使わず）翌年度に向けて，学校独自のカ

リキュラムに合致するよう，番組の配列を組

み替えて利用したりする例も現れた。　

例えば1974年度調査時点で，NHKテレビ

学校放送を利用している高等学校の57.3％が，

前年度以前の学校放送番組を保存していた

が，5年後の1979年度には，この値は77.4％

にまで増加している。

そして，1979年度調査の結果は，中学校

や高等学校では，その年度の学校放送番組は

全く利用せず，前年度以前の番組だけで放送

教育を行っている学校も少なくないことを明

らかにしている。

        　 　　　　（1）         （2）

小学校	 1.1％	 0

中学校　　　 39.7		  11.3

高等学校　　 53.8		  17.1

（1）は1978度以前の番組を利用した学校，
（2）は1979年度放送番組は利用せず，78年度以

前の番組のみ利用した学校の比率である。
　　　　　【100％＝NHKテレビ利用校】

図11　テレビ学校放送ナマ利用・録画利用の推移
　　  （1968 ～ 1988年度）
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学校放送の利用が，VTRによる録画利用

で発展してきた中学校や高等学校では，夜間

や休日に放送される一般視聴者向け番組

（『NHK特集』『NHKスペシャル』の番組等）の

利用も多く，この傾向は現在も同様である。

VTRの普及で，学校の授業時間に一致した

番組だけが利用されるとは限らなくなり，こ

うした一般番組の中にも，長期間活用されて

いる例が少なくないことは，その後の調査結

果にも表れている。

そして，1970年代後半の利用状況調査で

は，「テープに収録した上でいつでも何回で

も使えるような資料性に富んだ番組」を望む

学校や，「番組を収録して大量にストックし

たうえで，随時必要なテープを取り出して使

いたい」と考える中学校や高等学校が多いこ

とも明らかにされていた。

このような教師たちの放送教育観の変化に

も呼応して，1980 年度以降，中学校，高等

学校向け学校放送の編成に，3～5本の番組

で完結する小シリーズという考え方が導入さ

れるようになった。また，このタイミングで，

30分であった番組の長さが20分化された

り，1つのシリーズの番組数も，年間35～

40本から20本へと短縮の方向に向かった

（「20分・20本化」）13）。

「放送局は，年間通して（毎週）継続的に番

組を放送し」「学校では，その番組を毎回続

けて利用して教育効果を高める」という，そ

れまでの放送教育の発想とは異なる学校放送

の編成が登場したことになるが，80年代前

半，中学校，高等学校に受け入れられ，学校

放送利用率は，いずれも1984年度にピーク

を迎えた（中学校61.7％，高等学校71.3％）。

2−4　テレビ番組と競合する市販ビデオ
教材の登場

以上みてきたように，ビデオ関連機器の普

及は，学校放送の利用を後押しする一方で，

テレビ学校放送と競合するメディアの利用に

も道を開くことになった。

利用状況調査では，1986年度から市販ビデ

オ教材の利用実態を調べ始めているが，その

時点で市販ビデオ教材を利用していた学校

は，小学校34.2％，中学校47.5％，高等学校

ではすでに半数を超える57.9％，これに対し

て，VTRの普及がまだ進んでいなかった幼稚

園や保育所では10％未満であった（図12）。

市販ビデオ教材利用の増加傾向が顕著に

なったのは，1980年代後半以降，あるいは

1990年代に入ってからである。中学校，高等

学校では，1990年度調査時点で，市販ビデオ

教材利用が学校放送利用を上回り，この頃か

ら全般的な比重が，学校放送から市販ビデオ

教材に移行する傾向がみられた。この2校種

では，学校放送利用率のピークはいずれも

1984年度（中学校67.1％，高等学校71.3％），そし

て市販ビデオ教材利用率のピークは，1996年

度（中学校92.5％，高等学校85.2％）である。

テレビ学校放送利用率が高い小学校では，

市販ビデオ教材利用校の比率が学校放送利率

を超える傾向はみられないが，1990年度か

ら1992年度にかけて，市販ビデオ教材利用

率は30%も増加しており，その後さらに80%

台にまで達している。ちょうどこの時期，小

学校の個別番組利用率の低下や，利用密度の

減少傾向が表れ始めたことの背景状況として

とらえることもできよう（後述）。

小学校以上の校種と状況が異なる幼稚園，

保育所では，ビデオ関連機器と市販ビデオ教
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材の普及は1990年代に入ってからの顕著な

特徴としてとらえることができる。

1990年代前半時点で，利用の多い市販ビ

デオ教材の内容を調べた結果をみると，

◦小学校と中学校では，理科と社会科を中心

とする教科に関連した教材

◦高等学校では，面接や喫煙などを扱った進

路指導・生活指導の教材

◦幼稚園・保育所では，名作や昔話のアニメー

ション

などがあげられていた。

1992年度調査では，ビデオ教材の保有・

利用が増加に転じた背景について，新しい学

習指導要領に基づく教育課程の実施で，教材

購入費の増加が予測される状況があったこと

に注目している。多くの教科書会社が関わり

をみせる中で，教科書準拠の市販ビデオ教材

が制作され，教師用指導書とともに発売され

たこと，多くの自治体で，教材を購入して管

轄下の学校に配布するといったことも行われ

た点を指摘している14）。

図13は，学校放送利用と市販ビデオ教材利

用との関連を，「学校放送のみ利用校」「市販

ビデオ教材のみ利用校」「両方とも利用校」と

いう3タイプに分けて，その変化を示したもの

である（図に示したのは4年おきの結果である）。

中学校，高等学校では，1988年度時点で

は「市販ビデオ教材は利用せず，学校放送の

み利用している学校」が「学校放送は利用せ

ず，市販ビデオ教材のみ利用している学校」

図12　学校放送と市販ビデオ・DVD教材の利用率の推移
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を上回っていたが，1990年度には，両者の

関係は逆転している。その後もこの関係は，

とりわけ中学校を中心に進行し，2000年度

時点で「市販ビデオのみ」の中学校が全体の

65.1％にまで増えている。1992年度までは

「両方とも利用」が「市販ビデオのみ利用」を

上回っていた高等学校でも，1994年度以降

は「市販ビデオのみ利用」が主流になってき

た。学校放送番組を自ら録画・ライブラリー

化して利用するよりも，予めパッケージ化さ

れているビデオ教材を購入して利用するよう

になってきた様子がうかがえる。

これに対して，学校放送利用率が高い小学

校では，2012年度時点でも，相変わらず「両

方とも利用している学校」の比率が最も高い

状況が続いている。そして，幼稚園では，

1992年度以降「学校放送のみ利用」は減少，

「市販ビデオのみ利用」が増加という傾向が

顕著となっており，小学校よりも中学校や高

等学校に近い変化がみられる。内外の名作や

昔話といったおはなしものの利用が圧倒的に

多いことから，気に入った「市販ビデオ教材」

に出会った場合には，放送番組より利用が簡

便な教材として普及していったものと考えら

れる。

そして，この図からもう1つ注目できるの

は，1990年代半ば以降（中学校，高等学校，

幼稚園），あるいは2000年以降（小学校），テ

レビ学校放送と市販ビデオ教材を合わせた利

用（＝テレビ系メディアの利用）が，全体と

して減少傾向を示している点である。この点

については，時期的に見て，小学校以上につ

いては，次節で取り上げる，教育現場へのパ

ソコン導入とも関連があるものと考えられ

る。

図13　市販ビデオ・DVD教材利用校と学校放送利用校の関係
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Ⅱ−３ 映像利用の幅を広げたパソコ
ン・インターネットの普及

1990年代は，市販ビデオ教材利用の拡大

の他に，国によるコンピューター整備計画に

も支えられて，学校へのパソコンの普及が進

んだ。そして2000年代にはインターネット

の普及と利用が加わり，学校教育現場の多メ

ディア化がさらに進展した。そうした中，映

像教材の中で圧倒的な位置を占めていた学校

放送の占める割合が，相対的に小さくなる傾

向が，調査の結果からも明らかになり，90年

代以降，放送の側からも，新しいテクノロジー

を活用した教育サービスの可能性を探る動き

が登場した。

3－1　始まったパソコン・インターネット
の普及

3－2　児童・生徒によるパソコン・インター
ネット利用

3－3　多メディア化の中での学校放送利用
の位置づけの変化

（1）中学校・高等学校
（2）小学校
（3）幼稚園・保育所

3−1　始まったパソコン・インターネッ
トの普及

学校放送利用状況調査では，パソコンに関

する調査は1980年代（1984年）から始まって

いたが，VTRの場合と同様，高等学校，中

学校，小学校の順で機器の普及と利用が進ん

でいった。中学校と高等学校では，1994年

度段階で学校へのパソコン普及率はほぼ

100％に達しており，90年代に入ってから目

覚ましい普及を見せた小学校でも，1998年

度にはほぼすべての小学校にパソコンが普及

していた（図14）。図は省略しているが，そ

の後，各校種においてパソコン保有台数が増

加し，また，1990年代半ば頃からは，（テキ

ストだけではなく，音声，画像，文字情報を扱う段

階に入った，CD-RomやDVD対応の）マルチメ

ディアパソコンが普及し始めて，パソコンの

教育機器としての用途が広がった。

また，通信の世界でも映像表現が可能にな

り，インターネットをはじめとする通信利用

が，教育の世界でも脚光を浴びるようになっ

てきた。こうした状況は，受け手との応答を

可能にするという双方向性を持ち，それまで

のメディアにない新しい側面を持つことが注

目された。

利用状況調査では，1996年度から，イン

ターネットに接続されたパソコンの所有状況

（インターネット接続校の比率や所有台数）につい

ても調べているが，1996年時点では，最も

先行していた高等学校でも2割程度の学校し

かインターネットに接続されていない状況で

あった。図15のとおり，1990年代後半から

2000年代初頭にかけての数年間で，小・中・

高等学校におけるインターネット接続は急速

に広がった。各校種とも1998年度から2000

年度で急増し，2002年度にはほぼ100％に

達している。122ページのコラムに示したよ

うな，インターネット接続に関する国の目標

があったことが，その背景として考えられる。

しかしながら，2002年度時点では，パソ

コンの設置場所としては，まだコンピュー

ター教室や職員室が中心であった（図16）。

クラス担任制で主要な授業の場が普通教室で

ある小学校の場合には，とりわけ，普通教室

でパソコン，インターネットを使用できるこ
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とが重要な鍵となるが，「2005年度中に全国

の公立学校のすべての教室にパソコンが整備

され，ブロードバンドで結ばれる」という国

の整備目標は達成できておらず，「普通教室

にインターネット接続パソコンがある小学

校」は，2012年度で，ようやく66.4％になっ

た状況である（該当校当たりのパソコン台数は，

平均で14.7台）。

図14　パソコン保有率の推移
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【教育の情報化】
　1999年12月，文部省は，ミレニアムプロ
ジェクト「教育の情報化」を打ち出し，教育
現場のIT化に向けて始動した。このプロ
ジェクトでは，
①2001年度までにすべての公立小中高等学

校，盲，ろう，養護学校をインターネッ
トに接続し，すべての公立学校教員がコ
ンピューターの操作を身に付けられるよ
うにすること，

②2005年を目標に，すべての公立小中高等
学校のすべての学級のあらゆる授業にお
いて，教員及び生徒がコンピューターを
活用できる環境を整備すること（動画環境の

整備も含む）

　を目指していた。

2002年度以降，利用状況調査では，動画利

用に関連のあるブロードバンド回線の普及

や，校内LANの整備，普通教室へのネット

接続パソコンの普及といった面で，学校現場

の ICT（Information and Communication 

Technology）化が進展をみせていく状況をと

らえてきた。表４に示したのは，学校の主要

な回線の状況を調べた結果で，2002年度の時

点では，最も環境整備が進んでいた高等学校

でも，ブロードバンド回線保有校がようやく

50%を超えたところであったことがわかる。

その後の10年間で，高等学校はじめ，各校種

ともブロードバンド回線の利用環境が大きく

進展し，2012年段階では，光ファイバー回線

を利用している学校が，小学校，中学校では

半数以上となり，高等学校では7割を超えた。

インターネットでの動画利用環境の向上を示

しており，回線上は支障なく動画を視聴でき

る学校が増加してきているといえる。

3－2　児童・生徒によるパソコン・イン
ターネット利用

このようなハード面での変化が見られる

中，パソコン・インターネット利用内容の面

でも変化がみられるようになっていた。

学校におけるパソコンの利用は，導入当初

は，文書作成やデータ処理など，教師の事務

処理面での利用が中心だったが，マルチメ

ディアパソコンやインターネットの普及が進

む中で，教師が「教材作成準備や授業中のネッ

ト上のコンテンツ提示」に利用するようにな

り，さらに「授業の中で児童・生徒が利用する」

状況が登場してきた。1994年度には，中学

校で65.8％，高等学校では81.7％の学校が

生徒にパソコンを利用させていたことがわか

る（図17）。この年には，NHK学校放送でも，

情報教育番組として『10min.コンピューター』

（中・高校向け）と，パソコン通信を利用した

高校向け特別活動番組『ティーンズねっと

わーく』をスタートさせていた。

その後，小学校も含めてさらに児童・生徒

によるパソコン利用は拡大し，小・中・高，

いずれの校種でも，2000年度には約8割の

表4　ブロードバンド回線保有校の推移
（100％＝全校） （％）

2002 年度 2004 2006 2008 2010 2012

小学校
36.6 63.5 72.4 78.7 77.0 79.1 

（12.9） （24.6） （34.0） （38.7） （44.5） （50.2） 

中学校
36.3 69.4 79.3 79.6 79.5 84.1 

（12.8） （29.1） （38.0） （41.9） （47.3） （54.4） 

高等学校
52.3 77.8 83.4 82.9 80.6 84.4 

（26.7） （47.6） （54.6） （63.9） （62.5） （73.5） 

注１：下段（　）内は，「光ファイバー回線保有校」の比率である。
注２：2002年度段階で，インターネット接続率は，3校種ともほぼ

100％となっている。
　　　（図16インターネット接続校の比率の推移　参照）
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学校で，2002年度には9割以上の学校で，児

童・生徒にパソコン利用させているという結

果が出ている。小学校では，2002年度調査で，

学年別利用も調べているが，低学年でも8割

以上，中・高学年では9割以上の学校が児童

にパソコンを利用させていた。

校種別の児童生徒のパソコン利用内容を調

べた2006年度の結果をみると（表５），小学

校と中学校では「調べ学習などで情報検索の

ために使わせている」が最も多く，続いて「コ

ンピューターについての知識や扱い方を理解

するための授業で使わせている」，高等学校

では，この順位が逆転している。また「表現

や発表のために授業で使わせている」という

使い方もいずれの校種でも行われている。

また，2000年代半ば頃までの小学校での

インターネット利用の内容について調べた結

果をみてみると，教師が授業中にネットのコ

ンテンツを提示したり，教材作成のための準

備に使うことは増えているが，「児童自身が

授業でネット上のコンテンツを利用する」こ

とは，2000年度から2002年にかけては大き

く増えたものの，それ以降は減少しているこ

とが分かる（図18）。

「教育の情報化」の大号令下，小学校の授

業でインターネット利用に取り組み始めたも

のの，いつどのように児童に利用させるのか，

授業の流れの中にどのように組み込むのかな

ど，授業設計の難しさ，準備して使いこなす

ことの大変さを体験し，児童自身に利用させ

る機会が減少した面もあろう。ハード面の整

備が先行する中，活用に向けた教師への情報

提供や研修の準備が十分進んでいなかったこ

との影響ともいえよう。

小学校の授業でインターネット利用が多い

のは，表６にも示した通り，社会科，総合的

な学習の時間，理科等であるが，この中で，

児童によるインターネット利用の主要な時間

であり，調べ学習や交流学習が重視される「総

合学習」での利用が，2002年度から2004年

度の間で大きく減少している。教育界全体に

教科重視の傾向がみられ始めた中で「総合的

図17　パソコンを児童・生徒に利用させている学校の比率の推移
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表5　パソコン利用の内容～児童・生徒が利用する場合
【2006年度】

（100％＝全校） （％）

小学校 中学校 高等学校
1. 表現や発表のために授業で

使わせている 72.4 72.0 66.4

2. コンピューターについての
知識や扱い方を理解するた
めの授業で使わせている

79.8 85.5 89.3

3. 個々の能力に合わせて授業の
内容を理解できるようにドリ
ルソフトなどを使わせている

31.2 13.5 14.1

4. 調べ学習などで情報検索の
ために使わせている 96.2 91.0 79.5

5. メールを交換したり掲示板や
会議室に参加するなど，他校
との交流学習に使わせている

4.7 3.8 6.1

6. クラブ活動や休み時間など児
童・生徒に自由に使わせている 31.0 15.6 31.8

7. その他 2.2 1.5 5.2



124│NHK放送文化研究所年報2014

な学習の時間」の位置づけが変わり始め，そ

のことが児童のインターネット利用の機会を

減少させたことも考えられる。

3−3　多メディア化の中での学校放送利
用の位置づけの変化　　　

学校教育へのメディア導入を大きな流れで

みると，テレビ以降，ビデオ，パソコンとほ

ぼ10～15年の間隔で新しいメディアが加

わってきた。そして1990年代末には，イン

ターネット接続が，各校種で急激な増加を示

し，テレビ以来第4の重要なメディアとして

存在感を示し始めた。このように教育現場の

多メディア化が進む中，映像教材の中で学校

放送は，それまでの主幹的なメディアから，

多様な映像教材，教育メディアの中の1つの

選択肢となってきた，というのが，1990年

代以降の利用状況調査の結果から見えてくる

全体概況である。

この傾向はとくに中等教育から顕著になり

始めたが，以下，若干時代をさかのぼって，

変化の特徴に注目しつつ，「中学校・高等学校」

「小学校」「幼稚園・保育所」の順で，学校放送

利用の変化の状況を分析する。

（1）中学校・高等学校

テレビ番組の録画利用に始まり，市販ビデ

オ教材，パソコン・インターネット利用が他

の校種に先行してきた中学校と高等学校で

は，すでに80年代末，90年代に入る頃から，

学校放送利用率の漸減傾向が現れていた（前

出図2，図3，p.106）。

この2校種向けの学校放送番組では，1980

年度以降，何度も大がかりな番組改編が行

われてきた。1980年代には，番組を3～5回

集中的に放送して完結する「特別シリーズ」

として編成する動き（中学校向けについては

1980年度から，高等学校向けについては1981年度

から）や，番組時間の短縮化（30分→20分化），

年間放送回数の減少（35～40本→20本化）

表6　インターネット利用の多い教科・内容【2006年度】
～上位5項目～

（100％＝全校） （％）

小学校 中 学 校 高等学校

1 社会
78.4（76.8）

技術
56.8（43.9）

情報
68.2（35.0）

2 総合的な学習の時間
71.2 ※（81.5）

社会
52.1（49.8）

進路指導
51.4（37.2）

3 理科
60.5（47.1）

理科
41.5（30.2）

地理・歴史
40.2（32.0）

4 国語
21.0 （12.8）

情報
38.5（31.3）

理科
36.8（31.8）

5 算数
16.9（5.2）

進路指導
36.8（18.8）

公民
24.3（20.8）

※「総合的な学習の時間」における利用（69.3%）あるいは「英語学習・
英語活動」における利用（7.4%）のいずれかの利用を行っている学校
の割合

注1：小学校は12項目，中学校は24項目，高等学校は23項目をあげ
て調べた結果である。

注2：（　）内は2002年度の数値である。

図18　インターネット利用内容の推移〈小学校〉
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が進んだ。

そして，1990年度には，中学校向けと高

等学校向けの番組が一体化され，『ステップ

＆ジャンプ』というシリーズとして放送され

るようになった。理科や社会科といった教科

番組を，基礎的な前半（ステップ）と，発展

的な後半（ジャンプ）の2部に分けて使いやす

さをねらったものであった。そして，1997

年度には，この『ステップ＆ジャンプ』から，

総合学習的な内容5本の番組から成る『ス

クール五輪の書』への改編が行われている。

前述のとおり，VTRの普及に後押しされ

て，1980年代半ばまでは，テレビ学校放送

の利用が増加した中学校，高等学校であった

が，その後，学校の意識が，放送以外のメディ

アの利用に向かったことに加えて，学校放送

番組が短期間に大きく編成を変える中で，中

学校・高等学校向けの番組数，放送時間量の

減少が学校の選択の余地を減らすことになっ

たり，総合学習型の番組を授業での利用に結

びつけるのが難しかったこと，番組の変更に

関する学校への十分な周知が難しかったこと

などの複合的な要因が，結果的に学校放送番

組利用の減少に結びついたものと考えられ

る。

総合学習型の番組は，それまでの知識流入

的な教育に対する反省を強く打ち出していた

教育界の動きを先取りして開発されたもので

あったが，教科の番組と違い，利用する授業

時間の設定がないことなどもあって，番組利

用が伸びなかったといえる。

（2）小学校

中学校，高等学校に比べると，小学校では，

1990年代以降も，テレビ学校放送の占める

位置は大きかったといえるが，その小学校で

も，少しずつ変化が生じていた。表７は，

1980年以降の小学校をめぐる教育界，NHK

の動向，学校放送番組の編成に関する主な

データをとりまとめたものである。1992年

度の学習指導要領改訂実施では，1年生と2

年生の理科と社会科がなくなり，該当する学

校放送番組も姿を消している。また，小学校

向け番組の放送は，9：00～12：15の時間

帯となり，午後の放送はなくなった。学校週

5日制の導入に伴い，土曜日の放送時間の減

少も進んだ。日中の時間帯に定時放送される

小学校向け学校放送番組の合計時間は2000

年代以降も減少，2011年度には，小学校向

【生涯学習の時代へ】

　1980年代は，社会的にも「生涯学習」

への関心が高まりを見せ始めた時期で，

NHK教育テレビについても，1982年度

には，番組編集基本計画の中に「生涯教

育に資する教育・教養番組，学校放送

番組を大幅に刷新する」といった記述が

みられ，1990年度には「教育テレビは生

涯学習チャンネル」との明快な性格付け

が示されている。

　こうした状況下で，教育テレビでの放

送が期待される教育番組の種類も拡大

し，1960年代，70年代のように，学校

放送番組が日中の幅広い時間帯の中で

放送され続けるのは難しい状況となっ

てきた。学校放送番組を効果的に提供

していくためには，学校の利用実態や

放送教育観・メディア観等に応じた校

種別のきめ細かい対応が重要になって

いた。
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表7　小学校にみる教育界，NHKの学校放送をめぐる動き・番組編成と学校放送利用率
教育界（小学校関連）・メディア全般 NHK（小学校向け番組） 放送時間数 / 週（注 1） 学校放送利用率（注 2）

昭
　
和

55

〜

57

1980
〜 82

・小学校，学習指導要領改訂実施
　（ゆとりある充実した学校生活の実現）

80 ・小学校向け番組 15 分化
・学校放送番組の 20 本化対象番組拡大へ

80 19 時間 15 分 93.9%

82 18 時間 96.3%
59 1984 ・BS-1 放送開始 84 17 時間 20 分 89.5%

85 ・総合学習番組 ｢にんげん家族｣ 開始
86 17 時間 97.9%

62 1987 ・BS-2 試験放送開始 87 ・BS-2 学校放送開始
・臨教審最終答申：生涯学習体系への移行など 88 17 時間 97.0%

平
　
　
成

1 1989 ・BS-2 本放送開始（6 月から） 89 ・BS-2 で学校放送早朝放送開始
90 ・新教育課程対応で番組大幅改定

・NHK 初のデジタル教材 ｢人と森林｣
90 18 時間 95.1%

4

〜

6

1992
〜 94

・小学校 ･ 学習指導要領改訂実施
新学力観，教科学習内容の減少
小 1･2 年の理科と社会が生活科に

92 ・小 1･2 年理科・社会の番組姿を消す 92 16 時間 45 分 95.2%

1992 ・学校週 5 日制開始（第 2 土曜休み）
6 1994 ・コンピュータ教育開発センターによる 100 校プロジェクト開

始
94 ・NHK 学習動画データベース開発の開始

・｢キッズ TV ユメディア号｣ 開始
94 16 時間 45 分 94.2%

7 1995 ・学校週 5 日制､ 月 2 回に拡大 95 14 時間 45 分
8 1996 ・NTT「こねっとプラン」開始

・中教審答申（「生きる力」「ゆとり」）
・CS デジタル放送開始

96 ・｢学校放送オンライン｣ 開設
・学校放送番組初のウェブサイト開設 ｢た

ったひとつの地球｣

96 14 時間 45 分 94.9%

9 1997 ・新 100 校プロジェクト開始 97 13 時間 30 分
10 1998 ・学習指導要領告示 98 ・｢インターネットスクールたったひとつの

地球｣
98 13 時間 30 分 91.8%

12 2000 ・BS デジタル放送開始 00 ・NHK デジタル教材の開発スタート
・｢NHK 放送体験クラブ｣ 開始
・｢学校放送ライブラリー」（深夜放送）

00 13 時間 30 分 91.7%

13 2001 ・e-Japan 戦略
　⇒学校教育の情報化始まる（IT 基盤整備）

01 ・ネット上で NHK デジタル教材の公開ス
タート : ｢おこめ｣ ｢にんげん日本史｣

14 2002 ・小学校・学習指導要領全面実施
　完全学校週 5 日制→授業時間数減少
　学習内容の大幅削減
　総合的な学習の時間の導入

02 13 時間 84.8%［8.4］

15 2003 ・e-Japan 戦略Ⅱ（IT 利用 ･ 活用重視）
・地上デジタル放送開始

16 2004 04 ・｢学校デジタルライブラリー｣（動画クリ
ップ を番組として放送）

・デジタル教育テレビでマルチ編成

04 10 時間 30 分 79.5%［14.3］

18 2006 ・「17 年度中に全公立小学校各教室でネット接続 PC 利用可能
に」の目標未達成

・IT 新改革戦略
　2010 年度までに教員 1 人に 1 台の PC，児童生徒 3.6 人に 1 台

の PC 整備を目指す

06 ・教育用映像配信実験プロジェクト ｢オア
シス｣ 開始

　（学校放送番組とビデオクリップ）

06 10 時間 30 分 73.4%［14.9］

07 　「学校放送番組セレクション」（夜間放送）
20 2008 ・小学校 ･ 学習指導要領告示

　→全面実施は 23 年度から
　   「ゆとり」教育から学習内容増加へ
　   小学校英語 5･6 年生で必修化

08 8 時間 10 分 73.7%［27.4］

21 2009 ・「スクール・ニューディール」構想提唱
　学校の ICT 化・耐震化・エコ化推進
・i-Japan 戦略 2015
　2015 年までに子どもの情報活用能力向上へ
・ICT 維新ビジョン
　ICT 活用による持続的な社会の実現

09 　NHK アーカイブスの映像を活用した
NHK ティーチャーズ ･ ライブラリー，
NHK クリエィティブ ･ ライブラリー開始

22 2010 ・新成長戦略
　科学技術立国，情報通信立国戦略として，ICT 活用によって，

子ども同士が教え合い学び合う「協働教育」の実現
・総務省「フューチャースクール推進事業」開始

10 7 時間 45 分 73.2%［38.6］

23 2011 ・小学校・学習指導要領全面実施
・東日本大震災被災地の岩手・宮城・福島の 3 県を除き地上放

送がデジタル化
・文科省「学びのイノベーション事業」

総務省の「フューチャースクール推進事業」と連携
ハード，ソフトの両面から実証研究

・文科省「教育の情報化ビジョン」
　情報教育・教科指導における ICT 活用
　校務の情報化
　2020 年度までに，児童・生徒ひとりに 1 台のタブレット

PC と学習者用電子教科書の配布を目指す

11 ・NHK の学校教育サービス全体を「NHK 
for School」のブランドに統一，ポータル
サイト名も「NHK for School」に

・午前中の学校向け放送時間帯の小学校  
向け全番組週 1 回放送に

・小学校向け番組の新番組から 10 分化が始
まる

11 6 時間 55 分

24 2012 ・全国の地上放送完全デジタル化 12 7 時間 5 分 72.0%［40.4］

注１：ここでの放送時間数は，NHK教育テレビの日中の時間帯に定時放送されている番組の放送時間の合計に限定している。（これまでの調査結果
から，深夜やBSでの学校放送番組のみを利用していた小学校はほとんどなかったため）

注２：「利用率」欄の［　］内は，「NHKデジタル教材」利用率の値である。

午後の放送がなくなり
放送が 12 時 15 分までに

完全週 5 日制実施により
土曜日の放送がなくなる

放送が 11 時までに

放送が 10 時 15 分までに

週 5 日制導入により
土曜日の放送 1 時間に

放送が 12 時までに
土曜日の放送 30 分に

放送が 11 時 30 分までに

［NHK デジタル
教材利用率］

　　 ↓
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け番組はすべて週1回の放送となり（再放送な

し），新規に制作される番組については，番

組時間の10分化も始まっている。

小学校のテレビ学校放送利用率は，1972

年度調査で初めて90％を超えて以来，ほぼ

30年間90％台で推移してきたが，1990年代

入る頃から漸減傾向が表れ，2000年代前半

になると，学校放送利用率の低下という形で

顕著になったといえる（2000年度91.7%，2002

年度84.8%，2004年度79.5%）。

この状況を，様々な観点から分析してみる

と，1990年代に入った頃から，個々の番組

利用率や「番組を毎回利用している学校の比

率（継続利用率）」等，利用の密度を表す各種

データが，それぞれ減少傾向を示すという形

で現れていたことがわかる。

例えば，小学校のテレビ学校放送利用率が

最も高い97.9% であった1986年度の，番組

別利用率の第1位は，『理科教室1年生』の

81.3%で，10位の番組でも60%台であったが，

利用率全体が95.1%の1990年度には，番組利

用率トップの『のびのびノンちゃん』（小１，道

徳）の利用率は71.0%，1998年度になると，学

校放送利用率は91.8%，利用率トップの『ざわ

ざわ森のがんこちゃん』（小１，道徳）の利用率

が63.0%。そして，2004年度以降は，最も利

用が多い番組でも，50%を超える番組は登場

していない（表８）。また，番組を「ほとんど

毎回利用している」比率についても，1980年

代には，番組利用校の半数以上が「ほとんど

毎回利用」という継続的な密度の濃い利用を

している番組が存在していた（理科，社会科，道

徳等）が，1990年代以降は，そうした番組が

姿を消していることがわかる。

ただし，すべての番組の利用が一律，減少

しているわけではない。表には現れていない

が，1990年代末から2000年代前半にかけて，

「総合的な学習の時間」向けの番組が利用を

伸ばすなど，教育ニーズを先取りして開発さ

れていた番組が学校に受け入れられている状

況は健在である（Ⅱ章4節へ続く）15）。　

図19は，テレビ学校放送番組を利用して

いるクラスの比率の推移を示したものであ

る。1998年度には，全国の小学校の91.8%

が学校放送を利用していたが，「半数以上の

クラスで利用」していた学校は77.8%，「全ク

ラスで利用」していた学校が45.1%あったこ

とがわかる。2年後の2000年度調査では，全

体としての利用率は91.7%で2年前と変わら

ないが，「半数以上のクラスで利用」してい

た学校の比率は10%近く減って68.6%とな

り，以降も，密度の濃い利用の減少傾向がみ

られる。なお，全クラスで（学校全体で）学

図19　テレビ学校放送番組の利用クラスの比率の推移〈小学校〉
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校放送を利用する学校の比率が高かったの

は，1980年代前半で，80％台を記録するこ

ともあった。

また，図は省略するが，109ページで紹介

した「番組利用程度（継続利用校の比率）」の観

点からその変化を調べてみた結果からも，密

度の濃い利用をしている小学校が減少してい

ることが明らかになった。

表8　小学校テレビ学校放送番組利用率および「毎回利用率」の推移（上位10番組）
（100％＝全校） （％）

1980 年度 <93.9%> 1986 年度 <97.9%> 1992 年度 <95.2%>

1 理科教室
　　小学校 1 年生 80.1 （52.9） 理科教室

　　小学校 1 年生 81.3 （48.2） のびのびノンちゃん　
　　（1 年道徳） 67.2 （30.0）

2 理科教室
　　小学校 2 年生 76.3 （49.7） 理科教室

　　小学校 2 年生 80.3 （45.7） さわやか 3 組
　　（3,4 年道徳） 66.3 （26.8）

3 大きくなる子
　　（低学年道徳） 74.7 （55.5） 理科教室

　　小学校 3 年生 79.5 （39.9） あつまれじゃんけんぽん
　　（2 年道徳） 63.4 （25.5）

4 理科教室
　　小学校 3 年生 72.7 （41.2） 理科教室

　　小学校 4 年生 77.8 （37.7） 歴史みつけた
　　（６年社会科） 60.1 （21.8）

5 みんななかよし
　　（中学年道徳） 72.0 （48.2） 大きくなる子

　　（低学年道徳） 77.7 （49.6） はてなでスタート★
　　（3 年理科） 58.8 （18.4）

6 理科教室
　　小学校 4 年生 69.8 （39.2） みんななかよし

　　（中学年道徳） 75.7 （43.3） はてなをさがそう
　　（4 年理科） 55.2 （15.3）

7 明るいなかま
　　（高学年道徳） 69.5 （44.3） 理科教室

　　小学校 5 年生 74.0 （32.0） はてなにタックル
　　（5 年理科） 55.1 （15.7）

8 理科教室
　　小学校 5 年生 68.8 （37.8） 理科教室

　　小学校 6 年生 70.9 （29.5） とびだせたんけんたい★
　　（2 年生活科） 51.7 （15.4）

9 はたらくおじさん
　　（2 年社会科） 66.9 （44.9） くらしの歴史

　　（6 年社会科） 68.7 （35.0） リポートにっぽん
　　（5 年社会科） 51.4 （16.1）

10 理科教室
　　小学校 6 年生 65.0 （34.3） あしたへジャンプ★

　　（高学年道徳） 60.2 （30.5） はてな・サイエンス
　　（6 年理科） 50.9 （15.0）

1998 年度 <91.8%> 2004 年度 <79.5%>

注1：（　）内は各番組を「ほぼ毎回利用
した（大体全番組利用した）」学
校の比率である。

注2：★印はその年度の新番組である。

1 ざわざわ森のがんこちゃん
　　（1 年道徳） 63.0 （27.5） ざわざわ森のがんこちゃん

　　（1 年道徳） 49.1 （13.6）

2 さわやか 3 組
　　（3,4 年道徳） 61.0 （28.6） さわやか 3 組

　　（3,4 年道徳） 36.9 （8.9）

3 あつまれじゃんけんぽん
　　（2 年道徳） 58.2 （20.6） バケルノ小学校ヒュードロ組★

　　（2 年道徳） 35.4 （9.4）

4 歴史たんけん
　　（6 年社会科） 48.2 （10.3） にんげん日本史

　　（6 年社会科） 29.0 （6.5）

5 わくわくサイエンス
　　（5 年理科） 48.0 （9.2） サイエンス・ゴーゴー

　　（5 年理科） 28.4 （5.7）

6 ふしぎコロンブス
　　（4 年理科） 46.8 （9.4） びっくりか

　　（4 年理科） 28.3 （4.8）

7 虹色定期便★
　　（5,6 年道徳） 46.6 （16.5） ふしぎいっぱい

　　（3 年理科） 27.0 （5.1）

8 しらべてサイエンス
　　（6 年理科） 43.5 （8.3） 虹色定期便

　　（5,6 年道徳） 25.1 （5.0）

9 くらし発見
　　（4 年社会科） 40.4 （9.0） ３つのとびら★

　　（6 年理科） 24.4 （5.3）

10 なぜなぜ日本
　　（5 年社会科） 39.7 （9.0） こどもにんぎょう劇場

　　（1 年国語） 22.4 （3.4）
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◆学校放送利用減少の理由

学校放送利用の減少傾向について，2000年

代前半時点で，学校自身があげていた理由を

みてみると，①学校週5日制で授業内容が過

密になったことや，公務の負担が増えたこと

などによる「繁忙感」と，②市販ビデオやパソ

コン・インターネット利用が始まり，放送に

頼る割合が減少するという「放送以外の映像

教材利用の影響」があげられている（図20）。

小学校でも，2000年代に入ると，学校放送と

パソコンの教育利用が競合関係として意識さ

れている傾向が表れている。ここには，小学

校の例を示したが，中学校，高等学校につい

ても同様の傾向がみられる。

（3）幼稚園・保育所

幼稚園・保育所では，若干状況が異なる。

小学校以上の校種に後れを取りながらも，

1990年代にはビデオ機器の普及にともない，

市販ビデオ教材の保有や利用も伸びをみせ

た。2000年代に入る頃には，VTR普及率は

90％を超え，ビデオ教材保有率も80％台と

なり，以降，幼稚園でのビデオ教材利用は

60％台で推移してきた。

2000年代に入ると，パソコンの保有やイン

ターネット接続，保育者による利用も進んだ

が，保育の中で幼児に直接パソコンを触れさ

せることについては，消極的な状況が続いて

きた（前出p.123，図17）。一部には，1980年代

から幼児自身にパソコンに触れさせる保育を

行い，効果をあげている幼稚園や保育所もあ

るものの，全体としては，「幼児期には他に

重要な教育があり，幼稚園や保育所で，パソ

コンを用いた活動まで行う必要はない」とい

う考え方が圧倒的に強いことが，利用状況調

査の結果から明らかになっている（図21）。小

学校以上のように，国の「教育の情報化」計画

等に含まれていないことの影響もあるものと

思われる。家庭にパソコンやタブレット端末

等が普及し，幼児期からアクセスできる子ど

もが増えているのとは対照的な状況である。

幼稚園・保育所でのテレビ教育番組利用に

ついても，1990年代に入る頃から，幼児教

育界にみられるメディア観や教育・保育観が，

利用の減少の背景として強く影響を及ぼすよ

うになってきたとみることができる（図22）。

1つには，1990年施行の「幼稚園教育要領」

「保育所保育指針」で幼児の直接体験の重要

性が強調されたことにより，“テレビ視聴は

間接体験で好ましくない”という印象が，保

育者たちの間に広まった可能性があげられ

る。

1990年代後半以降，テレビやビデオソフ

ト，テレビゲーム等各種メディアの影響につ

いて，社会一般に，子どもの成長に及ぼす情

図20　「学校放送利用減少の原因についての考え」の推移〈小学校〉
～ 上位５項目 ～
（100％＝減ってきていると答えた学校） （％）

64.1
53.3

65.5
67.5

62.9
42.9

19.4
13.1

34.7
41.8

24.5
18.8

31.7
38.6
38.8
41.3

29.9
25.5
28.1
27.5

2006年度

2004

2002

2000

学校週5日制などで授業
内容が過密になり，放送
が利用できなくなった

パソコンソフトやインター
ネットなどが利用できるよ
うになったので，放送に頼
る度合いが少なくなった

ビデオ教材が市販されて
いるので放送を利用する
必要がなくなった

授業で児童の直接体験
が重視されるようになり，
放送が利用しにくくなった

校務の負担が増え，教師
が放送を利用しにくく
なった
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図22　幼稚園・保育所でのテレビ利用に対する考え方の変化
（100％＝全園・所）
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積極的評価＝テレビは直接体験に働きかける力があり，幼稚
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消極的評価＝幼児は家庭で十分テレビを見ているので，番組
の内容にかかわらず幼稚園・保育所ではテレ
ビを見せたくない。
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園・保育所でのテレビの視聴には重要な意味
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図21　幼児のパソコン利用についての意見の推移
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幼児期から，パソコンとの正しいか
かわり方，効果的な活用を学ぶこと
は重要であり，保育者自身も幼児と
一緒に学習しながら，保育におけ
るパソコン利用に，積極的に取り
組みたい
パソコン関連機器，保育者自身の
パソコン学習などの条件が整った
段階で幼児のパソコン利用を検討
したい
幼児期には，ほかに重要な教育が
あり，パソコンを用いた活動まで行
う必要はない
幼児期にパソコンにかかわること
は好ましくない



131

調査60年にみるNHK学校教育向けサービス利用の変容と今後の展望

報メディアのマイナス面が取り上げられる局

面が多くなっていたことにも保育者たちが敏

感に反応したと考えられる。

また，小学校以上とは異なる「学校放送番

組を利用しない理由」として特徴的なのは，

「家庭でも十分テレビを見ているので，幼稚

園・保育所でまでテレビを見せたくない」と

いう点である。幼児が自分で選んで家庭で視

聴している番組と，幼稚園や保育所で保育者

が目的をもって見せる番組は同一でなく，同

年齢集団の子どもたちと一緒に番組を視聴す

ることの教育的な意味も存在するが，そうし

た放送教育観，メディア利用観が受け入れら

れにくい状況になってきている。

1990年代に入る頃には，放送教育普及の

ための教師たちによる研究・教育活動が最盛

期を過ぎており，それまでの実践研究成果の

継承が容易でなくなったことで，テレビの教

育的利用の意義や効果を，幼児教育・保育関

係者の間に十分伝えきれない問題も存在して

いた。これは他校種にも共通する課題だが，

幼稚園・保育所では，保育者の年齢層の格差

（若年層と高年層の差）がとくに大きいため，よ

り顕著な形で表れたものと考えられる。

ただし，幼児向け番組全般に対する期待は

常に大きく，この種の設問に対しては，「子

どもの心情を豊かにし，想像力を育てる」「音

楽・リズムの楽しさ，音楽に対する親しみを

育てる」「言葉に対する興味・関心を育てる」

「生き物に対するやさしさと，自然とのふれ

あい，身近な環境とのかかわりを強める」な

ど，多岐にわたる内容への期待が回答されて

いる。家庭で幼児が触れるテレビ番組がこう

いうものであって欲しいという期待なのであ

ろう。

なお，幼稚園・保育所では，NHKのテレ

ビ番組だけでなく，NHK番組を素材とする

市販ビデオ・DVD教材のほか，同じくCD

教材を利用している幼稚園・保育所も一定数

存在しており，その関係は図23のとおりで

ある。これらのいずれかを利用している幼稚

園というとらえ方をすると，全国の幼稚園の

45.7％が，NHKオーディオビジュアル利用

園ということになる（2010年度調査）。さらに，

番組関連の絵本やテキスト，楽譜等出版物や

教育イベントまで含めてNHKとのかかわり

がある幼稚園は59.6％となる。

図23　NHK番組関連メディア利用の全体概況〈幼稚園〉
　　　 【2010年度】 （100％＝全園）
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Ⅱ−４ デジタル時代の学校向け教育
サービスの展開と利用の特徴
～「見るテレビ」から「かかわるメディア」へ～

ラジオ，テレビの時代を通して様々な教育

番組を提供してきた各国の公共放送では，

1990年代以降，インターネットの登場をは

じめとするメディア環境の変化や，教育改革

を契機に，教育サービスの内容や方法に様々

な変化をみせている。NHKでは，1990年

代に入る頃から，放送と新たなテクノロジー

の効果的な組み合わせによる教育サービスの

可能性を探る試みが始まっていた。学校放送

の番組内容に関連した映像クリップ，ゲーム

やクイズ等の双方向教材，教師向けの利用案，

番組視聴を介した学校間交流の場となる「掲

示板」の開発が進められ，2001年には，こ

れらのコンテンツで構成される「NHKデジタ

ル教材」がインターネット上に登場した。開

始から10年が経ち，「NHKデジタル教材」

は，教室のデジタル化の進展にも後押しされ

て，小学校を中心に普及が進んできた。

4－1　新しい授業像を想定した放送と新テ
クノロジー連動の試み

4－2　NHKデジタル教材の登場：ブロー
ドバンド時代に向けた新たな展開

4－3　放送とインターネットによる学校放
送の利用：利用形態の変化・多様化

4－4　メディア変革期にみる多様な教師
4－5　メディア・リテラシー育成への意識

と対応
4－6　多様なNHKの学校教育向けサービ

スと利用の特徴
4－7　始まった「デジタル教科書」の利用
4－8　NHK教育サービスへの期待の内容

4−1　新しい授業像を想定した放送と
新テクノロジー連動の試み

1990年代の学習指導要領の改訂では，思

考力や問題解決力を重視して個性を生かす教

育を目指すとする「新学力観」が示され，教

科の学習内容の減少等が特徴となっていた

（小学校低学年で，理科と社会科がなくなり，生活

科が登場）。その他，学校週5日制の導入とい

う（1992年から段階的に始まり，2002年度完全実施）

制度面でも大きな変化が登場していた。また，

文部省では，1990年に『情報化の進展と教育：

実践と新たな展開』『情報教育に関する手引

き』を刊行し，教育現場へのコンピューター

整備の実行へ向けた始動のタイミングも迎え

ていた。

こうした教育界の動向と，前節でみてきた

ような学校現場におけるメディア利用の変化

の方向性を見据えて，NHKでは，1990年代

に入る頃から放送と新しいテクノロジーの効

果的な組み合わせで，これまでとは異なる形

で学校教育への貢献を目指す動きを見せ始め

ていた（1990年時点の小学校のパソコン普及率は

42.1％，所有校の平均所有台数は5.1台，授業で児

童がパソコンを利用している学校はまだ5.5%で

あった）。

1990年11月，全国の放送教育関係者が一

堂に会して研究成果を発表する場（第41回放

送教育研究会全国大会）で，小学校高学年向

けの環境教育番組『人と森林』（ハイビジョン制

作）と，レーザーディスクの映像データベー

スとパソコンを利用した授業が披露され，全

国から集まった参加者に大きなインパクトを

与えた16）。この授業は，放送番組を視聴し

た後に，番組の各場面に関連する動画クリッ

プや双方向教材（ゲーム）を使って，子どもた
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ちが学習することが可能な仕掛けが準備され

ていた。当時まだインターネットはもちろん，

CD-Romも存在していなかったため，レー

ザーディスクが用いられた。

それまでラジオやテレビで行われてきた

「1対マス」の教育に加えて，新しい形の教材

による「1対１」の学習で，子どもの興味関心

に対応した授業を創るという試みで，1990

年代以降の学校教育で重要になることが予測

された「子どもの主体的な学習」や，「個別学

習やグループ活動」を意識したものであった。

学校にコンピューターが普及するとテレビ

はオールドメディアとして消えてしまうので

はないかとの危惧もあった中，1990年代の

学校放送では，両者を組み合わせた新しい授

業の可能性を探る試みが続けられた。

『人と森林』での新しいタイプの教材開発

は，一方ではCD-Romを使ったデジタル教

材の開発へ展開し，他方では，ストーリーと

してまとまりをもつ教育番組とは別に，様々

な観点から，理科や歴史など番組に関連した

短い映像クリップを制作するという経験と蓄

積が積み重ねられていった。

NHKがホームページを開設したのは1995

年10月のことであったが，すでに様々な準

備を進めていた学校放送では，早速1996年

度『たったひとつの地球』（小学校高学年向け環

境番組）に，学校放送番組初のウェブサイト

を開設し，以降順次各番組への対応を進めた。

当初は番組情報の提供が中心だったが，番組

と連動して授業・学習に利用されることを意

識したウェブ教材としての拡充が進展した。

またポータルサイト「学校放送オンライン」

も1996年に公開された（現在は，NHKが提供す

る学校向け教育サービスのすべてを1つにまとめた

ポータルサイト「NHK for School」となっている）。

さらに，インターネットは，放送局と学校，

あるいは学校同士を双方向につなぐ役割を担

い始めた。『インターネットスクール  たっ

たひとつの地球』の番組では，1998年度から，

インターネット上に掲示板を開設して，番組

と教室，あるいは各地の学校同士が掲示板で

交流する「双方向学習」の取り組みが本格的

に始まった。さらに，月1回，生放送の番組

では，番組を視聴した学校の調べ学習の様子

をテレビ電話で紹介するなどの試みも行われ

ていた。番組が広場となり，子どもたち自身

が情報を発信し合い，学習を深め合う様子に

ついては，大学の研究者による研究も蓄積さ

れていった。

このようにして，学校放送の番組には，映

像クリップ，教材（ゲームやクイズ等の双方向教

材や，調べ学習に役立つ用語解説やリンク集，教師

向け指導案など），掲示板等の多様なデジタル

コンテンツが開発されてきた。インターネッ

ト回線のブロードバンド化に伴い，2000年

の段階で，これらの教育コンテンツをイン

ターネット上で自由に行き来できるよう統合

して，学習者に送り届けることが可能になっ

ていた。

4－2　NHKデジタル教材の登場：ブロー
ドバンド時代に向けた新たな展開

2000年，小学校では「授業時間の削減」「教

育内容の厳選」「問題解決的・探究的な学習

を推進する『総合的な学習の時間』の創設」な

どを主な改訂内容とする新学習指導要領への

移行期間が始まった（1998年告示，2002年施行）。

また，1999年12月に発表された国の「ミ

レニアム・プロジェクト」による「学校教育
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の情報化」推進プロジェクトでは，「2001年

度までにすべての公立小中高等学校をイン

ターネットに接続すること」や「2005年度ま

でにはすべての教室にパソコンが整備され，

ブロードバンドで結ばれる（高速インターネッ

トの接続を可能にする）」という整備目標が掲げ

られていた。NHKでは，こうした学校教育

内容の変化の方向や，メディア環境整備計画

のスケジュールも視野に入れつつ，デジタル

時代に向けた教育サービスの展開を進めてき

た。

そして，2001年4月には，デジタル放送

とブロードバンドインターネットの普及を見

据えた新たな放送教育の形態として，『おこ

め』（小学校高学年，総合的な学習の時間）と『にん

げん日本史』（小学校6年，社会科）の2番組につ

いて，インターネット上で「NHKデジタル教

材」を公開するに至った。放送が終了した時

点で，番組をインターネット上で視聴できる

仕掛けも整っていた。2002年度には，さら

に3番組が加わり，すべての教室にブロード

バンドがつながると計画されていた2005年

度には，小学校向けのすべての学校放送番組

について「NHKデジタル教材」を提供できる

スケジュールで開発が進められた。その間，

研究校の協力を得て実施された研究成果の発

表も始まっていた17）。

◆NHKデジタル教材の特徴

「NHKデジタル教材」の特徴は，4つの異

なるタイプのコンテンツを，画面上のタブの

切り替えだけで簡単に利用できる点にある。

すべての番組の教材に共通なデザインで，教

科や学年が変わっても，教師や児童・生徒が

使い易いようになっている。

2013年度現在の４つのコンテンツは，次

のとおりである。

「ばんぐみ」：動画で，放送後の学校放送番組を丸ご
と視聴でき，番組内容が掲載された「あらすじ」も
ある。録画機器が果たしてきた機能を持ち合わせ
ているだけでなく，子どもの興味関心に応じて，
先に進んで学習したり，理解が十分でない内容を
復習として視聴し直すにも便利である。

「クリップ」：番組に関連した短い動画（1～3分）の
視聴が可能。個々のクリップは他の番組や学習か
らも参照できるよう汎用性を持たせて制作されて
おり，全体としてみると，映像の百科事典ともい
える。クリップ映像にはメタデータがつけられ，
検索に便利なほか，学習指導要領や各社教科書と
の対応もできる仕掛けが準備されている。

「きょうざい」：番組に関連する資料やリンク集，子
ども向けの学習ゲームやクイズなどが提供されて
いる。

「先生」※：番組利用案やワークシートの掲載。年間
放送予定や各回の番組概要と関連コンテンツを一
覧表でさがすことができる。

※2001年から5年間は，学校同士の交流や子どもの
学習成果発表の場として「掲示板」というコンテン
ツが存在して，学校教育の場に新たな学習空間を
形成するという重要な役割を果 たしてきたが，一
般のインターネット機能を通じた学校間交流も可
能な時代になってきたこと，教師向けと児童・生
徒向けそれぞれに多様なコンテンツがそろってき
たことから対象者を分けて提供するのが好ましい
との判断から，現在の形に変化した。

「ばんぐみ」や「クリップ」などの動画コン

テンツは，利用状況調査の結果にも表れてい

るように，学校での利用が盛んなコンテンツ

であるが，2011年度からは，電子黒板のよ

うな大型画面に拡大しても視聴できるよう，

画質の向上も進められた。その他にも，字幕

放送に対応した番組では，ボタンの切り替え

で字幕表示のON／OFFの選択ができたり，

再生の開始時間と終了時間を指定できる機能
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が付加されてきた。さらには，電子黒板を使っ

た授業や自習に役立つコンテンツを一覧表か

ら選んで使うことができるコンテンツの充実

も進行中である。

海外でも学校向けの教育番組を放送してき

た放送機関では，インターネットを活用した

教育サービスを積極的に展開しているが，

NHKデジタル教材は，「学校放送番組」を中

核に据えて，そこを起点に多様なコンテンツ

を展開している点に重要な特徴がある。「デ

ジタル教材」というと，短い映像クリップや，

ゲーム教材が強くイメージされる傾向もある

が，NHKデジタル教材の場合には，4タイプ

のコンテンツの一番目に「テレビ番組」を置

くという発想で成り立ち，「放送番組あって

のデジタル教材」という位置づけになってい

る点が特徴といえよう。

4－3　放送とインターネットによる学校放
送の利用：利用形態の変化・多様化

「NHKデジタル教材」の登場以降，学校放

送の利用はどのように変化してきたか。ここ

では，2000年代以降の利用状況調査の結果

から小学校の状況を中心にみてみよう18）。

利用状況調査では，それまで，調査実施年

の4～11月までにいずれかの学校放送番組

を利用したクラスがある学校を「NHK学校放

送利用校」と定義して，当該校種に占めるそ

の比率を学校放送利用率として算出してき

た。NHKデジタル教材の登場によって，テ

レビの学校放送番組をNHKデジタル教材で

視聴することもできれば，テレビの番組視聴

とNHKデジタル教材の動画クリップやワー

クシートなどとも組み合わせて授業で利用す

ることも可能になった。そこで，2002年度

調査以降は，NHKデジタル教材を利用した

クラスがある学校も「NHK学校放送利用校」

に含めて，学校放送利用率を算出している。

（1）小学校にみる学校放送利用形態の変化

図24は，2002年度から2012年度までの10

年間の「学校放送利用率」の推移を，「テレビ

学校放送番組のみ利用」「NHKデジタル教材

のみ利用」「両方とも利用」の3タイプの内訳

とともに示したものである。放送番組として

の「テレビ学校放送番組」の利用は，この10

年間で減少傾向（84.8％→55.7％），「NHKデジ

タル教材」の利用は増加傾向（8.4%→40.4%）で

あることがわかる。

開始当初「NHKデジタル教材」の利用は容

易には進まなかったが，登場から5年後の

2006年度には，ようやく全国の小学校の

14.9%で利用されるようになり，その頃から

「テレビ学校放送番組の利用はなくNHKデジ

NHKデジタル教材には，「ばんぐみ」（放送番組の視聴），「ク
リップ」（１～3分程度の短い映像資料），「きょうざい」（番
組内容に関連したクイズやゲーム，調べ学習に役立つ資料
集），「先生」（授業における利用案や印刷して利用できるワー
クシート）のコンテンツがある。
ポータルサイトのNHK for School （http://www.nhk.or.jp/
school/）からアクセスできる。

NHK for School
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タル教材のみ利用」という小

学校も現れた。2006年度以

降2012年度までは，学校放

送利用率そのものはほぼ一定

であるが，利用3タイプの内

訳が大きく変化をみせてお

り，学校放送の利用形態が多

様化傾向をみせている。その

背景として，次の2点が考え

られる。

まず第一は，「必要な時に

いつでも利用できる」イン

ターネット上の教材として，

NHKデジタル教材が，小学

校に定着しつつあることであ

る。この教材のコンテンツは，

図25のような利用が可能で，

様々な教科の様々な授業の局

面で，利用が増えていると考

えられる。教材利用の環境と

して，普通教室でインター

ネットを利用できる割合が増

加していることも大きい。　

一方，テレビ学校放送番組

を利用する学校が減少した背

景には，地デジ化後の普通教

室のテレビ視聴環境の変化が

あると考えられる。アナログ

時代には，小学校のほぼすべ

ての普通教室にテレビがある

状況であったが，地デジ化後

の2012年度調査によれば，

「普通教室で地デジ視聴が可

能」な学校は70.3%，すべて

の普通教室で視聴可能な学校

図24　学校放送利用率の内訳の変化〈小学校〉

（100%＝全校）（％）

番組連動デジタル教材の利用

両方の利用

テレビ学校放送番組のみ利用

番組連動デジタル教材の利用

両方の利用

テレビ学校放送番組のみ利用

学校放送利用率 72.0％

NHKデジタル教材の利用
40.4％

テレビ学校放送番組の利用 55.7％

テレビ学校放送番組
のみ利用
31.6％

NHKデジタル教材
のみ利用
16.4％

両方の利用
24.1％

34.6％ 11.5％27.0％

46.3％ 5.5％21.9％

58.5％ 2.2％12.7％

65.2％ 14.3％

76.4％ 8.4％

注：NHKデジタル教材は2001年に登場し，本調査では2002年度調査から取り上げた。
　　2002年度と2004年度は，「NHKデジタル教材のみ利用」校は存在しなかった。

学校放送
利用率

2002
年度

2004
年度

2006
年度

2008
年度

2010
年度

2012
年度 72.0％

73.2％

73.7％

73.4％

79.5％

84.8％

図25　NHKデジタル教材の利用内容〈小学校〉
（100%＝全校）（％）

2006年度(n=638)

2008年度(n=620)

2010年度(n=884)

2012年度(n=844)

教科書や学習指導要領の対応表で，
学校放送番組やNHKデジタル教材を
検索するため

学校放送番組の放送スケジュールや，
番組のねらい，テーマなどを調べるため

児童が，学校放送番組の
ウェブサイト上で調べ学習などを
するため

「先生」で，授業案や実践事例を
調べたり，教材集やワークシートを
利用するため

「きょうざい」で，クイズやゲーム，
学習テーマに関連した資料集や
リンク集を利用するため

「ばんぐみ」を使って，ウェブサイト上で
番組を視聴するため

「クリップ」を使って，教材として
動画クリップを利用するため

2012 年度（n=844）
2010 年度（n=884）
2008 年度（n=620）
2006 年度（n=638）

37.9

37.8

32.1

29.8
20.3

13.3

18.1

15.5
10.6
11.0

6.4

9.6
5.1
8.5
6.9

6.4
1.7
4.4
4.4

3.6

13.6
9.7

7.4

22.7
13.9
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は59.0%であった（表9）。さらに普通教室で

録画視聴までできる学校となると，3割にと

どまる。アナログ時代に比べると，普通教室

でテレビを視聴しにくくなった学校が少なく

ないことがわかる。

しかし，NHKデジタル教材は，動画クリッ

プとともにウェブサイト上で番組を視聴する

ためにも多く利用されており，「インターネッ

トによる番組の視聴」が可能になったことで，

「放送」を介した番組利用は減少しているが，

コンテンツとしての「番組」利用は継続してい

るといえる。NHKデジタル教材の登場から10

年を経過して，学校現場での利用へと実を結

び始めたことは，減少傾向にあった学校放送

利用率が，2000年代半ば以降落ち着きをみせ

る結果に結びついたとみることができよう。

「NHKデジタル教材」は，小学校向け学校

放送番組を対象に開発が進められてきたが，

現時点では，中学校・高等学校向け番組につ

いてもすべて対応する教材は準備されてい

る。2012年度調査によれば，小学校（40.4%）

ほどではないものの，中学校で16.9%，高等

学校で14.9%が，授業でNHKデジタル教材

を利用していることがわかる。図26には，

授業での利用と合わせて，授業時間以外に教

師が利用するなど，ポータルサイトとしての

利用も含めた利用の推移を示している。

（2）教室のメディア環境で異なる学校放送利

用の形態

ここまでみてきたのは，小学校全体として

の学校放送利用の特徴だが，2012年度調査

では，小学校の普通教室のメディア環境（地

デジ視聴，録画視聴，インターネット利用の可否）

によって，学校放送利用の形態が大きく異な

ることが明らかになった（図27）（小学校普通教

室のメディア環境の概況は，図28を含めたp.139の

コラムのとおりである）。

普通教室で，録画視聴，あるいはインター

ネットで「いつでも番組を視聴できる」環境

があることが，高い利用率（8割）に結び付い

ていることがわかる（図27のⅠ，Ⅱ，Ⅲ）。こ

れに対して，普通教室の環境が「地上デジタ

ル放送視聴しかできない（録画はできない）」学

校，あるいは「インターネットしか利用でき

表9　地上デジタル放送　視聴可能校と視聴可能な場所【2012年度】

【視聴，録画視聴の有無】
（100% ＝全校）（%）

地上デジタル放送が
視聴可能な学校

地上デジタル放送を
録画視聴できる学校

小学校 △ 92.9 （73.4） △ 54.6 （43.6）

中学校 △ 90.0 （67.3） 45.6 （39.9）

高等学校 △ 94.4 （70.8） △ 60.6 （44.8）

【視聴可能場所】

すべての普通教室 一部の普通教室 特別教室注 職員のための部屋注 普通教室で視聴可能

小学校 △ 59.0 （46.0） 11.3 （9.3） 30.3 （31.4） △ 52.1 （31.3） △ 70.3 （54.8）

中学校 26.1 （27.9） 11.6 （8.1） 29.0 （34.4） △ 65.3 （32.5） 37.8 （35.5）

高等学校 3.1 （2.3） 3.6 （2.1） 49.4 （45.2） △ 74.6 （46.5） 6.7 （4.3）

注１：ここでの「地上デジタル放送」の視聴は，携帯電話などによる
ワンセグ放送の視聴は除く。

注２：「録画視聴」には，地上デジタル放送の受信機に録画機を接続し
て利用する場合を含む。

注３：（　）内は，2010年度の数値である。
注４：「特別教室」＝理科室や音楽室，コンピューター教室など
　　　「職員のための部屋」＝職員室や校長室，教科の準備室など
注５：△▼のマークの数値は，信頼率95%で2010年度に比べ有意差

がある。
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ない」学校では，利用率は6割台にとどまっ

ている。普通教室にないメディアは，コン

ピューター教室等の特別教室で利用している

と考えられるが，小学校においては，日常的

な授業の場である，普通教室で利用できる環

境が整備されていないと，学校放送利用は限

られてしまうことがみてとれる。

テレビ放送しか利用できなかった時代とは

異なり，インターネット経由のＮHKデジタ

ル教材が登場し，放送とインターネットを組

み合わせることで，学校放送利用の多様化が

進んだ。普通教室のメディア環境が多様化し

たことで，その環境に合わせて，さらに利用

形態が多様化したといえる。

（3）個別番組にみる

     NHKデジタル教材の利用

2012年度の利用状況調査で，利用が多い

番組の上位を占めたのは，理

科の4番組と高学年向け社会

科の2番組，そして道徳3番

組であった。利用の内訳をみ

ると，理科と社会科の番組で

は，近年，NHKデジタル教

材の利用の比率が高くなって

いるという特徴がある。図

29（p.140）に示した通り，と

くに理科番組で顕著である。

そして，理科，社会科，道徳，

「総合的な学習の時間」向け番

組，それぞれの利用率の推移

をみてみると（図30，p.140），

理科や社会科のように，NHK

デジタル教材の利用が増加し

ている教科の番組では，利用

率全体を押し上げている様子

図26　「NHKデジタル教材」授業利用，ポータル利用の推移

（100％＝テレビ学校放送利用校）（％）
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図27　普通教室のメディア環境とNHK学校放送の利用形態との関係〈小学校〉

（100%＝全校）

注： Ⅰ の「地デジ視聴○・録画視聴○・インターネット利用○」とは，「○のものが利用できる普通教室があ
る学校」を指す。利用できないものについては「×」を記している。以下，Ⅱ～Ⅴについても同様である。「イ
ンターネット利用」の○・×については，普通教室のインターネット接続パソコンの有無を表している。
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がうかがえる。

すでに述べたとおり，理科，社会科番組は，

テレビ初期から，実験や自然現象，各地の様

子や歴史的資料など，教室で再現が難しい内

容を取り上げ，広く利用されてきた。現在で

は，放送番組だけでなく，NHKデジタル教

材で，資料映像の動画クリップの利用も可能

となったことで，利用が広がっている。これ

　2012年時点の小学校全体および普通教
室のメディア環境は，このイラストに示し
たとおりである。小学校の環境を全体と
してみると，インターネット利用可能校
が99.8%，地上デジタル放送視聴可能校が
92.9%と，いずれも高い比率を示している。
　一方，「普通教室」で各種メディアを利用・
視聴できる小学校の比率を調べてみると，
イラスト内にも示した通り，インターネッ
トは66.4%，パソコン画面の拡大提示に便利
な電子黒板の保有校は70.0%，そして，地上
デジタル放送を普通教室で視聴できる学校
は70.3%であった（すべての普通教室で地デジ放

送視聴が可能な小学校は，59.0%）。
　しかし，この3つのすべてを普通教室で
利用できる小学校は，2年前の調査から10%
以上増加したとはいえ，4割弱（38.0%）で，「授
業で利用したい時にいつでも自由に利用で
きる」には至っていないことがわかる。2009
年に発表された政府の「スクール・ニュー
ディール」構想は，全国の学校でメディア環
境の整備が進むきっかけになったが，必ず
しもすべての学校が，普段の授業で利用し
やすい環境にあるとはいえない状況が続い
ている。

図28　小学校のメディア環境

（100%＝全校）
学校全体の環境

普通教室の環境

インターネット利用可能校
 99.8%

地上デジタル放送
　　視聴可能校 92.9%
　　録画視聴可能校 54.6%

①地デジ視聴可能校
　70.3%（54.8%）

普通教室で ①②③ の
いずれも利用できる小学校 38.0%（26.4%）

③電子黒板保有校注1 
　70.0%（61.5%）

②インターネット注2
　利用可能校
　66.4%（62.8%）

注1：常設でなくても，移動させる
などして普通教室で利用
可能な電子黒板を保有す
る学校を含む。

注2：普通教室における「インター
ネット利用可能校」とは，普
通教室にインターネット接
続したパソコンを整備して
いる学校のことである。※（　）内は，2010年度の

　数値である。
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と対照的に，道徳では，NHKデジタル教材

の利用が他の2教科に比べて少ないうえに，

テレビ番組の利用においても，再放送枠の減

少などの状況が生じており，利用の減少傾向

が続いている19）。

「総合的な学習の時間」向けの学校放送番組

の利用は，（他教科で利用率の減少傾向がみられた

中）1998年度から2002年度にかけて増加傾向

をみせ，2002年度のピーク時には，全国の

小学校の半数近く（47.4%）が，いずれかの対

象番組を利用していた。番組としては，『たっ

たひとつの地球』のような環境教育番組，『え

いごリアン』をはじめとする外国語活動・国

際理解向け番組，『体験！メディアのABC』

などメディアとのかかわりを学ぶ番組が登場

した。教科番組に比べると授業への位置づけ

が容易でないことや，2000年代後半になる

と，総合学習より基礎教科充実を，という教

育界の風潮が強まったことなどもあり，「総

合的な学習の時間」向け番組の利用は減少傾

向をみせるが，この分野の番組は，ウェブサ

イト上のデジタル教材も含めて，2000年代

の新しい授業展開に寄与したといえよう。

 4－4　メディア変革期にみる多様な教師

「NHKデジタル教材」登場以降の学校放送

利用状況調査では，この新しいサービスの全

国の学校への普及状況に着目しており，教師

個人を対象とする全国調査も複数回，実施し

てきた（付表2参照，p.158）。担当対象学年，性・

年齢，専門分野，インターネット利用歴や教

師自身にとってのメディア環境（学校，自宅）等

によって，（同じ学年を担当していても）パソ

コン・インターネットの利用内容や，NHKの

学校放送番組・NHKデジタル教材の認知や

利用面で違いがあることが明らかになった。

例えば，2005年度実施の3学年担任対象

の教師調査（2，4，6年）からは，

◦学校放送テレビ番組の利用が最も活発なの

は2年担任教師で，テレビ番組利用の形態

についてみると，低学年担当教師ほど「ナ

マ利用」，高学年担当教師ほど「録画利用」

の傾向が顕著であること

図29　小学校5年生向け理科番組の利用内訳

（100%＝全校）

注：該当する番組名は，2004年度は「サイエンス・ゴーゴー」，2006年度～
2010年度は「理科5年　ふしぎワールド」，2012年度は「ふしぎがいっぱ
い　小学校5年」である。

番組連動デジタル教材の利用
両方の利用
テレビ学校放送番組のみ利用

2004年度
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2008年度
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番組
利用率

NHKデジタル
教材の利用

42.1％14.0％11.6％16.5％

テレビ番組のみ利用
NHKデジタル教材のみ利用

両方の利用

42.1％13.6％10.5％18.0％

35.3％5.6％7.9％21.8％

28.4％4.0％24.4％

33.9％2.4％5.0％26.5％

図30　教科別にみた学校放送番組利用率の推移〈小学校〉
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注1： いずれも「ＮＨＫデジタル教材」利用も含めた利用率。
注2： 道徳の番組は，2008年度までは4番組，2010年度以降は3番組。
注3： 社会科の番組は，2004年度までは各学年向けの4番組，2006年

度以降は3番組（3・4年向け，5年向け，6年向け）。
注4： 理科番組は，1998年度以降常に各学年向けの4番組が放送され

てきた。
注5：「総合的な学習の時間」向け番組：

1998年度段階では，「インターネットスクール・たったひとつの地
球」「みんな生きている」の2番組が該当。
最も利用校が多かった2002年度は，この2番組のほかに，「えいご
リアン」等，計5番組が放送されていた。
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◦NHKデジタル教材の認知率や利用経験率

は，高学年担当教師ほど高いこと，利用経

験率は，同じ高学年担当の中でも男性教師

のほうが女性教師より高いこと

◦学校放送を利用している教師の間でも，

NHKデジタル教材の認知率が必ずしも高

いと言えない状況があること

◦「NHKデジタル教材」の利用希望内容とし

て，2年担任教師では，生活科，算数，国語，

4，6年担任教師では，理科，社会，総合

学習，算数等が回答されていること20）

などが明らかになった。

「NHKデジタル教材」公開から4年経過時

点でのこうした調査結果は，新しいメディア

環境に対応する教育サービスの普及には，そ

れまでのような学校を窓口とした情報提供だ

けでなく，教師個人に対するきめ細かい対応

が重要であることも示唆した。

4－5　メディア・リテラシー育成への意
識と対応

日常生活でも教育の場でも，多メディア化

が進む中，1990年代末頃から，子どもたち

がメディアについて学び，主体的にかかわる

力（メディア・リテラシー）を身に付けるこ

との重要性が，広く社会的に注目されるよう

になってきた。利用状況調査でも，小・中・

高校を対象に2000年度からこのテーマを取

り上げており，2000年代半ば頃までに，学

校におけるメディア・リテラシー育成の必要

性に対する認識や，具体的な取り組みに進展

があったことがわかる（図31）。

初期の段階では小学校での取り組みが先行

していたが，中学校では，2002年度から技術・

家庭科で「情報とコンピュータ」（必修）を取り

上げるようになったタイミングで，高等学校

では，2003年度に普通教科「情報」が必修科

目となったタイミングで，それぞれ取り組み

が増えたことがわかる。対象メディアとして，

学校が最も着目しているのは，パソコン・イ

ンターネット，そして2006年度調査時点で

は，携帯電話がこれに加わっている。メディ

アを介したトラブルに児童・生徒が巻き込ま

れる状況への対応や，情報モラル育成の必要

性に対する認識が，学校教育現場で高まって

いることの表れといえよう。

学校では，メディアに関する学習を進める

にあたって，（コンピュータ教育開発センターが

2001年に開発し，必要に応じて内容を更新してきた

「ネット社会の歩き方」をはじめとする）インター

ネット上の教材や，様々な組織が制作する

DVD教材が利用されてきた。この分野では，

NHKでも，2000年度以降，各校種向けに様々

な学校放送番組・NHKデジタル教材の提供

を行ってきた。

図31　メディア・リテラシーの育成取り組み状況の推移

（100％＝全校）（%）
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多くの幼児に毎日接し，客観的に観察して

いる保育者は，幼児が家庭で接しているテレ

ビ等メディアの影響に対する関心も高い。幼

稚園・保育所対象の調査では，メディア・リ

テラシーという言葉が登場する前から，幼児

のメディアとの関わりに対する態度育成につ

いても様々な観点から調べてきた。図32に

示したとおり，家庭でのしつけの責任を強調

する傾向は一貫して強いが，幼稚園・保育所

での指導の必要性も認識されている。図は省

略しているが，2006年度調査によれば，「番

組や時間を決めて見ること」や，「テレビを

見る位置や姿勢」に関する指導は，それぞれ，

5～6割の幼稚園や保育所で行われていた。

また，幼稚園では全体の5分の１，保育所の

4分の１では，「テレビにはいろいろな種類

の番組があり，上手に選んで見ることが大切

なこと」の指導も行っていることがわかった。

4－6　多様なNHKの学校教育向けサービス
と利用の特徴

NHKが提供する教育サービスは，学校放

送番組やNHKデジタル教材だけでなく，児

童・生徒，さらには教師も参加・体験をする，

多様な教育イベントにまで及んでいる。

ラジオ学校放送以前に始まっていた「NHK

全国学校音楽コンクール」（1932年），テレビ

学校放送翌年開始の「NHK杯全国放送コンテ

スト」（1954年）など，長い歴史を持つイベン

トもあれば，体験しながら放送やメディアに

ついて学ぶことが重視される時代を反映して

2000年に始まった「キミが主役だ！NHK放

送体験クラブ」などは，児童・生徒対象の主

な例である。教師向けでは，NHKデジタル

教材や学校放送を活用した授業づくりを学ぶ

目的の出張型ワークショップ「先生のための

デジタルテレビ・ICT活用講座」（2002年開始）

が，この10年間で定着をみせ，新たな時代

のNHKの学校教育サービスの効果的な活用

を支援するものとなっている。

図32　幼児のメディアに対する態度育成の考え方の変化

（100％＝全園・所）

家庭の責任
幼稚園での
指導も必要

幼稚園が
率先すべき 無回答

2006
年度

2002

1998

2006
年度

2002

1998

33.7% 55.7 5.0 5.6

29.2 59.3 8.3

28.2 60.1 8.7

27.3% 61.1 6.6 4.9

28.4 59.3 9.0

26.2 59.0 4.5 10.2

家庭が責任を持って指導を行うべきことであり，
幼稚園・保育所が中心となって指導することとは考えていない
基本的には家庭で指導がなされるべきだが，
幼稚園・保育所でも適切な指導を行う必要があると考えている
保護者との連絡をとりながら，幼稚園・保育所が
率先して指導を行うことが必要と考えている

幼稚園

保育所

3.1

3.0

3.3

【メディア・リテラシー育成向けの
NHK学校放送番組（定時シリーズ）】

『しらべてまとめて伝えよう～メディア入門～』
（小3，4年）2000～2004年度

『体験！メディアのABC』
（小5，6年） 2001～2003年度

『伝える極意』  （小5，6年）2008年度～放送中
『メディアのめ』（小4～6年） 2012年度～放送中

『インターネット情報局』（中・高）2000，2001年度
『メディアを学ぼう』（中・高）2005，2006年度
『10min.ボックス情報・メディア』（中・高）

2007年度～放送中（2007年度の番組名は，
『10min.ボックス情報』であった）
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その他にも，NHKのアーカイブスに保存

されている番組や素材映像を学校教育の場で

活 か す も の と し て，2009年 度 に は「NHK

ティーチャーズ・ライブラリー」「NHKクリ

エイティブ・ライブラリー」がスタートして

いる。前者は，学校放送番組や『NHKスペシャ

ル』等の番組の高画質DVDを無料貸し出し

す る も の（送 料 は 利 用 者 負 担 ）で， 後 者 は，

NHKが権利を有するダウンロード可能な映

像素材（音楽・効果音付き）を無料提供して，一

定の利用ル―ルのもとで，編集したり，他の

映像や写真等と組み合わせて自分の作品を

作ったり，その過程で映像リテラシーやメ

ディアに関する学習を行うことが可能なもの

である。いずれもまだ学校への普及過程段階

であるが，小・中・高校いずれの校種でも，

今後の利用に対する関心は高い。

以上のような多岐にわたるNHK教育サー

ビスの利用の全体像を示したのが，図33であ

る。小学校82.7％，中学校69.6％，高等学校

71.9％では，何らかのNHKの教育サービスを

利用している。いずれの校種でも，最も比重

が大きいのは「放送番組・デジタル教材」であ

るが（小：79.5％ ,中：56.5％ ,高：55.5％），中学

校と高等学校では，学校放送より一般番組の

利用が多いことや，「NHK教育イベント」のみ

利用している学校も一定程度存在しているこ

ともわかる。

4－7　始まった「デジタル教科書」の利用

最新2012年度の調査では，「デジタル教科

書」※ についても取り上げている。調査で注

目したのは，すでに利用が始まっていた「指

導者用デジタル教科書」である。2011年度に

小学校から始まった新しい学習指導要領の全

面実施をきっかけに，各教科書会社が自社の

図33　NHK教育サービス利用の全体像 【2012年度】

小学校
NHK教育サービス利用校

82.7％

高等学校
NHK教育サービス利用校

71.9％

中学校
NHK教育サービス利用校

69.6％

NHKの放送番組
NHKデジタル教材利用

79.5％

18.4％ 32.8％

NHKの
教育イベント利用 注2

学校放送利用 72.0% 注1
一般番組利用 11.8%

56.5％

（n=844） （n=421） （n=449）

28.5％28.7％

55.5％

28.1％
39.2％

NHK番組を素材とする
市販ビデオ・DVD教材利用

学校放送利用 30.6% 
一般番組利用 43.0%

学校放送利用 28.1% 
一般番組利用 48.8%

（100%＝全校）

注１：「学校放送利用」は，テレビ学校放送番組あるいはNHKデジタル教材のいずれ
かを利用している学校の割合である。

注2：NHK全国学校音楽コンクールやNHK杯全国放送コンテスト，放送局訪問や番
組制作体験の場の提供，教師対象の研修会など，NHKが児童・生徒，教師向
けに行っているイベント系の教育サービス。
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教科書に即したものを教科別に制作するよう

になり，学校向けに販売されているものであ

る。なお，小学校の「外国語活動」については，

文部科学省が「指導者用デジタル教科書」に

類する教材を作成して，希望する学校に無料

配布している。内容や利用の面で他教科のも

のと同様のため，文研の調査では，この教材

も「指導者用デジタル教科書」に含めている

が，文部科学省のデジタル教科書関連調査で

は，外国語活動は教科と認められていないた

め，対象に含まれていない。

※「デジタル教科書・電子教科書｣ とは，既存の
紙の教科書の内容に，それと連動した音声や動
画，アニメーションなどを加えたパソコン用教
材で，2013年現在実用化されているのは，教
師が教室の電子黒板等に大きく提示して児童・
生徒の指導に活用する「指導者用デジタル教科
書」である。
児童・生徒用の「学習者用デジタル教科書」に
ついては，文部科学省が2011年に発表した「教
育の情報化ビジョン」の中で，「2020年度まで
に，すべての小・中学校の児童・生徒ひとりに
1台のタブレットPCと，学習者用デジタル教
科書を配布すること」を目標として掲げている。
総務省の「フューチャースクール推進事業」と
文部科学省による「学びのイノベーション事業」
で，ハード面と内容面での検証が進められる他，
デジタルコンテンツとしての普及促進を目指す
コンソーシアムの設立なども行われている。

2012年度調査時点で，「指導者用デジタル

教科書」を利用していた小学校は全体の約半

（47.2％）で，利用が最も多かったのは「外国

語活動」，続いて「算数」と「国語」であった。

利用校の評価は，「教科書を拡大表示するこ

とで，子どもの注目度や集中度が高まる」「教

科書の流れに沿って映像資料を提示できるの

が便利」等，好意的なものが多い。利用して

いない小学校では，その理由として「購入の

ための費用」と「教材利用のための機器や環

境整備」の問題をあげていた。また，「この

ような教材は一律すべての授業で利用するの

ではなく，状況に応じて使い分けるのがよい」

といった見方をする学校もあり，様々な教材

が登場する時代にあって，実際に授業を行う

教師が主体的に考え選択することの重要性を

認識していることもうかがえた。　　

NHKが行う調査としての関心は，この新

しい教材と学校放送の利用の関係性にある

が，これを示したのが図34である。NHK学

校放送利用校の約半数が「指導者用デジタル

教科書」を利用していたが，その利用は教科

によって差がある。国語では「NHK学校放送」

の国語番組の利用と「指導者用デジタル教材」

の利用がほぼ拮抗しているのに対して，理科

と社会では，圧倒的に「NHK学校放送」（理

科番組，社会科番組）が多く利用されていた。

教科によって，授業の進め方や教科書の位

置づけが異なるためといえよう。国語や算数，

外国語活動は，どちらかといえば教科書のテ

キストベースに授業が進む教科のため，「教

図34　NHK学校放送利用と指導者用デジタル教科書の
　　　 利用との関係〈小学校〉

社会

理科

国語

小学校
全体

ＮＨＫ学校放送
（テレビ学校放送番組・ＮＨＫデジタル教材）

のみ利用

学校放送利用校

ＮＨＫ学校放送と
指導者用デジタル教科書の

両方利用

指導者用
デジタル教科書
のみ利用

34.7%

11.3 15.64.4

50.8 3.38.1

32.8 7.75.3

9.837.3

デジタル教科書利用校

指導者用デジタル
教科書（理科）利用校NHK国語番組利用校

NHK理科番組利用校

NHK社会科番組利用校

（100%＝全校）

（%）
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科書」そのものが提示される「指導者用デジタ

ル教科書」が多用される。これに対して，理

科や社会科のように，動画による映像資料の

多用で授業が進行する，資料性が重視される

教科では「学校放送（番組・デジタル教材を含む）」

を利用する学校が多いことが考えられる21）。

4−8　NHK教育サービスへの期待の内容

4−6でも触れたとおり，学校のNHK教育

サービスの利用の中心は，放送番組とそれに

連動するNHKデジタル教材である。教室の

メディア環境の変化や映像教材の多様化が進

む中にあって，学校は，そのNHKの放送番

組（学校放送・一般番組）やNHKデジタル教材

に，どのようなことを期待しているのだろう

か。2012年度の調査結果を表10に示したが，

小学校，中学校，高等学校のいずれにおいて

も，多くの学校が期待しているのは，「実際

に体験することが難しいことがらを，映像を

通して体験・観察できること」と「教科書や

資料集では得られない動画映像で，児童・生

徒の感性に訴えかけること」である。映像を

通じた学習体験への期待の大きさが，現在で

も継続して寄せられていることがわかる。ま

た，映像の利用が，「児童・生徒の学習意欲

を高める」きっかけになることへの期待が，

約半数の学校から回答されている点も合わせ

て考えると，番組という形，映像クリップと

いう形のそれぞれで，あるいはその組み合わ

せの中で，映像の可能性をこれまで以上に生

かしていくための工夫が期待されていると受

け止めることが必要であろう。

表10　ＮＨＫの放送番組（学校放送番組・一般番組）やＮＨＫデ
ジタル教材に期待する内容【2012年度】～上位4項目～

（100％＝全校）（％）

小学校 中学校 高等学校

実際に体験することの難しい
ことがらを映像を通して体験・
観察できること

86.7
（85.7）

71.7
（68.6）

△ 68.6
（61.0）

教科書や資料集では得られな
い動画映像で児童・生徒の感
性に訴えかけること

75.6
（73.3）

65.1
（67.5）

△ 64.6
（56.5）

児童が，学習意欲を向上させ
たり問題意識を持つきっかけ
となること

51.1
（49.7）

生徒の好奇心を刺激し，学習
に対する意欲を高めること

50.1
（46.8）

　 47.0
（45.0）

学習テーマへの「動機づけ」
「たしかめ」「まとめ」など授
業の要所で映像をはさみこん
で利用できること

50.4
（46.3）

40.4
（34.4）

　 33.6
（30.5）

注1：（　）内は，2010年度の数値である。
注2：△▼マークの数値は，信頼率95％で2010年度に比べ有意差がある。
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Ⅲ 考察：公共放送におけ
る今後の教育サービス
に向けて

本稿では，学校放送を中心とするNHKの

学校教育向けサービスの利用状況に関する調

査，というごく限られた一面からではあるが，

日本の学校教育現場における放送およびそれ

以降登場した教育メディアの利用の変化の実

態をとらえてみた。筆者は，1977（昭和52）

年以来この調査に関わりを持ち，NHK内で，

学校放送サービスの新たな展開に向けた提言

を行うとともに，調査結果については，当研

究所発行の月報や年報での発表だけでなく，

学会や教師・保育者対象の講演会等でも紹介

して，様々な観点からコメントを得る機会に

も恵まれた。また，この間並行して，番組開

発の研究や，海外の教育放送動向の研究にも

携わってきた22）。

以上のような経験も含めて，利用状況調査

が実施されてきた60年間を改めて振り返っ

てみると，後半になるほどメディアの変化の

スピードが速く，また多様になり，教育や社

会の課題も複雑になってきたこと，そして教

育メディアに求められる内容も多様化してい

ることを強く実感する。こうした状況の中，

今後の公共放送における教育サービスの可能

性と課題について，最後に若干の私見を述べ

たい。

１ 放送，そして新しい教育メディアの効
果的な活用の可能性と課題

放送にとどまらず，インターネット等の活

用も取り入れた放送機関による学校教育向け

サービスの展開は，それぞれスタイルの違い

はあるものの，世界的な潮流である。学校の

メディア環境が，どのようなスピードで進ん

でいくのかを見極め，またどのように教育効

果・学習効果が得られるかの検証も進めつつ，

さらには社会全体へのインパクトも視野に置

く中で，放送番組や新しい形態の教育コンテ

ンツの提供のありかたを検討することが重要

であろう。

最近は，「メディアを利用した授業」とい

うと，デジタル教科書やインターネット上の

コンテンツを電子黒板に映し出す教師，パソ

コンやタブレット端末を上手に操作している

子どもたちがイメージされる傾向が強い。そ

うした中，2013年秋，放送教育と視聴覚教

育の合同全国大会で公開授業を担当したある

小学校では，15分の学校放送番組全体を視

聴させ，さらに教師が予め録画していた一般

向け番組の抜粋の視聴も加えながら，見事に

子どもたちのディスカッションを引き出して

いる例に接した。この教師は，授業でパソコ

ンやインターネットを使わないわけではない

が，この時の「総合的な学習の時間」の授業

については，授業設計を検討した結果として，

このようなメディアの利用法を選択してい

た。

また，授業や保育でのラジオの利用は，現

在ではごく限られたものとなっているが，

15分のお話番組を継続的に聴取した保育園

の研究成果にも出会うことができた。この保

育者は，幼児たちの集中力を養い，自分の思っ

たことや感じたことを言葉にして，共通の

テーマで話し合い，様々な感情に気づくこと

で，相手の立場に立って考えることができる

よう指導してきたという。テレビやテレビ

ゲーム等の映像に接することが多い子どもた
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ちが，同じイメージや感想にたどりつきやす

いことに着目して，答えが画一化しにくいラ

ジオの活用で，発想力を豊かにしたいと考え

たという。多様なメディアが存在する中で，

音声メディアの教育的価値に着目した重要な

事例といえる23）。

昨今，様々な局面で「双方向性」が重視され

る中，テレビにしてもラジオにしても「放送」

は，分の悪い立場に立たされることが多いよ

うに思われる。しかし，学びにおける「双方

向性」の本質を考えると，15分でも30分でも，

1つのまとまりとしての映像教材や作品に

じっくり向き合い，その後にクラスの中で，

活発なやりとり（ディスカッション，遊びとしての

展開）が行われるといった「双方向的な活動」

の意義が，もう少し見直されてもよいのでは

ないだろうか。そうしたメディアとの関わり

がある中でこそ，新たに登場してきた多様な

デジタル教材（コンテンツ）の意味合いも，よ

り明確にできると考えられる。

また，本稿Ⅱ-4-4でも触れたとおり，映像

メディアの状況が多様化する時代にあって

は，教師自身の多様性をどのようにとらえて，

教育サービスを提供していくか，コンテンツ

の制作からその周知や活用普及までのプロセ

スの工夫が，放送中心の時代と比べて，はる

かに重要な課題になっている。

全体の方向性を見極めることの重要性とと

もに，新たなサービスの学校教育現場への浸

透には，一定の時間を要することも含めたう

えでの，全体設計が必要な時代といえよう。

２ 多面的な学習の促進：「放送＋インター
ネット＋対人コミュニケーション」の連携

学校向けに限らず，放送機関における教育

サービス展開が，「放送＋インターネット（に

代表される新規メディア）＋直接コミュニ

ケーション（対面）型ワークショップや教育

イベント」という多面的な形で展開している

点も，近年の重要な特徴といえる。その背景

には，学習を深めるためのインターネット利

用や，ネット上の教育コンテンツの活用促進

において，（放送やインターネットのようなメディ

アを介した方法だけでは十分とはいえず，）実際に

顔を合わせる対面型ワークショップ等の機会

が重要な意味を持つことへの認識の高まりも

あろう。NHKの「先生のためのデジタルテレ

ビ・ICT活用講座」もその例といえるが，メ

ディアの使い方のノウハウを一方的に学ぶの

ではなく，集まった教師たちが，その時々の

教育課題や各人にとっての具体的なテーマを

意識するなかで，相互に刺激し合いながら，

メディアの活用を学ぶというワークショップ

が展開され，その成果が，様々な形で，教室

の子どもたちに反映されていく。教師が子ど

もたちの前でスムースに新しいテクノロジー

を使うことが重要なのではなく，授業を効果

的に行うために，メディアをどのように使う

か，あるいは使わないことも含めて考える，

そのプロセスこそが重要といえよう。

教育の基本が対人コミュニケーションであ

ることを考えると，双方向メディアの時代に

なっても，公共放送の教育サービスは，常に

学習者である子どもたちや指導者である先

生，そして親たちとの，顔の見えるコミュニ

ケーションを忘れてはならない。

３ 学習の場やメンバーを結びつけるオー
ガナイザーとしての公共放送　

教育サービス全体の傾向が「フォーマルな
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場としての学校での教育から，あらゆる場面

での個人のニーズに合った学習へ」と移行す

る傾向も，世界に共通した特徴で，今後もこ

の傾向は進むものと予測される。子どもに

とっての教育番組・コンテンツを考える場合

にも，「学校で視聴する番組，利用するコン

テンツ」と合わせて，「家庭での子どもの自

発的な学習を想定した番組やコンテンツ」と

いう視点が，これまで以上に重要になってい

るように思われる。

外国語学習も含めて，読み書きなどの基礎

学力の地道な育成，また，問題解決力や批判

的思考力，想像力，メディア・リテラシーの

育成が重要な教育課題になっている状況で

は，自然な流れとみることもできよう24）。

学校放送番組とそれに連動した「NHKデジタ

ル教材」のコンテンツが，学校の授業だけで

なく，自宅でも子どもたちに活用されて，学

習を深めていく。とくにデジタル教材には，

楽しみながら学べるゲームを含めて，膨大な

学習コンテンツが蓄積されており，子どもが

自分で選択して学習する機会を体験するとい

う意味でも，有意義な活用が期待される。

学校と家庭という，子どもにとっての学び

の場を結びつけるだけでなく，親（家庭）と

教師（学校）がともに子どもをめぐる教育課

題を考えていく場を，番組，ウェブサイト，

各地で開催される各種教育イベントなどを活

用して効果的に形成していくことも，公共放

送に期待される重要な役割と考えられる。

４ ジャーナリズム機関としての
教育キャンペーンの重要性

人々が学習として意識するより前に，放送

機関が学習・教育のテーマとしての重要性を

認識して，人々の関心や意欲を呼び起こし，

放送，インターネット，対面型のイベントな

ど多様な手法で学習の手がかりを提供してい

く。これも，ジャーナリズム機関である放送

局の重要な役割である。また，テーマの重要

性は認識されているが，どのようにして教育

や学習を進めていったらよいのか，その手が

かりが社会的に求められているテーマについ

て，専門機関等と連携して応えていくことも

重要であろう。現在，NHKが進めている，

防災教育や“いじめ”の問題をめぐる取り組

みは，そうした例であるが，2013年10月，

NHKが主催する教育コンテンツの国際コン

クール「日本賞」期間中に行われた「教育コン

テンツ世界制作者会議」の中でも，これらの

テーマについて公共メディアが果たすべき役

割をめぐる議論が繰り広げられた25）。

こうした教育・学習キャンペーンは，長年

イギリスの公共放送BBCが得意としてきた

ものだが，日本でも，個人の学習においても，

学校等教育機関などの集団の場での教育・学

習においても，今後ますます重要になってい

くと考えられる。さらに，人々を重要なテー

マに導くだけではなく，多様な学習の手段・

方法があることも示して，学習者自身あるい

は指導者としての教師や親が，それぞれの状

況に適した方法を見つけることができるよう

な道筋を提供することも，公共放送の教育

サービスの重要な役割と思われる。

例えば，「オープンエデュケーション」26）

の発想が注目されていること等もあって，現

時点では多くの人々の関心は，総体的にみれ

ば，インターネットを用いた学習・教育かも

しれない。しかしながら，学習者ひとりひと

りが，あるいは指導者としての教師自身が，
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その時おかれた学習環境の下で，最も適した

方法を主体的に選択できるように導くこと，

今後新たに登場するであろうメディアも含め

て，メディアの利用が目的化しないための工

夫を行うことも，「教育サービス全体を設計

して提供する」立場の公共放送にとっては，

重要な使命といえよう。このことは，すべて

の人々にとっての広い意味でのメディア・リ

テラシーの育成というテーマともつながる課

題であり，このテーマそのものについても，

公共放送としては常に率先してかかわってい

く必要があろう。

５ 学びの本質と時代の変化を見すえた
研究の重要性

本稿冒頭でも紹介したとおり，日本の学校

放送には，制作・放送を担当する公共放送が，

各校種の教育現場の教師や研究者たちと共

に，利用実態を共有して意見を交わし，様々

なテーマと手法で調査研究を進めながら発展

してきた歴史がある。メディア状況や教育課

題が新たな局面を迎える時期には，これまで

以上の試行錯誤が予想されるが，新たな時代

に向けた放送番組や各種教育コンテンツの開

発，教育サービスの創造と効果的な活用のた

めには，立場を異にするメンバーが連携しな

がら，手法の開発・工夫も含めて，時代の要

請に応じた調査研究を展開し，その成果を学

校や家庭での教育・学習に活かしていくこと

が，これまでにも増して重要になっていくも

のと思われる。

個々の番組やコンテンツ，あるいはその組

み合わせ利用の学習効果を調べる研究では，

よりきめ細かい条件設定を行うなどして，さ

らなる研究の蓄積が必要であろう。また，メ

ディア利用の実態や意識の変化を分析し将来

を予測する目的で，定期的に行う継続調査に

ついては，この先の長いスパンを視野に入れ

て，調査に含める内容や，調査回答者の選定

についても検討しながら，新たな展開を目指

すことが求められていると考えられる。

（こだいら さちこ）
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注：
1）「放送法」（1950年施行）「日本放送協会国内番組

基準」（1959年制定）のそれそれぞれの該当箇所
は以下のとおりである。（2014年1月現在）
◦「放送法」……学校放送に関する記述が加わっ

たのは，1959年改正の時点で，現在の放送法
では，下記のような記載がある。

（国内機関放送等の放送番組の編集等）　
第百六条　2　基幹放送事業者は，国内基幹放送
等の教育番組の編集および放送に当たっては，
その放送の対象とする者が明確で，内容がその
者に有益適切であり，組織的かつ継続的である
ようにするとともに，その放送の計画及び内容
をあらかじめ公衆が知ることができるようにし
なければならない。この場合において，当該番
組が学校向けのものであるときは，その内容が
学校教育に関する法令の定める教育課程の基準
に準拠するようにしなければならない。
◦「日本放送協会国内番組基準｣（制定　昭和34

年7月21日，　改正　平成7年9月26日，平成
10年5月26日）の「第2章　各種放送番組の基
準」の第2項では「教育番組」全般について，第
3項では「学校放送番組」について，次のよう
に記されている。

第2項　教育番組
1 放送の対象を明確にし，番組の内容がその

対象にとって，有益適切であるようにつと
める。

2 教育効果を高めるため，組織的かつ継続的
であるようにする。

3 放送を通じて，教育の機会均等のために努
力する。 

第3項　学校放送番組
1 学校教育の基本方針に基づいて実施し，放

送でなくては与えられない学習効果をあげ
るようにつとめる。

2 各学年の生徒の学習態度や心身の発達段階
に応ずるように配慮する。

3 教師の学習指導法などの改善・向上に寄与
するようにつとめる。

2）学会の変遷については，中野照海（1996a,1996b,
1998），小笠原喜康（2012）が教育メディア学会
の紀要『教育メディア研究』に発表している。詳
細は参考文献の項を参照。

3）学校放送開始の節目には，『学校放送25年の歩
み』（1960年），『放送教育50年：その歩みと展望』

（1986年），『教育放送75年の軌跡』（2012年）な
ど，それまでの歩みを記録にとどめる書籍が発
行されてきた。詳細は参考文献の項を参照。　

4）21世紀の特殊教育の在り方について基本的な考
え方が検討された結果，盲・ろう・養護学校に
おける教育の充実とともに，通常の学級の特別

な教育的支援を必要とする児童生徒に積極的に
対応することが必要ということになった。2001
年春から，文部科学省では，旧来の「特殊教育」
という言い方に変えて，「特別支援教育」という
呼称を用いるようになり，その後，2006年の学
校教育法の改正を経て，2007年4月から，特別
支援教育が，正式に実施されることになった。

5）1950年の初回調査以来，「学校放送利用状況調
査」の結果については，基本的には，研究所発行
の月刊誌（『文研月報』改題『放送研究と調査』）を
中心に発表されてきた。以下，参考文献や注に
タイトルが登場するのは，本稿で取り上げる内
容にとくに関連の強いものに限定されるが，付
表1-1，付表1-2，付表2には，毎回の基本的な
調査結果の月報への発表年月を一覧できる形で
紹介している。また，1995年度調査までについ
ては，個別論文名が『文研50年のあゆみ』（NHK
放送文化研究所編，1996）のpp.147-150に一覧
できる形で掲載されている。

6）調査結果からは，県制作の番組はいずれもよく
利用されていると同時に，これらの県では，
NHKの学校放送番組の利用率も，ほぼ全国平均
より高いこと，該当県では，番組利用促進のた
めに設備普及に対して様々な形で経費補助を行
うため，カラーテレビやVTRの普及率が全国平
均より著しく高いことも明らかになった。

7）特殊教育諸学校を対象とした調査は，1975年度
から1989年度まで隔年で実施されたが，1975年
度調査は，①これらの学校のテレビ，VTR等の
設置率は極めて高く，全般的にみて小・中学校
を上回っていることや，②それぞれの小学部に
おけるテレビ学校放送利用率が80%を超えてい
ることを明らかにしている（同年度の小学校の利
用率は，92.5%，幼稚園81.7%，保育所92.5%，
中学校41.2%，全日制高等学校49.8%）。また，
盲学校では，弱視の児童生徒も多いため，視聴
に当たって工夫は必要なものの，テレビ番組の
利用が多いことも明らかになった。　
なお，わが国初の特殊教育向けテレビ学校放送
番組『たのしいきょうしつ』の放送は，1964年度
に始まっていた。

8） 今泉さち子（1980，1981）参照。
9）テレビ学校放送実験番組の利用をめぐる研究に

関わったメンバーのひとり，国立教育研究所の
小川一郎（1954）が，実験校のテレビ利用の現状
を報告した論稿に記述がある（p.14）。

10）学校放送をはじめとする各種教育番組の放送時
間の分析としては，NHKが毎年度策定する「国
内放送番組編集の基本計画」と毎年4月に刊行さ
れる「NHKテレビジョン放送番組時刻表」の分析
を通して，NHK教育テレビの歴史を編成面から
探った古田尚輝（1998，1999，2009）の研究が参
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考となる。詳細は参考文献の項を参照。
11）幼稚園・保育所向け番組に関する概要と年表に

ついては，小平さち子（2009a）が参考になる。
12）一連の調査分析結果については，辻功（1964，

1967）を参照。
13）1970年代から80年代にかけて「学校放送利用状

況調査」の実施・分析で中心的な役割を果たした
秋山隆志郎は，学校教育現場へのVTRの普及に
よる放送教育の変容に早くから着目し，制作・
放送機関が将来に向けてどう対応するかを検討
するための論稿を発表している（1975，1985，
1986）。

14）1992年度調査結果を分析した，飯森彬彦・河野
謙輔・小平さち子（1993）のp.15参照。

15）社会が多様化をみせ始めた1970年代，理科や社
会など教科に即した番組とは別に，現代社会の
重要なテーマを取り上げる学校放送番組も登場
するようになった。初期の例としては，1975年
度開始の小・中学校向け環境教育番組『みどりの
地球』がある。

16）『人と森林』は，小学校6年生向け理科番組シリー
ズ『はてな・サイエンス』の中の１番組をもとに，
ハイビジョン化した番組である。なお，『人と森
林』を用いた公開授業の様子は，番組化され，総
合テレビで放送された。

17）「NHKデジタル教材」の初期の利用校における授
業での活用事例や子どもたちの変容を紹介した
例としては, 水越敏行編著（2002）,三宅貴久子・
伊藤秀一（2002）などがある。

18）4-3，および4-6，4-7については，渡辺誓司・
小平さち子（2013）で発表した内容（図を含む）を
抜粋，再掲している。

19）これまでの調査から，道徳番組は，いずれの学
年層でも，他の番組に比べて，オンエア時の視
聴が多いことが明らかになっている。

20）2005年度教師調査の結果については，小平さち
子（2006）が詳細を紹介している。

21）デジタル教科書の詳しい利用実態を調べるため，
2013年1～3月に，全国の小学校の1，3，5年生
担任教師個人を対象とする調査も実施している。
教科書の本文や挿絵，写真の拡大提示機能で児
童の関心や注目度を高まることを評価する声や，
今後の利用希望教科としては，学年を問わず，
国語と算数が挙げられる等の結果を得ている。
詳細は，渡辺誓司（2013）を参照。

22）例えば，小平さち子（2009b）では，日，英，米
の公共放送における1990年代以降の教育放送
サービスの展開の傾向を報告している。

23）2つの事例については，『平成25年度第17回視
聴覚教育総合全国大会・第64回放送教育研究会
全国大会　合同大会（北海道大会）大会要項』

（2013.10.25発行）p.28，p.24と配布資料参照。

24）1935年（昭和10年）の全国向けラジオ学校放送
の開始にあたり，NHKが想定した放送の意義の
中には，「ラジオ学校放送による学校教育の充実」
と並んで｢ラジオをいかによく聴くか，いかに利
用するかの能力・態度を養うこと｣が挙げられて
いた（日本放送協会発行資料　『日本に於ける教
育放送』　1937年，pp.105-111）。この時期すで
に，「メディア・リテラシー」の発想が明示され
ていたのである。

25）「日本賞」は，世界の教育番組の向上と国際的な
理解・協力の増進に役立つことを目的として，
1965年にNHKが創設した国際コンクールであ
る。メディア環境が大きく変化する中，審査の
対象は放送番組だけでなく映画やビデオ，ウェ
ブサイト，ゲームソフトなど，「音と映像を駆使
したあらゆる形態の教育コンテンツ」に広がり，
2013年の第40回コンクールには，57の国・地
域から331作品がエントリーされた。受賞作品
を初めとする情報は「日本賞」のウェブサイトで
公開されている。最近のエントリー作品の全体
的な傾向については，小平さち子（2011，2014）
に詳しい。
このコンクールでは，初期の頃から，作品の審査・
表彰だけでなく，記念講演，あるいは各国から
集まった，制作者や研究者等“教育とメディア”
の専門家たちの間で情報やアイデアの交流を行
うセミナーや会議の場を設けてきた。2013年は，

「教育コンテンツ制作者会議（IPCEM：Inter-
national Producers Conference for Educational 
Media）」という企画の中で，「いじめに立ち向か
う：メディアに何ができるのか」「BOSAI：新し
い防災教育とメディアのかたち」「学校の未来～
MOOCsの可能性と課題～」「アニメーションの
可能性」など，多岐にわたるテーマが取り上げら
れた。　　　　　　　

26）「オープンエデュケーション（Open Education）」
は，一般的には，「教育の公開やオープン化，自
由化，柔軟化」を指すもので，20世紀にも存在
していた概念であるが，現在はとくに，インター
ネットの登場で可能になった21世紀の新しい教
育 と い う 観 点 で 注 目 さ れ て い る。Iiyoshi＆
Kumar（2008）は，「オープンエデュケーション」
の定義を「オープンテクノロジー，オープンコン
テンツ，オープンナレッジの三要素から構成さ
れ，ローカルな教育的知識や経験をオープン化
し共有し，グローバルに積み重ねていくことに
よって，教育ツール・教材・カリキュラム・教
育方法の個別的・全体的な改善を目指すもので
ある」としている（訳出は，飯吉透，2010による）。
それぞれ参考文献を参照。
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付表1-1　学校放送利用状況調査一覧　（1950～1967年度調査の特徴）

調査名 調査時期 調査対象 調査に関する特記事項
ラジオ，テレビ受信機の所有，
学校放送番組利用の有無以外の

主な調査内容
月報報告注

第1回学校放送
意向調査

1950（S.25）年
　11月から3か月 小・中学校

郵送法による学校単位の調査。受信設備
状況，ラジオ学校放送利用状況，番組別
聴取状況，番組内容・放送時刻などに対
する希望，テキスト利用状況等について
調べる

○希望番組
○テキストの利用
○希望時間帯
○非利用の理由
○学年別編成の是非（1953）
○ローカル放送（1954）

1951年6月号

第2回学校放送
意向調査

1952年
　6月 小・中・高校 【放送教育】（※）

1952年8月号

第3回学校放送
意向調査

1953年
　5～6月 小・中・高校 1953年8月号　

　　　 9月号

第4回学校放送
意向調査

1954年
　11月 小・中・高校 1955年5月号

第5回学校放送
意向調査

1955年
　10月 小・中・高校

○途中中断の理由
○録音教材の希望
○研究会への加盟

1956年1月号　
　　　 2月号

小学校全数調査 1956年
　9月 小学校

従来の学校単位の調査を学級単位に切り
替える上で必要な基礎資料を得るために
実施した調査

○視聴覚教材
○テキスト利用状況
○視聴覚教育一般

1957年5月号

幼稚園・保育所
ラジオ調査

1957年
　3～5月 幼・保 幼稚園・保育所対象の初の全国調査

○希望番組
○希望時間帯
○視聴覚教材

1957年7月号

第6回学校放送
意向調査

1957年
　10～11月

小学校 単式複式別学級調査（1956年全数調査の
基礎資料に基づくサンプリング）

○利用中断の理由
○再放送利用状況
○ラジオクラブの利用 1958年3月号　

　　　 4月号

中・高校 定時制高校の初回調査
○希望番組
○視聴覚教材
○テレビの有無

第1回テレビ学校
放送調査

1958（S.33）年
　6～7月 小・中学校 テレビ学校放送に関する初の全国調査

テレビ所有校のみを対象

○テレビのサイズ
○利用形態
○非利用の理由
○一般番組の利用

1958年9月号

中学校全数調査 1958年
　6～8月 中学校 全数調査

○視聴覚教材
○テキストの利用
○学視連への加盟

1959年3月号

ラジオ・テレビ
学校放送利用
状況調査

（第2回テレビ調査）

1959（S.34）年
　1月 小・中学校

ラジオ，テレビ両方所有校のみを対象
※ラジオとテレビの学校放送番組を総合
的に編成する上で必要な資料を得るた
め，併用状況や学校側の意向を中心に調
査

○ラジオテレビ併用状況
○希望テレビ番組
○希望時間帯

1959年5月号

幼稚園・保育所
放送利用状況
調査

1959（S.34）年
　5～7月 幼・保 テレビ所有園のみを対象

○年齢別利用状況
○希望内容
○テキスト利用状況
○好適視聴時間

1959年9月号

高等学校におけ
る学校放送利用
状況調査

1960（S.35）年
　1～2月

全日制高等学
校，定時制高
等学校

ラジオのみを対象

○希望番組 
○生徒のテキスト利用
○視聴覚教育関連研究会出席状
況
○テレビ受信機の有無

1960年5月号

小学校における
ラジオ学校放送
利用状況調査

1960（S.35）年
　5～7月 小学校

ラジオ対象
全校用，低学年用，中学年用，高学年用
の4種類の調査票送付で実施

○利用中断の理由
○番組の評価
○各種視聴覚教材
○テレビ受信機の有無

1960年9月号

第3回テレビ学校
放送調査

1960（S.35）年
　11～12月 小・中学校 テレビ所有校のみを対象

○電波受信状況
○再放送の利用
○テレビ非利用の理由
○番組の評価

1961年2月号
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昭和36年度
学校放送利用
状況調査

1961（S.36）年
　6～7月

幼・ 保・ 小・
中・ 高（ 全 ）・
高（定）

1961年度調査以降は，幼・保・小・中・
高（全）・高（定）の6校種を対象に，ラジオ，
テレビ学校放送の利用状況を調べる形態
が標準となった

○民放学校放送の利用状況
○テキスト利用状況
○再放送か新番組の希望

1961年8月号

昭和37年度
学校放送利用
状況調査

1962（S.37）年
　6月
　9～10月

幼・ 保・ 小・
中・ 高（ 全 ）・
高（定）

1962～1966年度の利用状況調査では，6
月に全校対象サンプリング調査で利用校
を求め，9～11月に利用校を対象として，
番組の利用状況や学校の意向を調査して
いる

○電波受信状況
○テレビ設置場所
○テキスト利用状況
○道徳番組の意向調査 1963年2月号

昭和37年度
学校放送未利用
状況調査

 同上 小・中学校
○機器所有校の未利用の理由
○電波受信状況
○利用のための条件

昭和38年度
学校放送利用
状況調査

1963（S.38）年
　6～7月
　9～11月

幼・ 保・ 小・
中・ 高（ 全 ）・
高（定）

○幼稚園の視聴好適時間
○テキスト利用状況

1963年12月号
1964年2月号

学校放送
視聴率調査

1963（S.38）年
　12月 小学校のみ 面接法による，小学校の校長および教師

対象の調査
○学級単位の番組利用状況
○教師の放送教育観 1964年6月号他

昭和39年度学校
放送利用状況
調査

1964（S.39）年
　6月
　10～11月

幼・ 保・ 小・
中・ 高（ 全 ）・
高（定）

○テレビ設置場所 1964年10月号
1965年2月号

昭和40年度学校
放送利用状況
調査

1965（S.40）年
　6～7月
　10～11月

幼・ 保・ 小・
中・ 高（ 全 ）・
高（定）

○利用幼稚園･保育所の園児数，
年齢別割合

1965年11月号
1966年3月号

昭和41年度学校
放送利用状況
調査

1966（S.41）年
　6～7月
　10～11月

幼・ 保・ 小・
中・ 高（ 全 ）・
高（定）

○利用幼稚園・保育所の園児数，
年齢別割合
○カラーテレビの調査開始（幼・
保）
○VTRの所有

1966年11月号
1967年4月号

全日制高等学校
の放送利用に関
する調査

1966（S.41）年
　10～11月

全日制
高等学校

全日制高等学校全数調査。高校における
放送利用上の問題を探る目的で実施

○非利用の理由
○各種機器の所有
○VTRに関する調査

1967年4月号

昭和42年度学校
放送利用状況
調査

1967（S.42）年
　9～11月

幼・ 保・ 小・
中・ 高（ 全 ）・
高（定）

★調査方式を大幅に改正
1967年度以降は，ほぼ同じ形式で
調査実施
総学校数    64,577
標本数 　　  7,000
有効回答数　6,207 （88.7%）

○継続利用か随時利用か（TV, R） 1968年5月号　
　　　 6月号

注：月報のタイトルは，1951年5月号から1983年3月号までは『文研月報』，1983年4月以降は『放送研究と調査』である。
　　（※）第2回学校放送意向調査（1952年実施）の報告は，日本放送教育協会発行の『放送教育』に掲載されている。

昭和43年度調査以降については，付表1-2へ続く
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付表1-2　学校放送利用状況調査一覧　（1967〜2012年度調査の特徴）

1967（S.42）年度以降の調査は，「昭和/平成●年度学校放送利用状況調査」の名称で統一して実施。
実施時期は，9〜11月。

実施年度 調査の特徴，該当年度に特有（ないしは開始した）調査内容 月報報告

1967年度 ★全国の幼・保・小・中・高（全日制・定時制）から無作為に抽出した学校を対象に実施
・学校放送番組利用の密度（継続利用か随時利用か）の調査開始

1968年5月号
6月号

1968 ・学校放送番組利用形態（生利用か録画利用か）の質問開始（TV, R） 1969年5月号

1969 ・学校放送利用クラスの割合（TV, R） 1970年5月号

1970（S.45）・【総学校数67,385校，標本数9,584，有効回答数8,479（88.5%）】 1971年5月号

1971 ★沖縄の全学校対象の調査を付加 1972年5月号

1972 ★沖縄の全学校対象調査を付加 1973年5月号

1973

★県教育委員会が独自の学校放送番組を放送している神奈川，千葉，奈良3県の抽出比率を高めて調査を実施
・学校放送利用率，放送中の番組全リスト提示に対する回答結果から求める方式となる
・中・高の社会科番組に関する付加調査
・前年度以前番組の録画に関する質問開始
・カラーVTRの所有，台数，テープ本数に関する質問を始める
・学校放送利用教師数の割合（中・高）

1974年4月号
6月号

1974 ・番組別に利用頻度の詳細質問を始める
・学校放送番組以外の番組利用の質問を始める 1975年4月号

1975（S.50）

★これまでの6校種に加えて，初めて特殊教育諸学校を調査対象に含める
以降，隔年で特殊教育諸学校を含めて調査実施
・道徳，特別活動，教科活動番組に関する調査を含める
・ビデオ教材の自作に関する質問開始
・NHK録音教材に関する質問開始
・放送時刻と日課表の一致に関する質問開始

1976年4月号
12月号

1976 ★千葉県下の全数調査を付加
・理科教育主任を対象とした，理科番組の利用と意向調査を含める 1977年4月号

1977 ・国語番組に関する調査を付加 1978年4月号
6月号

1978 ・社会科番組に関する付加調査
・VTR普及に関連する教師の放送教育観に関する設問を付加

1979年4月号
6月号

1979
・中・高の英語科主任対象の調査を付加
・小学校音楽番組に関する調査を付加
・幼・保向け番組の利用，番組視聴反応について幼児の年齢別質問を付加

1980年4月号
6月号

1979※ ◇中学校パネル調査：1975年度のテレビ学校放送利用校と非利用校の1979年時点での利用の有無を調べる目的で実施
した利用状況調査。 1981年1月号

1980（S.55）
年度

★定時制高等学校を調査対象から除く→ 幼，保，小，中，高（全日制）5校種ベースの調査に
  【総学校数67,385校，標本数9,584，有効回答数8,479（88.5%）】
★奈良県，埼玉県，山口県で補完サンプルを加えて調査
・中・高で「特別シリーズ」に関する設問
・市販ビデオ教材に関する質問始める

1981年4月号
6月号

1981 ★5校種および特殊教育諸学校を対象に調査実施 1982年4月号
7月号

1981※
◇1981年度利用状況調査の調査方法検証調査：1981年度学校調査の有効回答校から，小・中学校の担任教師それぞれ，

239人，223人を抽出して，個人面接法で，「機器の普及」「番組別利用率」「教師の意識」の3点について調べ，学校調
査の結果との整合性を分析

1982年10月号

1982 ・中・高校「特別シリーズ」の利用に関する設問 1983年4月号

1983 ・小学校1年生向け番組の利用実態の詳細
・中・高向け「特別シリーズ」個別番組に対する期待

1984年4月号
8月号

1984
★小・中・高校のみが調査の対象となる
・小学校3年生向け番組の利用実態の詳細
・初めてパソコン，ビデオディスクプレーヤーに関する質問を含める

1985年4月号
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1985（S.60）・小学校“郷土（地域）学習とメディア”に関する付加調査
・パソコンの使途，教師の自宅での番組録画状況，学校の市販ビデオ教材観などの設問始める 1986年4月号

1986 ・学校放送旧作番組利用など，VTR普及に伴う学校放送利用の変容に関する質問
・小学校・生活科に関する設問始める

1987年4月号
5月号

1987 ・教師向けTV番組への期待内容に関する質問
・低年齢幼児向け番組の開発に関連する質問を加える【保育所】

1988年4月号
6月号

1988（S.63）
・生活科番組に関する質問
・教師向け情報番組の期待に関する質問
・高校種類別にみたパソコン普及と学校放送利用の関連分析

1989年4月号
6月号

10月号

1989（H.1） ・現在重視しているメディア，今後重視したいメディアに関する質問
・幼・保「新指導要領」が示した5領域への放送の期待度を質問

1990年4月号
6月号
7月号

1990（H.2）
★1990年度以降，幼・保・小・中・高の5校種のみを対象とし，隔年実施となる
・現在重視している教材・今後重視したい教材/放送と併せて利用したい教材に関する質問
・コンピューター教育に関する学校放送番組への期待

1991年4月号
6月号

1992（H.4） ・BS衛星放送受信，ハイビジョンに関する設問始める
・幼・保・小，特定週の番組利用状況 1993年5月号

1994（H.6）
・新設番組の認知度に関する質問
・マルチメディア教材の普及に関する質問
・CS受信に関する設問

1995年4月号
5月号

1996（H.8）

・マルチメディア・パソコンの普及，パソコン通信接続（インターネット接続）状況の設問開始
・小学校特定週の番組利用の詳細状況
・総合学習番組に関する設問
・週5日制導入の影響に関する設問
・幼児期の英語教育への関心と実態，メディア活用

1997年4月号
6月号

1998（H.10）・幼児のパソコン利用に対する幼稚園・保育所の意見に関する設問始める
・幼稚園・保育所での教育的テレビ利用と別に，広い意味でのテレビの影響に関する設問を設ける

1999年4月号
5月号

2000（H.12）

・本格的なデジタル時代へ向けて，パソコンやインターネットの利用実態やNHK開発中のサービスの可能性に対する
学校の意向を調べる設問を強化

・デジタルカメラ保有の設問を始める
・インターネット接続について，教室タイプ別の設問を始める
・「メディア・リテラシー」の育成に関する取り組みに関する設問を始める

2001年4月号

2002（H.14）

・通信のブロードバンド化に向けたメディア環境の進展を睨み，パソコン環境整備・利用の設問を充実:ブロードバンド
回線状況，校内LAN整備状況，パソコン画面提示プロジェクター所有状況に関する設問開始

・2001年開始の「NHKデジタル教材」（放送とウェブページのコンテンツを連動した教材）に関する設問を始める
・学校放送番組利用率に「NHKデジタル教材」の利用を含めるようになる
・小学校の番組別利用状況で「NHKデジタル教材」4種のコンテンツ利用を調べる
※小学校高学年（5・6年）担任教師対象の付帯調査:メディア利用の実態や意向，教育観

2003年5月号
6月号

2004（H.16）
・ハードディスクレコーダーの所有に関する設問開始
※小学校4年担任教師対象の付帯調査：メディア利用の実態や意向

2005年5月号
6月号

2006（H.18）

・地上デジタル放送対応予定の有無に関する設問開始
・DVDの普及に関する設問開始
・各種教育イベントの利用を含めたNHK教育サービス利用の視点を導入した調査設計
・幼,保，若手保育者個人を対象とした設問を開始
※小学校5年担任教師対象の付帯調査：小学校英語に関する設問を含む

2007年5月号
6月号
8月号

2008（H20）
・幼,保，若手保育者個人を対象とした設問を継続
※小学校6年担任教師対象の付帯調査：NHKデジタル教材利用の詳細，利用希望など

2009年6月号
7月号

2010（H22）
★幼，小，中，高を調査対象とする
・地上デジタル放送への対応の有無と形態，視聴・録画の可否について設問開始
・電子黒板の利用に関する設問

2011年6月号
8月号

2012（H24）
★小，中，高を調査対象とする
・普通教室における各種メディア利用環境に関する設問【小学校】
・デジタル教科書に関する設問

2013年6月号
8月号

注：2005年度と，2012年度（2013年1〜3月）には，それぞれ「学校放送利用状況調査」とは切り離して（同じ時点での付帯調査ではなく），教師個人
対象調査を実施している。付表2を参照のこと。
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付表2　学校放送の利用に関する教師個人対象の主な調査

実施時期 調査の趣旨 対象教師（校種／地域／調査規模） 月報報告

1963年
　12月

教師の放送教育観調査（学校放
送の利用に影響する要因の研
究としての面接調査）

小：全国3,000校の校長　　　　　　　　　　　　　 計 2,923人
　　　　　　　　 各学年のクラス担任教師　　　　 計 2,994人

1964年
6〜11月号

1965年
　10〜11月

中学校に於ける学校放送利用の
阻害条件，利用促進方策を見出
すための研究（「中学校の放送利
用は延ばし得るか」の研究）

中：東京，奈良，鹿児島の中学校　計 559校
1966年

7月号　　校長
　　国語，社会，理科，英語担当の教師

計   493人
計 1,071人

1971年
　11月

「放送教育の実態に関する総合
的研究」

小：東京，広島，秋田の小学校　　計 221校
1973年

2月号
各学年の教師 計 1,376人

中：東京，広島，秋田の中学校　　計 204校
国，社，数，理，英教師 計   938人

1974年
　6〜9月

学校放送の利用形態の多様化
に応じた番組制作のための資
料を得る目的で実施された「小
学校教師の放送教育観調査」

小：神奈川，福井の1年生と４年生の担任 計 1,055人 1975年
2月号

1984年
　5〜6月

各校種の教師の学校放送番組
利用の詳細（特定週の番組の利
用の有無や方法）と放送教育観
を明らかにするための調査

小：東京，岩手，福岡 計 4,200人
1984年

11月号
12月号

中：東京，中国5県の理科，社会科，技術科の教師 計 3,000人

高：東京，中国5県の理科，社会科の教師 計 1,500人

1985年
　2月

幼稚園教師の番組利用実態の
詳細と放送教育観についての
調査

幼：東京，北陸３県の教師　　　　　　　　　　　  計   800人
　　東京の園長　　　　　　　　　　　　　　　　  計   200人

1985年
8月号

1985年
　10月

中等教育教師の，学校放送を
はじめとする各種メディアの
利用実態と新しいメディアに
対する教師の評価の分析のた
めの調査

中：東京，中国5県の理科，社会科の教師 計 1,600人 1986年
5月号

高：東京，中国5県の理科の教師 計 800人

1987年
　2月

これまでと異なる教科を含め
た，中等教育教師の各種メディ
ア利用実態と意識に関する調査

中：東京，福井の理科，社会科，数学，英語，保健体育の教師　 計 1,000人
高：東京，福井の理科，社会科，数学，英語，保健体育の教師　 計 1,000人

（福井では，中・高いずれも，理科，社会科，数学3教科の教師）

【1987 年 7
月報告書】

1987年
　11月

教師のメディア教材に対する
教師の期待を探るための調査

中：東京，中国5県の理科，社会科の教師 計 1,000人 1988年
7月号高：東京，中国5県の理科，社会科の教師 計 1,000人

2005年
　10〜12月

本格的なデジタル時代を迎え
て企画された，小学校の異な
る学年担当の一般教師のメデ
ィア利用実態とメディア観の
調査（学校対象の各年調査が実
施されていない年度に実施）

小：ランダムサンプリングで抽出した全国の小学校
　  （410校）の2，4，6年生の担任教師 計 1,230人 2006年

6月号

2013年
　1〜3月

2012年度学校放送利用状況調
査の補完調査として別途年度
内に実施した，デジタル教科
書 の 利 用 とNHK学 校 放 送・
NHKデジタル教材利用の関係
等を調べる調査

小：ランダムサンプリングで抽出した全国の小学校
　  （302校）の1，3，5年生の担任教師 計 906人

2013年
6月号
8月号

注：「学校放送利用状況調査」の一部として，特定教科や学年担当の教師や保育者に回答を求めた例や，同時期に別途調査票を送付のうえ，教師個
人に回答を求めた調査については，付表1-2で，「調査の特徴」として記載している。
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付表3　学校教育とメディアに関する年表（1950年～2013年）
注：年表は，本稿に関連の深い内容について，1950年以降を中心に，下記の文献，資料等を基に作成（小平さち子）

・日本放送協会編の『日本放送史』（1966年），『放送五十年史』（1977），『20世紀放送史』（2001）
・各年度の『NHK年鑑』のほか，NHKの番組制作担当部局，広報局作成の各種資料
・『我が国の文教政策（教育白書）』『文部科学白書』（各年度）ほか，文部科学省の各種資料
・『学校放送25年の歩み』（日本放送協会編，1960），『放送教育の歩み』（全国放送教育研究会連盟編，1974，および2002），『放

送教育50年』（全国放送教育研究会連盟・日本放送教育学会編，1986）『日本放送教育協会60年の歩み』（2013）

学校放送・教育放送／放送一般関連事項 教育 / 世の中の動き

1925.3
1931.4
1935.4
1946.6
1948.9
1948.12

1949.4
1949.8
1950.4
1950.6
1950.11

1950.11

1950.11

1951.2

1952.2

1953.2.1
　　 2.2
1953.4
1953.4
1953.4
1953.8

1954.9

1954.11

1955.2

1955.4
1955.4

1956.4

1957.1

1957.4
1957.6

1958.1

・ラジオ放送開始
・ラジオ第 2 放送開始
・NHK ラジオ学校放送全国向け放送開始
・NHK 放送文化研究所開設（NHK 内の一部局として）
・学校放送教師用テキストの発行開始
・日本放送教育協会，任意法人として発足→ 1952 年，

財団法人として認可を受ける
・月刊誌『放送教育』創刊（→ 2000 年 10 月休刊）
・学校放送研究会全国大会，高野山で開催
・学校放送研究委嘱校制度設定
・放送法に基づく「日本放送協会」設立
・第 1 回放送教育研究会全国大会，お茶の水女子大学

で開催
・放送教育研究会全国連盟発足（→ 1969 年，全国放

送教育研究会連盟に改称）
・NHK 放送文化研究所による，学校放送利用に関す

る全国調査開始（「第１回学校放送調査」）
・NHK, テレビ「視聴覚教育研究会」設置，のちに「テ

レビジョン学校放送委員会」となる
・テレビ学校放送の実験校委嘱（東京の小，中学校計

4 校）→実験番組視聴の研究
・テレビ本放送開始
・テレビ学校放送開始（1 日 15 分）
・テレビ学校放送番組の放送時間，1 日 20 分となる
・ラジオ学校放送番組，すべて第 2 放送に移行される
・ラジオ『NHK 高等学校講座』放送開始
・初の民間テレビ局，日本テレビ放送網（NTV）開

局
・巡回テレビ教室始まる（小中学校に 1 か月ずつテレ

ビを貸与）
・幼児向けラジオ『お話でてこい』放送開始（→ 2013

年度放送継続中）
・テレビ開局 2 周年記念番組として，東京の小学校の

教室から，テレビ番組利用の授業を初めて実況中継
・学校放送番組の放送を，午後から午前に移行
・無電灯地域の学校に電池式受信機贈呈を開始
　（年 200 校，5 か年計画）
・幼稚園・保育所向けテレビ 2 番組の放送開始：『人

形劇』『みんないっしょに』
・テレビ学校放送拡充：1 日 3 教科 60 分の放送とな

る
・テレビ学校放送用の学校放送教師用テキスト発行
・NHK 機構改革により，ラジオ・テレビを統括した

学校放送部が誕生
・全放連形テレビの学校への斡旋始まる

1945.8
1945.9
1946.11
1947.3
1947.4
1948.4
1949.3

1950.6

1950.8

1951.7

1952.2
1952.8

1953.6

1954.6

1954

1955.4

1956.2
1956.9
1956.12

1958.6-11

・終戦
・文部省「新日本建設の教育相談」発表
・「日本国憲法」発布
・教育基本法，学校教育法制定，即日施行
・六三制実施，新制中学校発足
・新制高等学校，新制大学発足
・文部省，初等中等教育課に，視聴覚係を設置

・文部省，教育課程審議会の答申にもとづき，視聴覚
教材利用を改訂，学習要領に盛り込む

・第 2 次米国教育使節団来日

・文部省「学習指導要領一般編（試案）」を改訂

・文部省「視聴覚教材利用の手びき」刊行
・文部省，社会教育局に視聴覚教育課を設置

・中央教育審議会設置

・教育二法の公布

・文部省「学校における視聴覚教材の設備」刊行

・日本放送教育学会設立（→現在の日本教育メディア
学会）

・文部省「幼稚園教育要領」発表
・文部省，全国学力テストを始めて実施
・国連，日本の加盟を決議

・文部省教育放送分科審議会で，テレビ教育番組の望
ましいあり方や利用について審議
→まとめ「テレビジョン学校放送番組ならびに社会

教育・教養番組に関する中間試案」
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学校放送・教育放送／放送一般関連事項 教育 / 世の中の動き

1959.1

1959.2

1959.4

1959.10

1959.11

1960.4

1960.4
1960.8

1960.9
1960.11

1962.3

1963.4
1964.4

1964.4

1964.4

1964.4

1964.11
1965.10

1965 年度
1967.4

・NHK 教育テレビジョン開局。テレビ学校放送番組
は，幼稚園・保育所，小学校，中学校対象に 1 日 4
本（土曜日は 3 本）で放送開始。テレビ『NHK 高
等学校講座』放送開始。

・NET（日本教育テレビ），教育専門局として開局，
学校放送番組を放送

・NHK 教育テレビの学校放送番組，高等学校向けも
加えて，大幅な番組増。1 日当たり 2 時間 5 分（土
曜日は 1 時間 45 分）

　小 5 から中 3 までの『理科教室』を学年別放送とし，
高等学校向け『理科教室』を追加

・『おかあさんといっしょ』放送開始（家庭視聴向け，
総合テレビ）

・『山の分校の記録』第 1 部放送（第 2 部は 1960.3 放
送 → 1960 年，イタリア賞受賞）

・学校放送番組大改定：学習指導要領改訂もあり，編
成の充実
・学校放送時刻の改定と，ラジオ・テレビの関連：

重複避け利用しやすく
・ラジオ社会科，テレビ理科番組等，学年別放送の

拡充
・テレビ学校放送番組の増設拡充
・道徳関連番組の拡充
・幼稚園・保育所向けテレビ 6 番組，月～土毎日の

放送となる
・NHK, 小中学校放送テキスト，無償配布（85 万部）
・すべてのテレビ学校放送番組，教育テレビへ移行完

了
・NHK カラーテレビ本放送開始
・第 11 回放送教育研究会全国大会（京都）：西本・山

下論争
・テレビ受信契約 1,000 万突破（家庭への普及率 48.5

％）
・日本放送協会学園高等学校開設
・NHK 教育テレビのサービスエリア，全国の約 90％

をカバー
・全国の小・中・高校の要望に応えて，学校放送の放

送時刻の大改正：
ラジオ , テレビ番組で可能な限り同一曜日，同一
時刻に同学年の同種番組の重複を避ける。
テレビ学校放送番組，1 日 55 分の時間増を行い，
午後 3 本の時間帯をおく。

・特殊教育向けテレビ番組『たのしいきょうしつ』放
送開始

・科学技術教育専門局として，日本科学技術振興財団
テレビ局（現テレビ東京）開局

・第 2 回世界学校放送会議，東京で開催
・教育番組の国際コンクール「日本賞」（NHK 主催）

開始
・幼稚園・保育所向け番組のカラー化完了
・学校放送，高等学校向けラジオ番組の拡充

1958.7

1958.10

1959.11

1960.7
1960

1961

1962.11
1963.2

1963.11

1964.1

1964.7
1964.10
1965.11

1966

1967.8
1968.8
1968

・文部省，「小・中学校学習指導要領」改訂案を発表
→ 基準性が強まる

・学習指導要領の告示（小・中）：系統的な学習を重視，
「道徳の時間」特設

小学校 1961 年度から，中学校 1962 年度から実施
（道徳は，1958 年度から）
高等学校は，1960 年告示，1963 年度から学年進
行で実施

・文部省，初の教育白書「わが国の教育水準」発表

・ユネスコの学校視聴覚専門会議，東京で開催
・文部省「小学校・中学校視聴覚教材の利用」刊行

・文部省「学校における視聴覚教材の設備と施設」刊
行

・文部省，教育白書「日本の成長と教育」刊行
・文部省「社会教育における視聴覚教材の設備と施設」

刊行
・ケネディ暗殺：初の日米間テレビ中継実験で送信さ

れる
・文部省，改訂「幼稚園教育要領」発表

・日本視聴覚教育学会設立
・東京オリンピック開催：欧米各国に衛星中継放送
・文部省，教育白書「我が国の社会教育～現状と課題」

発表
・中教審，「後期中等教育の拡充整備について（別記

期待される人間像）」答申
・文部省，教材基準を提示
・文部省「教育と放送」刊行
・学習指導要領改訂：教育内容の現代化（「現代化カ

リキュラム」）
小学校 1968 年告示，1971 年度から実施
中学校 1969 年告示，1972 年度から実施
高等学校 1970 年告示，1973 年度から学年進行で
実施
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学校放送・教育放送／放送一般関連事項 教育 / 世の中の動き

1969.4

1970.4
1971.4

1971.5

1971.10
1972.2-3
1972.4
1972.4
1972.5
1972.7
1972.10

1973.4

1973.4

1973.11
1975.4

（S.50）
1977.4
1977.10
1978.4

1980.4

1981.4
1982.4

1982.12

1983.4
1983.10

1984.1
1984.5

1985.3
1985.4

1985.4

1985.4
1985.4
1986.11
1986.12

・小学校向け安全教育番組『あんぜんきょうしつ』放
送開始
テレビ小学校低学年向け番組の時間，15 分となる

・『できるかな』（幼児向け造形番組）放送開始
・『中学生の数学』放送開始（～ 1983）
・小学校向け番組，新指導要領対応の番組編成：国際

理解に役だつよう，社会科，道徳，特活番組の改善
・千葉の UHF テレビ局学校放送開始

｛以降，神奈川（1972.4），奈良（1973.4），埼玉
（1979.4）でも開始｝

・NHK 総合テレビ，カラー化完成
・NHK 放送大学実験番組放送
・『セサミストリート』定時放送開始
・『中学生日記』開始（『中学生時代』改題）
・沖縄放送局教育テレビ放送の開始
・「有線テレビジョン放送法」公布
・初の教育専用 CATV「館山教育放送センター」放

送開始
・フジテレビ『ひらけ！ポンキッキ』（幼児向け）開

始
・CATV 実験のため「生活映像情報システム開発協

会」発足（多摩ニュータウンと生駒市で実験）
・NET，東京 12ch が総合局となり，民放教育局消滅
・小学校高学年・中学生対象の環境教育番組『みどり

の地球』放送開始
・『聴力障害者の時間』放送開始
・NHK 教育テレビジョン，番組カラー化完成
・初の実験用放送衛星「ゆり」打ち上げ

・中学校向け TV 番組に特別シリーズ登場
・小学校向け番組の 15 分化始まる
・高学校向け TV 番組に特別シリーズ登場
・ETV と R2 で，生涯学習向け番組の充実：『NHK

市民大学』『NHK 教養セミナー』（ETV），『趣味講座：
マイコン入門』（R）など

・テレビ音声多重放送，本放送開始

・『おーい！はに丸』（幼児向け言葉の番組）放送開始
・聴力障害者向けに文字放送開始

・教育テレビジョン開始 25 周年
・NHK，BS-2 による衛星試験放送開始

・学校放送 TV 英語番組（1960 ～）終了
・ETV，夜間に教育やビジネスをテーマとする大型

番組の新設：『ETV8』ほか
・小学校中学年・総合学習番組『にんげん家族』放送

開始
・『ハロー・コンピューター』放送開始
・放送大学開学
・文字放送，全国放送開始
・アジア・太平洋教育放送シンポジウム開始

1969.7

1970.1
1970.3
1970.6
1971.4

1971.6

1973.4

1973.11
1975.4
1975.5
1976.10
1976.12

1977

1977.5
1977.9
1978

1979.4

1981.6
1983.4

1983

1983.7

1984.7
1984.8

1984.11
1985.3

1985.6

1985.8

1985.12

・アポロ 11 号月面着陸，月面からのテレビ中継

・OECD 教育調査団来日
・日本万国博覧会始まる（大阪）
・文部省「学校における視聴覚教材の利用」刊行
・社会教育審議会「急激な社会構造の変化に対処する

社会教育のあり方について」答申
・中央教育審議機会「今後における学校教育の総合的

な拡充整備のための基本的施策について」最終答申
［第三の教育改革］

・社会教育審議会教育放送分科会の建議により，「視
聴覚教育研修カリキュラムの標準」定める

・新教育課程審議会，発足
・文部省「視聴覚教育研修の手引き」刊行
・ベータマックス方式 VTR 発売
・VHS 方式 VTR 発売
・教育課程審議会「教育課程の基準の改善について」

答申［ゆとりある充実した学校生活の実現を目指す］
・小・中学校の学習指導要領改訂告示「ゆとりと充実」

→小学校 1980 年度，中学校 1981 年度から実施
・大学入試センター，発足
・教科書検定規則・検定基準改正
・高等学校学習指導要領改訂告示→ 1982 年度から学

年進行で実施
・養護学校教育義務制度実施

・中央教育審議会答申「生涯教育について」
・社会教育審議会教育放送分科会視聴覚ライブラリー

等のあり方に関する小委員会「視聴覚ライブラリーお
よび視聴覚センターの整備充実について」中間報告

・社会教育審議会，「ニューメディアの教育利用」に
ついて審議

・ファミリーコンピュータ発売

・文部省「視聴覚教育課」を「学習情報課」と改称
・臨時教育審議会発足（総理府内に，内閣総理大臣の

諮問機関として）
・日本教育工学会設立
・社会教育審議会教育放送分科会「教育におけるマイ

クロコンピュータの利用について」報告
・臨教審，教育改革に関する第 1 次答申：個性重視に

よる選択機会の拡大，徳育重視，学歴社会の是正
・情報化協力者会議第 1 次審議のとりまとめ：学校教

育におけるコンピュータ利用の基本的な考え方
・社会教育審議会教育メディア分科会「教育用ソフト

ウェアの開発指針」報告
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学校放送・教育放送／放送一般関連事項 教育 / 世の中の動き

1987.4

1987.4

1987.7
1987

1988.4
1988.9

1988.11

1989.1
（平成元年）

1989.4
1989.4
1989.6
1989
1989

1989.11

1990.4

1990.4

1990.4
1990.10
1990.11
1990.11

1991.4

1991.4

1991.4
1991.11

1992.4

1992.4

・新教科「生活科」想定の新番組『みんなでアタック』
（小学校低学年）放送開始

・『みどりの地球』終了→『みんな地球人』新設（小
学校高学年・人間と環境のかかわりを考える総合学
習番組）

・衛星による 24 時間放送開始
・都市型 CATV 開局

・『セサミストリート』6 年ぶりに ETV に再登場
・タイ・チャンネル 11 に提供された NHK 学校放送

番組，タイ語吹き替えで放送開始
・NHK ／ CTW 共同制作『ビッグバードがやってき

た』日本で放送
・教育テレビジョン放送開始 30 周年

・小学校理科の一部，中学校理科の番組改定
・株式会社 NHK エデュケーショナル（NED）設立
・NHK，衛星本放送開始（第 1，第 2 テレビ）
・都市型 CATV 開局相次ぐ
・学校放送番組初のハイビジョン番組『魚の誕生～メ

ダカ～』（小学校 5 年生）
・第 40 回放送教育研究会全国大会（広島）で，初め

てハイビジョン番組の公開授業（中学校）

・新教育課程対応で，学校放送番組大幅改定始まる
小学校伝統ある『理科○年生』のタイトル，姿を
消す
中・高校向け番組の一体化『ステップ＆ジャンプ』

（中・高／理科・社会・英語）
幼・保『ともだちいっぱい』シリーズ開始

・ETV に『母と子のテレビタイム』時間帯を設置（『英
語であそぼ』『母と子のテレビ絵本』『育児カレンダ
ー』ほか）

・ETV，生涯学習のチャンネルとして明確化
・教育テレビ，音声多重放送開始
・民放，衛星放送（TV，R）開始
・NHK 初の学校教育向けデジタル教材『人と森林』

制作→第 41 回放送教育研究会全国大会（東京）で
公開授業

・新教育課程に対応して番組の新設・改定
『とびだせたんけんたい』（小 1，2 生活科）
『コンピューター・ナウ』（中・高）など

・『NHK 高校講座』（1959.1 ～）の名称を『教育セミ
ナー NHK 高校講座』に改める

・大型教養番組『NHK 文化セミナー』放送開始
・ハイビジョン推進協会によるハイビジョン試験放送

開始
・生活科誕生に伴い，小 1，2 年の理科・社会科番組

が終了（3 月）。
　生活科 2 番組体制：『あしたもげんきくん』，『とび

だせたんけんたい』
・小学校高学年・環境番組『いのち輝け地球』放送開始

1987.4

1987.8

1987.10

1987.12

1988.7
1989.3

1989.4

1990.1
1990
1990.6

1990.6

1990.7
1990.7
1990.8

1991.4

1992.3

1992.3

1992.5

1992.7

・社会教育審議会教育メディア分科会「生涯学習とニ
ューメディア」報告

・臨教審，教育改革に関する第 4 次答申（最終）
　［個性重視の原則，生涯学習体系への移行，変化（国

際化，情報化）への対応］
・臨教審答申に基づいて「教育改革推進大綱」を閣議

決定
・教育課程審議会答申［「ゆとりある教育」をめざし

た改革］
・文部省機構改革：社会教育局を生涯学習局に改組
・学習指導要領改訂：生活科の新設，情報基礎，家庭

科男女必修，個性重視で教科の学習内容をさらに削
減，「新学力観」

→施行は，小学校 1992 年度，中学校 1993 年度，
　　　　　高等学校 1994 年度～

　幼稚園教育要領告示，施行は 1990 年度
・第 14 期中央教育審議会発足「新しい時代に対応す

る教育の諸制度の改革について」諮問

・中教審「生涯学習の基盤整備について」答申
・コンピュータ整備第 1 次計画の実行
・文部省「情報化の進展と教育－実践と新たな展開－」

刊行
・社会教育審議会教育メディア分科会「視聴覚教育メ

ディア研修カリキュラム標準案について」報告
・「生涯学習振興法」施行
・文部省「情報教育に関する手引」刊行
・生涯学習審議会，発足

・中央教育審議会「新しい時代に対応する教育の諸制
度の改革について」答申［高校教育改革の提言］

・文部省「視聴覚メディア研修カリュキラム標準」改
定，通知。「視聴覚メディア研修手引書（企画編）」
作成，配布

・生涯学習審議会社会教育文化審議会教育メディア部
会「新しい教育メディアを活用した視聴覚教育の展
開について」報告

・生涯学習審議会「今後の社会の動向に対応した生涯
学習の振興方策について（中間まとめ）」答申

・生涯学習審議会「今後の社会の動向に対応した生涯
学習の振興方策について」答申
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学校放送・教育放送／放送一般関連事項 教育 / 世の中の動き

1992.8
1992.11

1992.12
1993.2
1993.3

1993.4

1993.4
1993.4

1993.4

1993.10
1993.10

1993

1994.3
1994.4

1994.4

1994.4

1994.4

1994.12

1994 ～

1994.10

1994.11

1995.4
1995.4

1996.3
1996.3

1996.4

1996.4
1996.4

・CS テレビ，CS-PCM 音声放送開始
・第 43 回放送教育研究会全国大会（和歌山）で世界

で初めて，ハイビジョン放送で教育番組の生視聴に
よる公開授業

・コミュニティー放送局の開局相次ぐ
・テレビ放送開始 40 周年
・NHK 企画の国際共同制作『シリーズ：世界の先生』

放送（6 機関と共同）
・小学校中・高学年向け国際理解教育番組『世界がと

もだち』放送開始
・中学校向け道徳・特別活動番組『マイライフ』
・中・高校向け情報関連番組『コンピューター・未来

館』放送開始
・ETV，『ETV 特集』など大型文化教養番組の新設，

夜 9 ～ 11 時台の趣味・実用・講座番組の集中編成
・中学校向け環境番組『地球と生きる』開始
・第 44 回放送教育研究会全国大会（仙台）で，ハイ

ビジョンとマルチメディアを利用した環境学習番
組（『いのち輝け地球～川は生きている～』および，
NHK の DBC（Data Base for Children）を紹介

・NHK 学校放送 3 年間プロジェクト DBC（Data 
Base for Children）
→ 1996 年からは，インターネット利用による交流

プロジェクト研究へ展開
・アジア・教育番組ワークショップ開始
・小学校中学年・生命教育『みんな生きている』放送

開始
・中・高校向け情報関連番組『10min.コンピューター』

放送開始
・高校・特別活動『ティーンズねっとわーく』（パソ

コン通信活用番組）
・高校講座番組『おとことおんなの生活学』新設（「家

庭科」の男女共修）
・動画データベースを活用した初のテレビ番組『電話

質問箱』放送開始
・世界地理番組の国際共同制作に参加（日本語版制作

20 本。1996 年度に『ステップ＆ジャンプ世界地理』
で放送）

・第 45 回放送教育研究会全国大会（松山）で，マル
チメディア活用としてのハイビジョン利用の事例紹
介（小 6『歴史みつけた』）

・NHK，民放によるハイビジョン実用化試験放送開
始

・ラジオ教育情報番組『教育ジャーナル』開始
・学校週 5 日制月 2 回導入を考慮して，土曜日編成刷

新：『ユメディア号こども塾』『やってみようなんで
も実験』（在宅児向け）開始

・NHK，FM 文字多重放送開始
・CD-ROM 教材『マルチメディア人体』公開（N ス

ペ『驚異の小宇宙人体』の映像使用）
・NHK，ウェブサイト「学校放送オンライン」で学

校放送情報提供を開始
　（1 年間実験運用，1997.4 からは本格運用）
・道徳番組『ざわざわ森のがんこちゃん』開始
・小学校向け環境教育『たったひとつの地球』，学校

放送番組初のウェブサイト開設

1992.9

1993.3

1993.3

1993.9

1993.10

1993.11

1994.4

1994.4

1994.5

1994.6

1994.8

1995.1

1995.1
1995.2

1995.3

1995.4

1995.4
1995.8

1995.11

1996.3

1996.4

1996.7

・学校週 5 日制実施（幼・小・中・高）［第 2 土曜日
休み］

・生涯学習審議会社会教育分科審議会教育メディア部
会，発足

・文部省「視聴覚教育メディア研修手引書（指導編）」
作成，配布

・「学校等におけるコンピュータ・プログラムに係る
著作権保護について」等通知

・全国生涯学習情報センター機能に関する調査協力者
会議，発足

・「著作権審議会マルチメディア小委員会第一次報告
書－マルチメディア・ソフトの素材として利用され
る著作物に係る権利処理に中心として－」公表

・日本視聴覚・放送教育学会設立（2 学会合併）
→ 1998 年日本教育メディア学会となる

・コンピュータ教育開発センター（CEC）「100 校プ
ロジェクト」開始

・文部省大臣官房政策課に「マルチメディア政策企画
室」設置

・マルチメディアの発展に対応した文教施策の推進に
関する懇談会，発足

・文部省「マルチメディアの教育利用－視聴覚教育に
おけるコンピュータ活用の手引き－小・中学校編」
作成・配布

・マルチメディアの発展に対応した文教施策の推進に
関する懇談会，審議のまとめ報告

・阪神・淡路大震災
・内閣の高度情報通信社会推進本部「高度情報通信社

会推進に向けた基本方針」を決定
・文部省「コンピュータ・ソフトウェア管理の手引－

学校編－」刊行
・第 15 期中央教育審議会，発足「21 世紀に展望した

わが国の教育の在り方について」諮問
・学校週 5 日制，月 2 回に拡大
・生涯学習審議会社会教育文化審議会教育メディア部

会「時代の変化に対応した地域における教育メディ
ア利用の推進体制の在り方について」報告

・Windows95, 日本で発売

・文部省「コンピュータ・ソフトウェア管理の手引－
大学編－」刊行

・生涯学習審議会「地域における生涯学習機会の充実
方針について」答申

・第 15 期中央教育審議会，発足「21 世紀を展望した
我が国の教育の在り方について」第 1 次答申［「生
きる力」と「ゆとり」］
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学校放送・教育放送／放送一般関連事項 教育 / 世の中の動き

1996.4

1996.4
1996.10

1997.4

1997.4
1998.4

（H10）
1998.4

1998.4

2000.4

2000.4

2000.4
2000.4
2000.4

2000.10

2001.4

2001.4

2002.4

・中・高校向け『ハイスクール電脳倶楽部』（総合学
習型番組の開発）

・TV 教育情報番組『教育トゥデイ』開始
・0 ～ 2 歳向け TV『いないいないばあっ！』放送開

始（BS2 → ETV）

・中・高向け番組の大幅刷新：総合学習型番組『スク
ール五輪の書』（20 分×週 5 本）と基本学習情報提
供型番組『10min. ボックス』（10 分×週 5 本）

・『メディアと教育』（教師，一般向け TV）放送開始
・交流学習番組『インターネットスクール・たったひ

とつの地球』開始
・『ストレッチマン』開始（→現在『ストレッチマン・

ハイパー』）
・『おかあさんといっしょ』すべての放送が教育テレ

ビに移行

・「総合的な学習の時間」向け番組放送開始：
　『しらべてまとめて伝えよう～メディア入門～』
『えいごリアン』

・「キミが主役だ！ NHK 放送体験クラブ」全国の
NHK 放送局で開始

・NHK 教育テレビ，24 時間放送化
・「学校放送ライブラリー」（深夜放送枠）開始
・（ミレニアムプロジェクトに連動して）6 か年計画

で「NHK デジタル教材」の開発に着手
・「NHK 教育フェア」初回開催：NHK デジタル教材

のプロトタイプ『里山』利用のデモンストレーショ
ン授業の公開（N スペ『映像詩里山』の映像使用）

・「NHK デジタル教材」，インターネットで公開：『お
こめ』（総合学習），『にんげん日本史』（小 6 社会科）

・小学校高学年メディア学習番組『体験！メディアの
ABC』放送開始

・「先生のための教え方教室：デジタル時代の授業創
造講座」開始

（→現在は「先生のためのデジタルテレビ・ICT 活
用講座」）

1996.7
1996.7

1996.7

1996.8

1996.8

1996.10

1996.11

1997.1

1997.4
1997.4
1997.6
1997.6
1998.4

1998.8

1998.12

1999.4

1999.7

1999.12

2000.4

2000.12

2001.1

2001.8
2001.9
2001.11

2002.4

2002・
2003 年度

・教育改革推進本部，発足
・マルチメディアを活用した 21 世紀の高等教育の在

り方に関する懇談会報告
・文化政策推進会議マルチメディア映像・音響技術懇

談会，発足
・教育課程審議会「幼稚園，小学校，中学校，高等学

校，盲学校，聾学校及び養護学校の教育課程の基準
改善について」諮問

・NTT「こねっと・プラン」（インターネット接続環
境整備目的のプロジェクト）開始（2001.3 まで）

・放送教育開発センター，SCS（スペースコラボレー
ションシステム）開始

・携帯ゲーム「たまごっち」発売

・文部省「教育改革プログラム」を内閣総理大臣に報
告

・新 100 校プロジェクト，発足
・第 16 期中央教育審議会，発足
・第 4 期生涯学習審議会，発足
・第 16 期中央教育審議会第 2 次答申
・「日本視聴覚・放送教育学会」が「日本教育メディ

ア学会」と名称変更
・「情報化の進展に対応した教育環境の実現に向けて」

最終報告
・「学習指導要領」「幼稚園教育要領」告示（高等学校

は，1999 年告示）
→施行は，幼稚園 2000 年度，小・中学校 2002 年度，

高等学校 2003 年度～
　＜総合的な学習の時間導入，授業時間数削減，教

育内容の厳選＞
・Ｅスクエア・プロジェクト開始 → 2002 年，Ｅスク

エア・アドバンスへ
・文部省，教育情報衛星通信ネットワーク（エル・ネ

ット）運用開始
・国の「ミレニアム・プロジェクト」で「教育の情報

化」が重点ポイントとなる
・「総合的な学習の時間」段階的開始（国際理解，情報，

環境，福祉，健康等）
・インターネット博覧会開始

・政府による e-Japan 戦略
→「教育の情報化」始まる（学校教育現場の IT 基

盤整備）
・教育情報ナショナルセンター（NICER）開始
・アメリカ同時多発テロ事件
・文科省「これからの義務教育の諸学校の教材整備の

在り方について（最終報告）」
・小・中学校，新学習指導要領のスタート

・「総合的な学習の時間」全面的実施
・完全学校週 5 日制→授業時間数の減少

・総務省によるネットワーク型教育用コンテンツ
流通のためのプラットフォームの開発実証実験

（EduMart）
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学校放送・教育放送／放送一般関連事項 教育 / 世の中の動き

2003.2

2003.4

2003.12
2004.4

2004.4

2005.4

2006.4

2006.4
2006.4

2006.7

2007.4
2007.4

2007.4

2007 ～
2009 年度

2008.4

2008.4
2008.4

2008.4

2009.1
2009.4

2009.4

2009.4
2009.12

2010.4

・NHK テレビ放送開始 50 年，NHK アーカイブス，
川口市にオープン

・教師向け番組『わくわく授業～わたしの教え方～』
開始

・３大都市圏で地上デジタル放送開始
・『学校デジタルライブラリー』（動画クリップを集中

的に放送するテレビ番組）開始
・『学校放送デジタル羅針盤』（番組や NHK デジタル

教材利用実践の紹介番組）開始

・「NHK デジタル教材」すべての小学校学校放送番組
に対応

・インターネットによる教師向け情報サービス（登録
制）「NHK ティーチャ―ズネット」開設

・携帯端末向けワンセグ放送開始
・「NHK デジタル教材」のコンテンツ「けいじばん」

終了で，教師向けコンテンツ「せんせい」に変更
・3 年間の教育用映像配信実証実験「オアシス」プロ

ジェクト（総務省中心）開始，
→ NHK 学校放送番組とビデオクリップを提供

（3 年間で，全国の小中学校の 4 分の 1 が参加）

・NHK 学校放送番組，平日 19 時台でも放送
・「学生のための学校放送番組・デジタル教材活用講

座」開始
・放送大学のラジオ授業科目，学生向けにインターネ

ット配信開始
・文科省の先導的教育情報化推進プロジェクトを日本

放送教育協会と NHK が受託。
「テレビ番組と ICT の連動による探求型学習の効
果に関する調査・研究」を実施。

・特別支援学校向け番組『みてハッスルきいてハッス
ル』『ストレッチマン２』開始

・小学生の親向け番組『土よう親じかん』放送開始
・『NHK 高校講座』のテレビ・ラジオ全科目の放送内

容のインターネット配信
（ラジオ番組については，2007.4 開始）

・放送大学のテレビ授業科目，インターネット配信実
験

・NHK 教育テレビジョン開始 50 年
・幼児向け番組『みいつけた』放送開始（4，5 歳児向け，

週 5 日放送）
・『高校講座ベーシック 10』（学び直し番組）放送開

始（英，数，国）
・NHK ティーチャ―ズ・ライブラリー開始
・NHK クリエイティブ・ライブラリー開始

・『できたできたできた』（小１特別活動）
　『ストレッチマン・ハイパー』（特別支援）
　『大科学実験』（小・中・高理科）放送開始

2003.1

2003.4

2004.5

2004.12

2005

2006.1

2006.3

2006.12

2007.3

2007.4

2008.1

2008.3

2008.5

2009.4

2010.4
2010.4

2010.5

・e-Japan 戦略Ⅱ（IT 利用・活用重視）

・高等学校，普通教科「情報」が必修科目となる

・文科省「教育における地上デジタル放送の利用に関
する検討会」報告書

・ニンテンドー DS

・初の，小学校向けの指導者用デジタル教科書（国語）
刊行

・IT 新改革戦略－いつでも，どこでも，誰でも IT の
恩恵を実感できる社会の実現

・※ 2005 年度中に，全公立小・中・高校各教室でネ
ット接続 PC 利用可能に，という国の目標た達成さ
れず

・「教育基本法」60 年ぶりに改正

・文部科学省「教員の ICT 活用指導力の基準の具体
化・明確化：全ての教員の ICT 活用指導力の向上
のために」報告書発行

・文部科学省，43 年ぶりに学年全員対象の全国学力
テスト実施

・中教審答申「幼稚園，小学校，中学校，高等学校及
び特別支援学校の学習指導要領等の改善について」：

「社会の変化への対応の観点から教科等を横断して
改善すべき事項」の一つとして，情報教育が挙げら
れている。

・｢学習指導要領」「幼稚園教育要領」告示 ,（高等学
校は，2009 年告示）

＜「生きる力」「脱ゆとり教育」，1980 年改訂以
来 30 年ぶりに，授業時間数の増加＞

→ 幼 稚 園 2009 年 度， 小 学 校 2011 年 度， 中 学 校
2012 年度から完全実施，高等学校 2013 年度から
学年移行で実施

・Facebook 日本語版公開

・政府「スクール・ニューディール」構想発表：学校
の耐震化，エコ化，ICT 化

・総務省，「フューチャースクール推進事業」開始
・文科省，「学校教育の情報化に関する懇談会」開催

→ 8 月に「教育の情報化ビジョン（骨子）」発表，
2011.4 とりまとめ報告

・iPad 日本発売
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学校放送・教育放送／放送一般関連事項 教育 / 世の中の動き

2011.4

2011.4
2011.4

2011.4

2011.4

2011.4
2011.7

2012.4

2013.4

2013.4

2013.9

・小学校向け番組，新番組（理科，社会科）から 10
分化始まる

・午前中の小学校向け番組，全番組週 1 回の放送となる
・午前中に編成されていた幼稚園・保育所向け番組，
「幼児 ･ こども向け番組ゾーン」へ移設

・学校放送のポータルサイト，「NHK for School」と
なる（NHK の学校教育サービス全体を提供する総
合ポータルサイトとして）。
（1996「学校放送オンライン」→ 2001「NHK デ
ジタル教材」）

・NHK デジタル教材，公開 10 年を機に大がかりな改
良
　 ・大型画面で利用できる教師向け教材の追加
　　 （大型デジタルテレビや電子黒板導入への対応）
　 ・映像の高画質化

・NHK 教育テレビ，「E テレ」に呼称変更
・地上アナログ放送の終了→全面デジタル移行

→東日本大震災による被害が甚大であった 3 県（宮
城県・岩手県・福島県）については，2012 年 3
月に移行終了

・小学校向けメディア学習番組『メディアのめ』放送
開始

・社会的なキャンペーンも意識した新番組『いじめ
をノックアウト』（小学校 3，4 年向け），『学ぼう
BOSAI』（小 5 ～中学生向け）放送開始

・『NHK 高校講座』スマートフォンやタブレット端末
で視聴可能となる

・NHK for School の動画，iPhone や iPad でも再生が
可能になる

2010.5

2010.6

2010.6
2010.7

2010.10
2011.3
2011.4
2011.4

2012.6
2012.9

2013.7
2013.10

2013.10

・IT 戦略本部決定，「新たな情報通信技術戦略」：情
報通信技術を活用して，21 世紀にふさわしい学校
教育を実現

・閣議決定「新成長戦略」：子ども同士が教え合い学
び合う「協働教育」の実現など，教育現場における
情報通信技術の利活用によるサービスの質の改善や
利便性の向上

・文科省，教育 ICT 活用普及促進協議会発足
・デジタル教科書教材協議会（DiTT）設立（→ 12 月，

アクションプラン）
・文科省，「教育の情報化に関する手引」発表
・東日本大震災
・文科省，「学びのイノベーション事業」開始
・文部省，「教育の情報化ビジョン」の公表：初等中

等教育における教育の情報化に関する総合的な推進
方策

・文科省，情報活用能力調査に関する協力者会議開始
・総務省，｢青少年のインターネット・リテラシー指

標」公表

・文科省，生涯学習政策局に情報教育課を新設
・文科省，コンピューターを用いた情報活用能力調査

開始（小 5, 中 2 対象，2014.1 まで実施）
・日本オープンオンライン教育推進協議会（JMOOC）

設立
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付表4-1　テレビ学校放送番組時刻表
1964年度　教育テレビ学校放送番組時刻表

時刻 曜日対象 月 火 水 木 金 土

9：00 ～ 9：20 小学校
（低学年）

理科教室
小学校 2 年生

理科教室
小学校 1 年生

（再）

おとぎのへや
（国語）

うたいましょう
ききましょう

（音楽）
（再）

はたらくおじさん
（2 年社会科）

（再）

うちのひと
がっこうのひと
（1 年社会科）

9：20 ～ 9：40 中学校 わたしたちの社会 理科教室
中学校１年生

理科教室
中学校２年生

理科教室
中学校３年生

日本の地理・
世界の地理

（再）

日本の歴史
（再）

9：40 ～ 10：00 幼稚園
保育所

きたきたきたよ みんないっしょに
（再）

おじさん
お話してよ

（再）

人形劇
（再）

ドレミファ船長
（再）

おててつないで
（再）

10：00 ～ 10：20 小学校
（中学年）

みんななかよし
（道徳）

わたしたちのくらし
（4 年社会科）

（再）

理科教室
小学校 3 年生

理科教室
小学校 4 年生

（再）

良太の村
（3 年社会科）

（再）

みんなの音楽
（再）

10：20 ～ 10：40 中学校
英語教室

中学校 2 年生
英語教室

中学校 3 年生
理科教室

中学校 1 年生
（再）

理科教室
中学校 2 年生

（再）

理科教室
中学校 3 年生

（再）

英語教室
中学校 1 年生

（再）

10：40 ～ 11：00
幼稚園
保育所

（カラー）

みんな
いっしょに

おじさん
お話してよ

人形劇 ドレミファ船長
（再）

おててつないで
（再）

きたきたきたよ
（再）

11：00 ～ 11：20 小学校
（低学年）

理科教室
小学校 1 年生

理科教室
小学校 2 年生

（再）

うたいましょう
ききましょう

（音楽）

はたらくおじさん
（2 年社会科）

大きくなる子
（道徳）

おとぎのへや
（国語）

（再）

11：20 ～ 11：40 中学校
英語教室

中学校 1 年生
英語教室

中学校 2 年生
（再）

英語教室
中学校 3 年生

（再）

理科教室
中学校 1 年生

（再）

理科教室
中学校 2 年生

（再）

理科教室
中学校 3 年生

（再）

11：40 ～ 12：00 小学校
（高学年）

テレビの旅
（5 年社会科）

くらしの歴史
（6 年社会科）

理科教室
小学校 5 年生 音楽教室

（再）

理科教室
小学校 6 年生

（再）

明るいなかま
（道徳）

0：00 ～ 0：30 特殊学級
と

小・中学校

テレビ特殊学校
たのしいきょうしつ

0：30 ～ 1：00 たのしいひる休み テレビろう学校

1：00 ～ 1：20 中学校 芸術の窓 日本の地理・
世界の地理

わたしたちの社会
（再）

日本の歴史
（再）

技術・家庭科
（再）

1：20 ～ 1：40 小学校
（中学年）

わたしたちのくらし
（4 年社会科）

良太の村
（3 年社会科）

理科教室
小学校 4 年生

理科教室
小学校 3 年生

（再）

みんなの音楽

1：30 ～ 2：00
母親から
教師から1：40 ～ 2：00 高等学校 世界の地理

理科教室
高等学校

（物理・化学）

理科教室
高等学校

（生物・地学）

高校生の
英会話

高校生の広場
（特別活動）

2：00 ～ 2：20 中学校 わたしたちの進路
（特別活動）

芸術の窓
（再）

英語教室
中学校 1 年生

（再）

英語教室
中学校 2 年生

（再）

英語教室
中学校 3 年生

（再）

2：20 ～ 2：40 小学校
（高学年）

理科教室
小学校 6 年生 音楽教室 くらしの歴史

（6 年社会科）
（再）

テレビの旅
（5 年社会科）

（再）

理科教室
小学校 5 年生

（再）

2：40 ～ 3：00 幼稚園
保育所

ドレミファ船長 おててつないで みんないっしょに
（再）

おじさん
お話してよ

（再）

人形劇
（再）

3：00 ～ 3：20 中学校 技術・家庭 わたしたちの社会
（再）

日本の歴史 日本の地理・
世界の地理

（再）

わたしたちの進路
（特別活動）

（再）

3：20 ～ 3：40 高等学校 家庭科教室 芸術鑑賞
理科教室
高等学校

（物理・化学）
（再）

理科教室
高等学校

（生物・地学）
（再）

高校生の英会話

（再）

3：40 ～ 4：00 教師向け
教師の時間

こどもの
心とからだ 教室のアイデア 教育界の話題

日本のこども 放送教育のてびき 新しい学習指導

注1）『放送教育の歩み：全放連結成25周年記念』（全国放送教育研究会連盟編・発行，1974年）p. 298と『NHK年鑑』をもとに作成。
注2）小学校番組『うちのひとがっこうのひと』『大きくなる子』『みんななかよし』『明るいなかま』計4本については，同一内容を2回ずつ放送。
注3）教育テレビのない局は，11：00～12：00（月～土）に学校放送，13：00～13：20に学校放送またはローカル番組を送出。
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付表4-2　テレビ学校放送番組時刻表
1986年度　教育テレビ学校放送番組時刻表

時刻 曜日対象 月 火 水 木 金 土

9：00 ～ 9：15 小学校
（低学年）

理科教室
小学校 2 年生

理科教室
小学校 1 年生

おとぎのへや
（国語）

（再）

それいけノンタック
（1 年社会科）

（再）

大きくなる子
（道徳）

（再）

ワンツー・どん
（1 年音楽）

（再）

9：15 ～ 9：30 幼稚園
保育所

みてごらん
（再）

にんぎょうげき
（再）

できるかな
（再）

おーい！はに丸
（再）

なかよしリズム
（再）

ばくさんのかばん
（再）

9：30 ～ 9：45 小学校
（低学年）

それいけノンタック
（1 年社会科）

大きくなる子
（道徳）

はたらくひとたち
（2 年社会科）

（再）

理科教室
小学校 2 年生

（再）

うたって・ゴー
（2 年音楽）

（再）

あんぜんパトロール
（低・中学年安全教育）

（再）

9：45 ～ 10：00 小学校
（中学年）

わたしたちのくらし
（4 年社会科）

理科教室
小学校 3 年生

みんななかよし
（道徳）

ふえはうたう
（3 年音楽）

（再）

たんけんぼくのまち
（3 年社会科）

（再）

理科教室
小学校 3 年生

（再）

10：00 ～ 10：15 小学校
ふえはうたう
（3 年音楽）

あいうえお
（1 年国語）

いちにのさんすう
（1 年算数）

みつめる目
（低学年総合）

理科教室
小学校 1 年生

（再）

さんすうすいすい
（2 年算数）

（再）

10：15 ～ 10：30 小学校
たのしいきょうしつ

（養護学校・障害児学級）

いってみよう
やってみよう

（養護学校・障害児学級）

たのしいきょうしつ
（養護学校・障害児学級）

（再）

いってみよう
やってみよう

（養護学校・障害児学級）
（再）

ゆかいなコンサート
（4 年音楽）

（再）

あいうえお
（1 年国語）

（再）

10：30 ～ 10：45 幼稚園
保育所 にんぎょうげき できるかな おーい！はに丸 なかよしリズム ばくさんのかばん みてごらん

10：45 ～ 11：00 小学校
（中・高学年）

理科教室
小学校 4 年生

わたしたちのくらし
（4 年社会科）

（再）

リポートにっぽん
（5 年社会科）

（再）

理科教室
小学校 5 年生

（再）

理科教室
小学校 6 年生

（再）

にんげん家族
（中学年総合）

（再）

11：00 ～ 11：15

小学校
（月～土）

中学校
（土）

ワンツー・どん
（1 年音楽）

おとぎのへや
（低学年国語）

うたって・ゴー
（2 年音楽）

いちにのさんすう
（1 年算数）

（再）

ことばのくに
（2 年国語）

（再）

みつめる目
（低学年総合）

（再）

11：15 ～ 11：30
はたらく
ひとたち

（2 年社会科）

さんすう
すいすい

（2 年算数）

あんぜんパトロール
（低・中学年

安全教育）

ことばのくに
（2 年国語）

くらしの歴史
（6 年社会科）

（再）

みどりの地球
（高学年）

（再）

11：30 ～ 11：45
たんけん

ぼくのまち
（3 年社会科）

にんげん家族
（中学年総合）

理科教室
小学校 4 年生

（再）

理科教室
小学校 3 年生

（再）

みんななかよし
（中学年道徳）

（再）
おもいっきり

中学時代
（特別活動）

11：45 ～ 12：00
くらしの歴史

（6 年社会科）
理科教室

小学校 5 年生
理科教室

小学校 6 年生
（再）

あしたへジャンプ
（高学年道徳）

（再）

リポートにっぽん
（5 年社会科）

（再）

０：00 ～０：20 中学校

中学校　特別シリーズ わたしの青春ノート
（高等学校
特別活動）

世界地理 日本地理 理科第１分野
（物理）

（再）

理科第１分野
（化学）

（再）

理科第 2 分野
（生物）

（再）

０：20 ～０：40 高等学校
高等学校　特別シリーズ

生物 物理・化学 地学 地理 日本語・歴史
０：40 ～ 1：10

1：10 ～ 1：30 中学校
中学校　特別シリーズ

理科第１分野
（物理）

理科第１分野
（化学）

理科第 2 分野
（生物）

理科第 2 分野
（地学）

ハロー！
コンピューター

1：30 ～ 1：35 ミクロの世界（月・水・金）・心が輝いたあの日（火・木）

1：35 ～ 1：55 中学校
中学校　特別シリーズ

歴史Ⅰ 歴史Ⅱ 世界地理
（再）

日本地理
（再）

公民・古典芸能

1：55 ～ 2：00 おもしろ漢字ミニ字典（月・水・金）・ぼくの絵わたしの絵（火・木）

2：00 ～ 2：15
小学校

（中・高学年）

あしたへ
ジャンプ

（高学年道徳）

ゆかいな
コンサート

（4 年音楽）

理科教室
小学校 5 年生

（再）

わたしたちのくらし
（4 年社会科）

（再）

理科教室
小学校 4 年生

（再）

2：15 ～ 2：30
理科教室

小学校 6 年生
リポートにっぽん
（5 年社会科）

くらしの歴史
（6 年社会科）

（再）

みどりの地球
（高学年総合）

（再）

にんげん家族
（中学年）

（再）

2：30 ～ 3：00 高等学校
高等学校　講座

日本の歴史 世界の歴史 古典への招待 科学と人間 世界・人とくらし

3：00 ～ 3：15 幼稚園
保育所

なかよしリズム
（再）

ばくさんのかばん
（再）

にんぎょうげき
（再）

できるかな
（再）

おーい！はに丸
（再）

注1）NHK学校教育部発行の資料『NHK学校放送1986』p. 11と『NHK年鑑』をもとに作成。
注2）表に記載された以外に，月曜日～金曜日の19：00～19：30，23：00～23：30の時間帯に，『高等学校講座』が放送されている。
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付表4-3　テレビ学校放送番組時刻表
2001年度　教育テレビ学校放送番組時刻表

時刻 曜日対象 月 火 水 木 金 土

9：00 ～ 9：15

幼稚園
保育所

小学校

まちかどド・レ・ミ
（低学年音楽）

おはなしのくに
（2,3 年国語）

あいうえお
（1 年国語）

ざわざわ森の
がんこちゃん
（1 年道徳）

（再）

あつまれ
じゃんけんぽん
（2 年道徳）

（再）

なんでも Q
（幼・保）

9：15 ～ 9：30
つくってあそぼ

（幼・保）
（再）

ぼうけん！
メカラッパ号
（幼・保）

（再）

しぜんとあそぼ
（幼・保）

（再）

こども
にんぎょう劇場

（1 年国語 , 幼・保）
（再）

なんでもＱ
（幼・保）

（再）

うたって
おどろんぱ
（幼・保）

（再）

9：30 ～ 9：45
ざわざわ森の
がんこちゃん
（1 年道徳）

あつまれ
じゃんけんぽん
（2 年道徳）

まちかど
ド・レ・ミ

（低学年音楽）
（再）

まちへ
とびだそう

（3 年社会科）
（再）

歌えリコーダー
（3 年音楽）

（再）

えいごリアン
（中学年総合）

（再）

9：45 ～ 10：00
しらべてまとめて伝えよう
～メディア入門～
（中学年総合）

ふしぎのたまご
（3 年理科）

さわやか 3 組
（中学年道徳）

それゆけ
こどもたい

（1,2 年生活科）
（再）

おこめ
（高学年総合）

（再）

デジタル大図鑑

10：00 ～ 10：15

「総合的な学習の時間」向けゾーン

科学デジタル
質問箱

体験！
メディアの ABC
（高学年総合）

えいごリアン
（中学年総合）

インターネットスクール
たったひとつの地球
（高学年環境）

おこめ
（高学年総合）

地球
たべもの大百科
（高学年総合）

10：15 ～ 10：30
ストレッチマン

（養護学校・障害児学級）

いってみよう
やってみよう

（養護学校・障害児学級）

ストレッチマン
（養護学校・障害児学級）

（再）

いってみよう
やってみよう

（養護学校・障害児学級）
（再）

さわやか 3 組
（中学年道徳）

（再）

10：30 ～ 10：45
こども

にんぎょう劇場
（1 年国語 , 幼・保）

つくってあそぼ
（幼・保）

ぼうけん！
メカラッパ号
（幼・保）

しぜんとあそぼ
（幼・保）

うたって
おどろんぱ
（幼・保）

10：45 ～ 11：00
ふしぎ研究所
（4 年理科）

なぜなぜ日本
（5 年社会科）

虹色定期便
（高学年道徳）

インターネットスクール
たったひとつの地球
（高学年環境）

（再）

マテマティカ
（低学年算数）

（再）

11：00 ～ 11：15
それゆけ

こどもたい
（1,2 年生活科）

歌えリコーダー
（3 年音楽）

マテマティカ
（低学年算数）

（再）

なぜなぜ日本
（5 年社会科）

（再）

虹色定期便
（高学年道徳）

（再）

11：15 ～ 11：30
にんげん日本史
（6 年社会科）

マテマティカ
（低学年算数）

わくわく
サイエンス

（5 年理科）

体験！
メディアの ABC
（高学年総合）

（再）

ふしぎ研究所
（4 年理科）

（再）

11：30 ～ 11：45
データボックス
しらべてサイエンス

（6 年理科）

まちへ
とびだそう

（3 年社会科）

しらべてまとめて伝え
よう～メディア入門～
（中学年総合）

（再）

ふしぎのたまご
（3 年理科）

（再）

くらし発見
（4 年社会科）

（再）

11：45 ～ 12：00
くらし発見

（4 年社会科）
みん生きている

（中学年生命教育）

データボックス
しらべてサイエンス

（6 年理科）
（再）

にんげん日本史
（6 年社会科）

（再）

わくわくサイエンス
（5 年理科）

（再）

2：00 ～ 2：20 中学校
高等学校

ティーンズ TV

世の中なんでも
経済学

インターネット
情報局

デジタル進化論
～コンピューター

の物語～

ワールド
ドキュメント

FOR YOU
～今 君のために～

2：20 ～ 2：30 10min.　ボックス

注1）NHK学校放送担当部門発行の資料『学校放送番組部要覧』（平成13年4月）p. 58，59および『NHK年鑑』をもとに作成。
注2）表に記載された以外に，次の時間帯に『NHK教育セミナー高校講座』が放送されている。
　　 月曜日～日曜日の6：00～6：30，　月曜日～木曜日の14：30～15：00と23：30～23：40，金曜日の0：10～0：40。




